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○独立行政法人建築研究所の平成 1４年度業務実績報告について 
 

 独立行政法人建築研究所は、建築・都市計画技術に関する調査、試験、研究及び開発並びに指

導及び成果の普及等を行うことにより、建築・都市計画技術の向上を図り、もって建築の発達及

び改善並びに都市の健全な発展及び秩序ある整備に資する（「独立行政法人建築研究所法（平成

11 年法律第 206 号）」第 3 条）ことを目的として平成 13 年 4 月 1 日に設立された。 

 本報告書は、「独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）」及び「国土交通省所管独立

行政法人の業務実績評価に関する基本方針（平成 14 年 2 月 1 日国土交通省独立行政法人評価委

員会決定）」に基づき、平成１４年度の業務実績についてまとめたものである。 

 報告書のポイントは以下のとおりである。 

 

＜平成 1４年度業務実績報告のポイント＞ 

1．業務運営評価に関する事項 

 

 組織運営については、研究領域毎のグループ・センターを配置して研究ニーズの高

度化・多様化等に迅速に対応できるような体制で運営。 

 研究評価体制については、自己評価、内部評価、外部評価を行い、個々の研究開発

を的確かつ効果的に展開できるよう配慮。 

 

 競争的資金については、新たに重点研究支援協力員事業による追加支援が決定され

た他、新たに科学研究費補助金や大都市大震災軽減化特別プロジェクトの課題の採択

を受け、大幅な資金増となり、受託研究も飛躍的に拡大。 

 

 研究開発の基本方針については、各グループ毎にサブミッションを設定し、これに

至るため、どのような目標を掲げ、どういう順序や相互関係で取り組んでいくかを示

す研究開発戦略を検討。 

 また、研究者別のエフォート（研究専従率。研究者が当該研究開発の実施に必要と

する時間の配分率）を整理することにより、平成１５年度の課題設定に活用。 

 

 研究成果等の普及については、講演会の開催や研究所の公開を実施したほか、メデ

ィアへの情報発信を積極的に実施。 

 

 

2．自主改善努力評価に関する事項 

 

 国土交通省が関与する委員会への研究者の派遣や学会活動への協力のほか、建築研

究開発コンソーシアムの設立、外部への技術コンペや情報発信等を通じて、社会に貢

献。 
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1．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 
（1）組織運営における機動性の向上 

（中期目標） 

 研究ニーズの高度化、多様化等の変化に柔軟に対応し得るよう、機動的な組織運営を図

ること。 

（中期計画） 

 研究所の組織については、柔軟な研究及び技術開発（以下「研究開発」という。）への対

応のための前提として、研究部門については、研究領域ごとに職員をフラットに配置する

組織形態を整備するとともに、ニーズの変化等により生じる、取り組むべき研究課題によ

り柔軟に対応するため、関連分野の職員を機動的に結集できる研究開発体制を整備する。 

（年度計画） 

 柔軟な研究及び技術開発（以下「研究開発」という。）への対応を可能とするため、研究

部門に設置した研究領域ごとの研究グループについて、グループ毎の職員の配置を適切に見

直す。 

 また、機動的に研究開発を実施するため、当年度において取り組むべき研究課題に対し、

必要に応じ、関連分野の職員を結集したプロジェクト・チームを設置する。 

 なお、これらの研究グループ及びプロジェクト・チームについては、必要に応じ、年度途

中においても再編成を行う。 

 

（a）年度計画における目標設定の考え方 
◯ 研究グループ毎の職員の配置を固定してしまうことによりニーズの変化に研究体制が不十分

となってしまう可能性がある。そこで、柔軟な研究開発への対応を可能とするという観点から、

研究グループ毎の職員の配置の適切な見直しを行うことが必要と考えた。 

◯ 各部門にまたがる横断的な研究開発テーマに取り組むため、機動的な研究開発の実施が必要と

なる事態が発生していた。そこで、機動的な研究開発を実施するという観点から、必要に応じ、

研究開発に対するプロジェクト・チームを設置することが必要と考えた。 

◯ 発足時に編成した組織がその後の社会経済状況による研究開発の変化に柔軟に対応できない

可能性がある。しかし、建築研究所においては、フラットな組織を維持することは、研究者相

互の自由な議論を継続的に行う観点から非常に重要であると考えられる。そこで、フラットな

組織を健全に維持する観点から、必要に応じ、年度途中においても研究グループ及びプロジェ

クト・チームの再編成を行うことが必要と考えた。 

 

（b）当該年度における取組み 
◯ 研究部門については、グループ・センター長等会議を定期的に行ってフラットに情報意見交換

を行うなど、独立行政法人発足時に構築した 7 つのグループ・センター（構造、環境、防火、

材料、建築生産、住宅・都市、国際地震工学）を基本ユニットとして運営した。 

◯ 研究業務内容の高度化に資するため、平成 14 年度に首席研究員を新設し、困難度の特に高い

研究を行うとともに、部門を超えて研究開発課題に係る指導及び調整の出来る体制を作った。 

◯ 平成 13 年度に５人だった研究主幹を平成 14 年度に６人任命し、所全体の研究計画の方針の

整理、分野をまたぐ研究開発課題などの研究調整の体制の強化を図った。 

◯ 平成 14 年度に会計課において決算担当を新設し、決算及び監査に対応するための体制の強化

を図った。 
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◯ 研究開発テーマの内容等を勘案して、グループ間の異動を 3 名実施し、世の中の研究すべき分

野の変化に的確に対応した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 1-1-1 組織図 

 

 

◯ 機動的な研究開発のため、複数の研究領域にまたがる課題として、14 年度は新たに５課題を

追加して計１２課題（例：21 世紀の住宅・都市・建築のための研究ニーズ調査と技術開発用

件の抽出等）について、関連分野の職員を結集したプロジェクト・チームによる研究開発を実

施した。（平成１３年度は１１課題を実施） 

 

◯ 特に平成１４年度からは火災に関連する研究について、防火分野と住宅都市分野、また設計に

関する研究について構造分野と国際地震工学分野の職員を結集し、研究開発を開始した。 

 

図表 1-1-2 プロジェクト・チーム編制による研究開発課題 

研究課題 
実施 

年度 
構造 環境 防火 材料 

建築 

生産 

住宅 

・都市 

国際 

地震 

工学 

１ 高知能建築構造システムの開発 10-14 ○      ○ 

2 市街地における防火性能評価手法の開発 10-14   ○   ○  

3 木質複合建築構造技術の開発 11-15 ○ ○ ○ ○    

4 
21 世紀の住宅・都市・建築のための研究ニーズ調査と技術開発

用件の抽出 
12-16 ○  ○ ○  ○  

5 都市域における快適性と安全性向上に資する風系構造の解明 13-15 ○ ○ ○     

6 
耐久性能評価に基づく建築部材仕様選定システムのプロトタイ

プ開発 
13-15    ○  ○  

7 公共建物を対象とした強震観測ネットワークの研究 13-15 ○      ○ 

8 設計外力の観測データに基づく合理的設定法の構築 14-16 ○      ○ 

9 
火災風洞実験とＣＦＤ解析を用いた市街地火災時の火の粉によ

る延焼機構の解明 
14-15   ○   ○  

10 樹木の火炎遮蔽性解明とその応用 14-16   ○   ○  

11 杭基礎を考慮した限界耐力計算法に関する基礎研究 14-16 ○    ○  ○ 

12 住宅基礎の構造性能評価技術の開発 14-16 ○      ○ 

 

 

◯ 以上により、研究ニーズの高度化・多様化等の変化に柔軟かつ迅速に対応することが可能な体

制が整備された。 

 

防火研究グループ

構造研究グループ

環境研究グループ

材料研究グループ

建築生産研究グループ

住宅・都市研究グループ

国際地震工学センター

理事長

理　事

監　事

監事（非常勤）

研究総括監

研究専門役

総
務
部

企
画
部

首席研究員
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（c）中期目標達成に向けた次年度以降の見通し 
◯ 中期目標期間内において、これらの組織体制における研究開発活動の運用状況について継続的

にモニタリングし、常に改善・見直しができる体制を維持していくものとする。 
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（2）研究評価体制の構築及び研究開発における競争的環境の拡充 
① 研究評価体制の構築 

（中期目標） 

 効果的な研究及び技術の開発（以下「研究開発」という。）を行うため、研究開発に対する

所要の評価体制を整えること。 

（中期計画） 

 研究開発の開始時、研究実施段階、終了時における評価の実施やその方法等を定めた研究

評価要領を設け公表した上で、当該要領に沿って評価を実施する。評価は、研究開発内容に

応じ、研究所のミッションを踏まえ、自らの研究に関し評価の指針を明らかにして行う自己

評価と研究所内部での相互評価による内部評価、外部の学識経験者、専門家等による外部評

価に分類して行うこととし、当該研究開発の必要性、実施状況、成果の質、研究体制等につ

いて評価を受ける。研究評価の結果については、公表を原則とする。 

（年度計画） 

 前年度に整備した研究評価体制に基づき、自己評価、内部評価及び外部評価を適切に実施

し、質の高い研究開発を展開する。 

 なお、研究評価の方法等については、より的確な評価のため、必要に応じ適宜見直しを行

う。 

 

（a）年度計画における目標設定の考え方 
◯ 研究評価方法等は、これまでに評価を実施した経験を踏まえて、研究の必要性及び成果をより

明確に検証するため、洗練化・充実化する余地があると考えられる。そこで、より的確な評価

を実施するため、必要に応じ、研究評価の方法等の見直しを行うことが必要であると考えた 

 

（b）当該年度における取組み 
◯ 研究評価の実施やその方法等を定めた「独立行政法人建築研究所研究評価実施要領」に則って、

平成 13 年度の研究開発課題（事後評価）は平成 14 年 6 月～８月、平成 1５年度の研究開発

課題（事前及び中間評価）は平成 1４年１１月～平成１５年２月にかけて、研究評価を行った。 

 

・内部評価委員会（事後評価）日程 

    ６月１１日（火）～６月２１日（金） 

 ・外部評価委員会（事後評価）日程 

 ６月２７日（木） 構造分科会、建築生産分科会 

７月 １日（月） 材料分科会 

７月１１日（木） 防火分科会 

７月１２日（金） 環境分科会 

８月 ６日（火） 研究評価委員会（全体委員会） 

 

・内部評価委員会（事前・中間評価）日程 

   １１月 １日（金）～１１月 ６日（水） 

 ・外部評価委員会（事前・中間評価）日程 

１１月２５日（月） 住宅・都市分科会 

１１月２６日（火） 地震工学分科会 
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１１月２７日（水） 材料分科会 

１２月 ２日（月） 構造分科会 

１２月 ５日（木） 環境分科会 

２月１８日（火） 研究評価委員会（全体委員会） 

 

◯ 研究評価は、自己評価（自らの研究に関し評価の指針を明らかにして行う評価）、内部評価（研

究所内部での相互評価）、外部評価（外部の学識経験者、専門家等による評価）の順で実施し

た。 

◯ 外部評価は、各分科会ごとにそれぞれの研究開発課題について、各専門分野の有識者より評価

等を受け、研究評価委員会（全体委員会）において、各分科会において評価頂いた内容の審議、

研究開発課題の必要性、実施状況、成果の質、研究体制等の評価を受けた。 

◯ 各研究グループ等ごとに作成した『サブミッション』及び『研究開発戦略』を評価委員会に報

告、意見を聴取した。 

◯ 研究内容を、より適切に分かりやすく説明するため、前年度の経緯を踏まえ、平成 14 年度か

ら研究開発課題説明資料の項目に『成果の活用方法』を追加するなどの修正を行うとともに、

評価シート様式も評価項目の整理・集約等の修正を行った。 

◯ 内部評価、外部評価においては、より的確な評価を行うため、プレゼンテーションにおいてプ

ロジェクター等の有効な活用などの改善を図った。 

 

 

図表 1-2-1-1 『独立行政法人建築研究所研究評価実施要領』の概要 

 

【評価方法】 自己評価・内部評価・外部評価の 3 手法 

【評価対象】 自己評価：原則として、全ての研究課題 

       内部評価：受託研究、および内部評価を行うこと

が適切でないと理事長が判断した課題を除き、全

ての研究課題 

       外部評価：重点的研究開発に該当する研究課題 

【評価時期】 事前評価（研究着手前）・中間評価（研究 2 年目）・

事後評価（研究完了後）の 3 パターン 

【評価視点】 事前評価＝①研究開発の目的・必要性、②達成す

べき目標・評価の指針、③目的達成の可能性、④

研究体制、⑤その他 

       中間評価＝①研究開発の進捗状況、②成果の見込

み、③その他 

       事後評価＝①研究開発の成果、②その他 

 

　４月～　　　

　　　研究開発の開始

～３月　　

自己評価 内部評価 外部評価

研究開発実施予定の前年度

新規課題に関する
事前評価

～３月　　

自己評価 内部評価 外部評価

　４月～

　　　研究開発の継続

研究開発の２年度目 研究開発の３年度目

継続課題に関する
中間評価

～３月　　

研究開発の終了  　

　４月～　　　　　　　　　 ６月頃

自己評価 内部評価 外部評価

研究開発の最終年度

終了課題に関する
事後評価
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図表 1-2-1-2 平成 14 年度の研究開発課題説明資料（事前評価用） 

1． 課題名 

2． 研究開発の期間 

3． 主担当者（所属グループ） 

4． 背景及び目的・必要性 

5． 研究開発の概要 

6． 中期計画における重点的研究開発（11 項目の研究開発テーマ及び 24 の具体的な技術等）との関連 

7． グループ研究開発戦略における目標との関連 

8． 研究開発の具体的計画 

9． 所要経費（単位：百万円）［各年度及び全体の額］ 

10． 担当者名（所属グループ）及びそれぞれのエフォート［研究専従率：研究者の年間の全仕事時間を 100％とし

た場合の当該研究開発の実施に必要とする時間の配分率（%）。○印は主担当者、※印は発案者］ 

11． 研究開発に係る施設、設備等 

12． 他の機関との連携及び役割分担 

13． 所内外の関連研究開発における本研究開発の位置付け、独自性 

14． 本研究開発を独立行政法人建築研究所が実施する妥当性［民間の主体に委ねた場合には必ずしも実施されない

おそれがあると判断される理由］ 

15． 目標とする成果 

16． 評価の指針［目標達成の度合について、どのような観点、指標をもとに評価すべきかの考え方］ 

17． 成果の活用方法［目標とする成果が得られた場合、その成果をどのように活用しようとしているか、又は成果

がどのように活用されることを想定しているのかについてできるだけ具体的に記載］ 

18． その他、特記すべき事項 

19． 研究開発の概要図（ポンチ絵） 

 

 

図表 1-2-1-3 平成 14 年度に使用した評価シート様式（事前評価用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（様式B-1）

1 ．
Ａ (十分) （コメント）
Ｂ
Ｃ
Ｄ (不十分)

2 ．
Ａ (適切) （コメント）
Ｂ
Ｃ
Ｄ (不適切)

3 ．
Ａ (適切) （コメント）
Ｂ
Ｃ
Ｄ (不適切)

4 ．
Ａ (相応しい) （コメント）
Ｂ
Ｃ
Ｄ (相応しくない)

5 ．
Ａ (適切) （コメント）
Ｂ
Ｃ
Ｄ (不適切)

6 ．
Ａ沿って実施すべき（コメント）
Ｂ
Ｃ
Ｄ見直すべき

7 ．

評価シート（事前評価用）

「目標とする成果」は適切に設定されているか。

総合評価

総合所見及び修正すべき点

研究開発の「目的・必要性」は十分に説明されているか。

研究開発の「具体的計画」は適切に立案されているか。

研究開発の「体制（経費・担当者のエフォート）」は適切に計画されているか。

建築研究所に相応しい研究開発課題と認められるか。

課題名

評価者氏名
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図表 1-2-1-4 評価委員会委員一覧 

＜独立行政法人建築研究所研究評価委員会委員名簿＞（平成 1５年 3 月 31 日現在・敬称略・五十音順） 

  委員長  松尾 陽   明治大学理工学部教授【環境分科会長】 

  副委員長 小谷 俊介  東京大学大学院工学系研究科教授【構造分科会長】 

  委員   在塚 礼子  埼玉大学教育学部教授 

  委員   石田 瑞穂  独立行政法人防災科学技術研究所研究主監【地震工学分科会長】 

  委員   上杉 啓   東洋大学工学部教授 

  委員   落合 良   共立女子短期大学生活科学科講師 

  委員   表  祐太朗 （社）建築業協会技術研究部会長 

委員   加藤 善也  （社）住宅生産団体連合会品質性能向上委員会委員長 

  委員   菊池 雅史  明治大学理工学部教授【材料分科会長】 

  委員   高見沢 邦郎 東京都立大学大学院工学研究科教授【住宅・都市分科会長】 

  委員   藤盛 紀明  CIB（国際建築研究情報会議）理事 

  委員   松本 信二  ｼｰ･ｴｽ･ﾋﾟｰ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱代表取締役社長【建築生産分科会長】 

  委員   光多 長温  鳥取大学教育地域科学部教授 

  委員   室崎 益輝  神戸大学都市安全研究センター教授【防火分科会長】 

  委員   山田 由紀子 明治大学理工学部教授 

 

＜独立行政法人建築研究所研究評価委員会分科会委員名簿＞（平成 1５年 3 月 31 日現在・敬称略・五十音順） 

 ○ 構造分科会 

  分科会長 小谷 俊介  東京大学大学院工学系研究科教授 

  委員   奥薗 敏文  ㈱構造計画研究所構造統括部長 

  委員   坂本 功   東京大学大学院工学系研究科教授 

  委員   千葉 脩   戸田建設㈱技術研究所長 

  委員   和田 章   東京工業大学大学院総合理工学研究科教授 

 ○ 環境分科会 

  分科会長 松尾 陽   明治大学理工学部教授 

  委員   安孫子 義彦 ㈱ジェス代表取締役 

  委員   川瀬 貴晴  ㈱日建設計東京本社設備統括部長 

  委員   小池 一三  オーエムソーラー協会理事長 

  委員   中上 英俊  ㈱住環境計画研究所代表取締役所長 

 ○ 防火分科会 

  分科会長 室崎 益輝  神戸大学都市安全研究センター教授 

  委員   上杉 英樹  千葉大学工学部教授 

  委員   鈴木 弘之  筑波大学第三学群機能工学系教授 

  委員   矢代 嘉郎  清水建設㈱技術研究所副所長 

  委員   吉田 倬郎  工学院大学工学部教授 

 ○ 材料分科会 

  分科会長 菊池 雅史  明治大学理工学部教授 

  委員   大熊 幹章  宮崎県木材利用技術センター所長 

  委員   大澤 茂樹  日本塗装工業会会長 

  委員   神谷 文夫  独立行政法人森林総合研究所構造利用領域長 

  委員   中根 淳   関東学院大学工学総合研究所リサーチフェロー 

 ○ 建築生産分科会 

  分科会長 松本 信二  ｼｰ･ｴｽ･ﾋﾟｰ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱代表取締役社長 

  委員   大武 通伯  ㈱日本設計情報・技術センター参与 

  委員   松村 秀一  東京大学大学院工学系研究科助教授 

 ○ 住宅・都市分科会 

  分科会長 高見沢 邦郎 東京都立大学大学院工学研究科教授 

  委員   宇治川 正人 ㈱竹中工務店技術研究所企画部長 

  委員   大方 潤一郎 東京大学大学院工学系研究科教授 

  委員   園田 眞理子 明治大学理工学部助教授 

  委員   中林 一樹  東京都立大学大学院都市科学研究科教授 

  委員   吉村 英祐  大阪大学大学院工学研究科助教授 

 ○ 地震工学分科会 

  分科会長 石田 瑞穂  独立行政法人防災科学技術研究所研究主監 

  委員   工藤 一嘉  東京大学地震研究所助教授 

  委員   佐竹 健治  独立行政法人産業総合研究所活断層研究センター地震被害予測研究チーム長 

  委員   瀬尾 和大  東京工業大学大学院総合理工学研究科教授 
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図表 1-2-1-5 研究評価の体制 

 

 

 

 

◯ 研究評価委員会の各分科会の各委員に評価の投票と所見をいただき、これを基に評価結果の集

計（下表）と所見に対する回答（巻末資料１参照）を行い、研究評価委員会の本委員会に提出

して審議していただいた。 

 

図表 1-2-1-6 事後評価（平成１３年度終了課題の外部評価）集計 

分科

会名 
研究開発課題名 

外部評価集計 

成果が得られた←→得られなかった 

構造 仮動的実験による建築物のねじれ振動性状に関する研究 ２ ２   

〃 先端技術による新しい鋼構造建築システムの開発 ２ ２   

環境 災害等に対応した人工衛星利用技術 ３ ２   

〃 通風及び日射遮蔽による住宅の防暑計画に関する研究 ４ １   

防火 有風化延焼機構の実験的・数値的解明 ５    

材料 先進的なリサイクル技術の開発 ３ ２   

建築生産 

材料 
長期耐用都市型集合住宅の建設・再生技術の開発 ７ １   

建築生産 住戸単位の生産合理化技術の開発 １ ２   

住宅・都市 高齢者対応と環境対応を融合させた住宅技術の開発  ３   

 

 

 

 

 

建築研究所の
内部における
中期計画の
実施状況の評価

独立行政法人建築研究所研究評価
実施要領に基づく研究評価

国土交通省　独立行政法人評価委員会
同 建築研究所分科会

独立行政法人建築研究所研究評価
委員会の構成・役割

独
立
行
政
法
人
建
築
研
究
所
研
究
評
価
委
員
会

構 造 分 科 会

環 境 分 科 会

防 火 分 科 会

材 料 分 科 会

建 築生 産分 科会

住宅・都市分科会

地 震工 学分 科会

全体委員会の役割 各分科会の役割
◎研究評価の在り方・方法
◎各分科会による評価のバ
　ランス・妥当性　／等
　　　　　について、審議

総務省　政策評価・独立行政法人評価委員会

独法通則法第32条3項に定める審議会
各府省の独立行政法人評価委員会が行った業務の実績に関する評価に対し、

必要に応じ意見を述べる。他

独法通則法第12条1項に定める評価委員会
独立行政法人建築研究所の業務の実績に関する評価を行う。

業務運営評価 自主改善努力評価

中期計画の達成に向けた
実施状況を評価

中期計画の各項目以外の事項に
関する自主的で前向きな取り組

みを評価

◎各専門分野のピアレビュー

外部評価
（研究評価委員会
・同分科会）

外部の専門家
・有識者等に

よる評価

内部評価

研究所内部
での

相互評価

自己評価
各研究者が
自ら研究開発

に対して
評価の指針を
明らかにして

行う評価  
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図表 1-2-1-7 中間評価（継続課題の外部評価）集計 

分科

会名 
研究開発課題名 

外部評価集計 

資料どおり継続←   →見直し 

環境 エネルギー・資源の自立循環型住宅に係わる普及支援システムの開発 ５    

〃 室内化学物質濃度の評価及び低減技術 ５    

材料 耐久性能評価に基づく建築部材仕様選定システムのプロトタイプ開発 ３ ２   

〃 コンクリートの品質確保・信頼性向上のための材料設計・品質検査シス

テムの開発 
２ ３   

国地 公共建物を対象とした強震観測ネットワークの研究 １ ３   

 

 

図表 1-2-1-8 事前評価（平成１５年度新規課題の外部評価）集計 

分科

会名 
研究開発課題名 

外部評価集計 

資料どおり実施←   →見直し 

構造 スマート構造システムの実用化技術 ４ １   

〃 既存建築物の有効活用に関する研究開発 

－次世代に対応した室内空間拡大技術の開発－ 
４ １   

〃 浮き上がりを許容する鉄筋コンクリート造 1／3 スケール 6 層連層耐力

壁フレーム構造の地震応答 
４ １   

材料 既存建築物の有効活用に関する研究開発 

－ユーザー要望及び社会ニーズに対応した目的別改善改修技術の開発－ 
５    

住宅・都市 都市計画基礎調査のあり方 １ ５   

〃 諸制度の柔軟な運用と街区再編による既存不適格マンションの建替えモ

デル検討 
１ ４   

国地 建築物の早期地震被害推定システムの開発 １ ３   

 

 

◯ 研究評価の状況については、その都度研究所のホームページにおいて公表した。 

 

（c）中期目標達成に向けた次年度以降の見通し 
◯ 評価体制を確立し、適切に運用しており、研究実施前・中・後それぞれの評価によって得られ

た評価結果を、個々の研究開発にフィードバックして改善につなげることが可能となっている。 

 

◯ 今後も引き続き、中期目標期間内において、これらの評価体制・評価基準の運用状況について

継続的にモニタリングしていくとともに、研究評価委員会委員との意見交換等を通じて、常に

見直し・改善ができる体制を維持していくものとする。 
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② 競争的資金等外部資金の活用の拡充 

（中期目標） 

競争的資金等外部資金の活用を拡充すること。 

（中期計画） 

 競争的資金（科学技術振興調整費、地球環境研究総合推進費等）の獲得に関して、組織的

に研究開発項目を整理し、重点的な要求を行う。また、受託研究についても、2．（3）に示

す研究成果の普及を通じて研究所の研究開発ポテンシャルに対する外部からの評価を高め、

積極的に実施する。 

（年度計画） 

 科学技術振興調整費、科学研究費補助金、地球環境研究総合推進費、国立機関原子力試験

研究費等の競争的資金については、大学や他の研究機関との連携を一層強化し、それぞれの

研究開発内容の特性に応じた競争的資金の獲得にむけて積極的に要求を行う。 

 また、国土交通省等からの受託研究を積極的に実施する。 

 

（a）年度計画における目標設定の考え方 
◯ 交付金をベースとする研究所の重点的研究開発に加え、外部資金を活用した独創的・先駆的研

究を拡充するとの観点から、研究所として組織的に重点的な要求を行っていくことが必要であ

ると考えた。このため、前年度までの外部資金獲得実績を考慮し、研究所として組織的に重点

的に要求を行っていくべき競争的資金を上記とし、当該種類の資金を中心とした資金の積極的

な獲得を目指すこととした。 

◯ 国土交通省等からの受託研究を行うことにより、資金が獲得できることに加えて責任をもって

研究成果をあげることにより研究所の研究開発ポテンシャルに対する外部からの評価を高め

ると考えた。そこで、国土交通省等からの受託研究の積極的に実施することとした。 

 

 

（b）当該年度における取組み 
◯ 平成１４年度においては、新たに「大都市大震災軽減特別プロジェクト」「科学研究費補助金」

2 種類の競争的資金を受けることができ、研究所全体として約２億７千万円相当の競争的資金

を得ることができた。これは、研究所全体の研究予算の 24%を占めている。 

 

図表 1-2-2-1 平成 14 年度に実施した競争的資金の課題 

種別 課題名 期間 

振興調整費 構造物の破壊過程解明に基づく生活基盤の地震防災性向上に関する研究(液状化および側方流動によ

る杭基礎の破壊過程の解明) 

Ｈ１３～Ｈ１５ 

〃 材料の低環境負荷ライフサイクルデザイン実現のためのバリアフリープロセシング技術に関する研究 Ｈ１１～Ｈ１５ 

〃 構造物の破壊過程解明に基づく生活基盤の地震防災性向上に関する研究 Ｈ１１～Ｈ１５ 

〃 陸域震源断層の深部すべり過程のモデル化に関する総合研究 Ｈ１１～Ｈ１５ 

〃 高精度の地球変動予測のための並列ソフトウェア開発に関する研究 Ｈ１０～Ｈ１４ 

〃 地震災害軽減のための強震動予測マスターモデルに関する研究 Ｈ１２～Ｈ１５ 

原子力 耐震設計用ハザードマップに関する研究 Ｈ１３～Ｈ１７ 

〃 原子力施設の新システムによる免・制震化技術の研究 Ｈ１３～Ｈ１７ 
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地球環境 環境低負荷型オフィスビルにおける地球・地域環境負荷低減効果の検証 Ｈ１３～Ｈ１５ 

公害防止 生活系・事業場系排水の浄化槽による高度処理に関する研究 Ｈ１２～Ｈ１４ 

重点支援 自立循環型住宅技術に関する実証的研究 H.14.1～H.18.12 

〃 社会反映を志向したヒートアイランド対策効果の定量化に関する研究 H.15.1～H19.12 

科研費 建築物のリアルタイム残余耐震性能評価法の確立に関する研究 Ｈ１４～Ｈ１６ 

〃 光触媒を利用した建築外装仕上げ材料の実際的な汚れ防止効果と光触媒活性との関係 Ｈ１４ 

〃 セメントの水和反応・組織形成シミュレーションによるコンクリートの材料特性予測 Ｈ１４～Ｈ１５ 

〃 ベースプレート降伏型ロッキング制振建築構造システムの基礎研究 Ｈ１４～Ｈ１５ 

〃 ＭＲダンパーの実建築物への適用による機能性・居住性向上に関する研究 Ｈ１４～Ｈ１５ 

〃 自然風を活用した建築環境技術再興のための基礎的研究 Ｈ１４～Ｈ１７ 

〃 火災風洞実験とＣＦＤ解析を用いた市街地火災時の火の粉による延焼メカニズム Ｈ１４～Ｈ１５ 

〃 建築市場・建築産業の現状と将来像に関する総合的研究 Ｈ１４～Ｈ１６ 

〃 建築基礎の性能評価技術の開発研究 Ｈ１４～Ｈ１６ 

大大特 耐震壁立体フレーム構造の水平力分担に関する研究（その２） Ｈ１４～Ｈ１６ 

〃 既存木造建物の地震応答観測（その１） Ｈ１４～Ｈ１８ 

〃 耐震診断・補強方法の検討及び開発 Ｈ１４～Ｈ１８ 

〃 同時多発火災時の延焼・火災旋風発生予測システムの開発 Ｈ１４～Ｈ１８ 

〃 建物倒壊および道路閉塞のシミュレーション技術の開発 Ｈ１４～Ｈ１８ 

※ 種別の正式名 振興調整費・・・科学技術振興調整費   原子力・・・国立機関原子力試験研究費 

地球環境・・・地球環境研究総合推進費  

公害防止・・・地球環境保全等試験研究費（旧 国立機関公害防止等研究費） 

重点支援・・・重点研究支援協力員事業 科研費・・・科学研究費補助金 

大大特・・・大都市大震災軽減化特別プロジェクト 

 

◯ 文部科学省及び日本学術振興会の“科学研究費補助金”について、独立行政法人建築研究所が

従来の活動実績から機関として、９件の課題、約４，8００万円の補助金の交付を新たに受け

た。 

 

◯ 防災科学研究所による“大都市大震災軽減化特別プロジェクト”において、「耐震壁立体フレ

ーム構造の水平力分担に関する研究（その２）」をはじめ 5 課題約４，４００万円の委託金を

新たに獲得することができた。 

 

◯ 科学技術振興事業団の“重点研究支援協力員事業”について、「ヒートアイランド対策効果の

定量化に関する研究」が支援課題として新たに決定され、平成 15 年 1 月から 5 年間に亘り３

名の研究協力員の派遣を受けることとなった。これにより平成 14 年度は、計 8 名の派遣を受

けた（人件費等に換算すると年間約 4,000 万円相当。）。 

 

◯ この結果、平成 14 年度の競争的資金は、研究予算全体の 1/4 近くを占め、独法化以前と同水

準まで拡大した。 
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図表 1-2-2-2 競争的資金獲得件数（平成１４年度） 

（件数） 

件 数 内 訳 
新規要

求件数 

新規採

択件数 

継続採

択件数 
合計 

科学技術振興調整費 0 ０ ６ 6 

国立機関原子力試験研究費 0 ０ ２ 2 

地球環境研究総合推進費 0 ０ １ 1 

公害防止等研究費 1 ０ １ 1 

重点研究支援協力員事業 ※ 1 １ １ 2 

科学研究費補助金 ２９ ９ ― 9 

大都市大震災特別プロジェ

クト 
５ ５ ― ５ 

※ 研究従事者の人件費を補助する制度。直接研究費を補助

する性質の補助金ではないが、他機関との競争的意味合

いが強い制度であるため、あえてここに記載した。 

 

 

 

 

 

図表 1-2-2-3 競争的資金獲得の推移 
（千円） 

金 額 内 訳 FY10 FY11 FY12 FY13 FY1４ 

競争的資金 330,372 407,950 419,524 145,148 268,413 

－科学技術振興調整費 300,368 360,369 365,895 71,827 93,057 

－国立機関原子力試験研究費 26,780 26,848 23,938 29,050 23,034 

－地球環境研究総合推進費 3,224 8,079 4,185 4,606 4,341 

－公害防止等研究費 0 12,654 25,506 29,865 16,188 

－重点研究支援協力員事業 － － － 9,800 40,313 

－科学研究費補助金 － － － － 47,680 

－大都市大震災特別プロジェクト － － － － 43,800 

受託収入 5,150 8,527 2,478 2,814 30,133 

所内研究予算 906,403 1,018,163 1,320,585 803,751 831,787 

研究予算合計 
1,241,92

5 
1,434,640 1,742,587 951,713 1,130,333 

競争的資金／研究予算合計 26.6% 28.4% 24.1% 15.3% 23.7% 

 

（件数） 

件 数 内 訳 FY10 FY11 FY12 FY13 FY1４ 

科学技術振興調整費 21 23 18 8 6 

国立機関原子力試験研究費 2 2 2 2 2 

地球環境研究総合推進費 1 2 1 1 1 

公害防止等研究費 0 1 2 2 1 

重点研究支援協力員事業 － － － 1 2 

科学研究費補助金 － － － － 9 

大都市大震災特別プロジェクト － － － － 5 

合 計 24 28 23 14 26 

 

 

 

 

 

 

所内研究予算

73.6%

科学研究費補

助金

4.2%

受託収入

2.7%

科学技術

振興調整費

8.2%

大都市大震災

特別プロジェ

クト

3.9%

重点研究

支援協力員

事業

3.6%

公害防止等

研究費

1.4%

地球環境

研究総合

推進費

0.4%

国立機関原子

力試験研究費

2.0%

研究予算全体

1,130,333千円

うち競争的資金

268,413千円

（23.7%）
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◯ 受託業務については、独法化による受託体制の定着等により大幅に拡大し、国土交通省等から

１４件の受託を受け、研究、実験等を実施した。 

 

図表 1-2-2-4 受託研究実施の推移 

 
（金額：千円） 

 FY10 FY11 FY12 FY13 FY1４ 

国土交通省 5,150 8,527 2,478 2,004 4,999 

そ の 他 － － － 810 25,134 
金

額 
合 計 5,150 8,527 2,478 2,814 30,133 

国土交通省 1 2 2 1 1 

そ の 他 － － － 1 13 
件

数 
合 計 1 2 2 2 14 

研究予算全体に占める

受託収入 
0.41% 0.59% 0.14% 0.30% 2.67% 

           （競争的資金は除く） 

 

 

（c）中期目標達成に向けた次年度以降の見通し 
◯ 競争的資金等の外部資金を獲得するためには、競争力が高い（研究開発の質が高い）必要があ

り、一層の工夫や努力が必要となる。また、外部資金獲得後も、資金提供者の要求水準を満た

すために、一層の工夫や努力が必要となる。このため、常に社会的ニーズを把握しながら質の

高い研究開発を展開していくものとする。 

◯ また、安心・安全で質の高い生活を実現し、国民生活に密着した重要な社会的役割を担ってい

る建築・都市計画技術に関する研究開発の意義について、様々な機会を通じて PR することに

より、科学技術振興調整費を含む広範囲・他種類の外部資金の獲得に努めるものとする。 

◯ さらに今後、中期目標期間内において、研究成果の積極的な PR や、研究発注元・資金提供者

等との意見交換等を通じて、外部からの評価を高めるための方策を検討していくものとする。 

15.3%

23.7%

26.6% 28.4%

24.1%
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千円 競争的資金／研究予算合計
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30,133
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（3）業務運営全体の効率化 
① 情報化・電子化の推進 

（中期目標） 

 研究業務その他の業務全体を通じて、情報化・電子化を進めることにより、高度な研究の

推進が可能な環境を確保する。 

（中期計画） 

 会計システムの導入や決裁も含めた文書の電子化・ペーパーレス化を積極的に推進すると

ともに、情報通信ネットワークの構築による研究環境の効率化等を図ることにより、業務の

効率化を図る。そのため、電子化推進に係る目標を設定し、これを着実に推進するための体

制を整備する。 

（年度計画） 

 研究所の基本的な情報通信ネットワークシステムについては、出張先等から所内メールの

利用やファイルの共有が行えるようにするなど、その高度化を一層進めるとともに、所内外

向けのホームページの改善を進める。 

また、文書・決裁の早期の電子化を目指し、本年度は決裁を電子化するための問題点を検討

する。 

 会計システムについては、前年度に導入したシステムの運用上の諸問題について、適切に

改良を行い、より効率的な会計処理の環境を整備する。 

 

（a）年度計画における目標設定の考え方 
◯ 基本的な情報通信ネットワークシステムに関して、前年度までにＶＰＮシステムを整備する準

備をすすめており、高度な研究の推進が可能な環境を確保し、研究環境の効率化をはかる観点

からは、ＶＰＮシステムを導入して一層の高度化を行う必要があると考えられた。そこで、今

年度においては庁舎不在時の業務の効率化に対応すべく、情報通信ネットワークシステムの一

層の高度化を行うこととした。 

◯ 所内ホームページについては、前年度に全面改定を行ったが、高度な研究の推進が可能な環境

を確保し、研究環境の効率化をはかる観点からは、内部文書のさらなる充実を図るなどの課題

が残っていた。そこで、今年度においてもホームページの改善を行うことが必要であると考え

た。 

◯ 前年度までの決裁プロセスの課題は文書・決済の電子化により克服可能と考えられる。そこで、

文書・決裁の早期の電子化を図るという観点から、今年度は決裁を電子化するための問題点を

検討することが必要であると考えた。 

◯ 前年度に導入した会計システムが、運用面で問題が生じた場合、より効率的な会計処理の環境

を整備する観点から、今年度は当該諸問題について適切な改良を行うこととした。 

 

 

（b）当該年度における取組み 
◯ 平成 14 年度に VPN システム（モバイル環境から所内部のネットワークにアクセスするため

の仕組み）を整備し、国内外の出張先や自宅からも、所内のファイルサーバ等にアクセスし、

必要なデータの取得や更新が可能となり、庁舎不在時の業務の効率化が可能となった。 

◯ また、整備するにあたっては、講習会を開催し、利用の促進を図った。 
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図表 1-3-1-1 VPN システムの概要 

 

 

◯ 平成 14 年度にホームページ全体の構成を見直し、項目を分かりやすく整理することによって

必要な情報が得られやすいようにした。また、これまで電子メールを中心に行われてきた所内

向けの事務連絡等を、内部ホームページに掲載するよう改善した。 

 

◯ 会計システムについては、平成 14 年度に、入力項目を改良するとともに、予算の執行管理に

必要であるグループ等ごとの集計機能及び予算残高表示機能を追加するなど、作業の軽減を目

的としてシステムを改良した。これによって、より効率的な会計処理が可能となった。 

 

◯ 旅費請求システムについては、平成 14 年度に旅費請求書で作成されたデータを利用し、出張

報告書、旅行整理簿として印刷できる機能を追加した。また、予算の承認権限や表示項目の一

部を改良し、いわゆる電子決済にて処理を進めることについて準備をすすめた。 

 

◯ 所内で周知すべき文書（基本的な規程類等）については、LAN の積極的な活用により電子媒

体上での情報共有化がなされており、職員の利便性をはじめとする業務環境の向上が図られて

いる。また、インターネット、メール等の基本的な情報システム環境の導入がなされており、

所内外との連絡、情報交換についてはメールを中心に行ったことから、例えば打ち合わせの召

集、参加等に要する時間が短縮される等、業務の効率化が図られている。 

 

◯ 紙の使用量について、平成 13 年度に比べ減少しており、ペーパーレス化は着実に進んでいる。

また、更なる電子化を目指し平成 14 年度に「建築研究所における文書の電子化（ペーパーレ

ス化）に関する推進方策」を策定し、平成 15 年度までに、研究所の内部業務のうち「連絡・

通知」及び「情報共有」を主眼とする文書は原則として電子化することとした。 

 

 

 

○ VPN とは、インターネットを専用線のよう

に利用する技術であり、本来ならインター

ネットを経由できないプライベートアドレ

スの通信や TCP/IP 以外の通信がインター

ネットを経由して行うことが可能である。 

○ この VPN を導入することにより、①イン

トラネットの情報をインターネット経由で

得ることが可能、②SOHO 環境・モバイル

環境からのアクセスが可能、③接続相手が

海外であっても容易、などの特徴を生かし、

国内外への出張が多い研究者にとって様々

なメリットが得られるため、研究業務の効

率化につながると考えられる。 
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図表 1-3-1-2 研究所全体での紙の使用枚数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 FY10 FY11 FY12 FY13 FY1４ 

所全体での使用

枚数（千枚）※ 
3,597.3 3,385.7 3,585.6 2,180.1 1,950 

職員 1 人あたり

使用枚数 
21,412 20,900 21,471 22,949 20,103 

※平成１３年度までは、コピー紙使用枚数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（c）中期目標達成に向けた次年度以降の見通し 
 

◯ さらに今後、業務の効率化のために必要な情報化・電子化の方策について、検討・導入してい

く予定である。 
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② アウトソーシングの推進 

（中期目標） 

外部への委託が可能な業務を洗い出し、アウトソーシングを図ることにより、高度な研究

の推進が可能な環境を確保すること。 

（中期計画） 

 研究施設・設備の維持管理、単純な計測等、非定型な業務以外の業務についてはアウトソ

ーシングの対象として検討俎上に乗せ、アウトソーシングに要するコストや自ら実施するこ

とによるノウハウの蓄積、人材の育成等の観点も含めて検討の上、可能かつ適切なものはア

ウトソーシングを図る。そのため、業務の洗い出しやアウトソーシングの適否の検証を行い、

中期目標期間中に着実に進める。 

（年度計画） 

 中期計画に示す観点を考慮の上、研究施設や庁舎の保守点検業務、清掃業務、庁舎警備業

務、講演会設営業務等についてアウトソーシングを実施する他、外部への委託が可能な他の

業務について、アウトソーシングの適否を検討する。また、既にアウトソーシングしている

業務についても、業務内容の見直し・合理化を実施する。 

 

（a）年度計画における目標設定の考え方 
◯ 研究施設や庁舎の保守点検業務、清掃業務、庁舎警備業務、講演会設営業務等の業務につい

ては、昨年度と同様、合理性及び効率性の観点から、今年度においてもアウトソーシングを実

施することとした。 

◯ 高度な研究の推進が可能な環境を確保するという観点から、今年度においてはその他の業務

のアウトソーシングの適否を検討することが必要と考えた。 

◯ 既にアウトソーシングを実施した業務についてもその後の成果の質の向上等、業務内容の見

直しや合理化を実施することが必要であると考えた。 

 

（b）当該年度における取組み 
◯ アウトソーシングの適否の検討に当たっては、①当該業務について、外部の機関が固有のノ

ウハウ・スキルを持ち、その専門性を活用する方が合理的・効率的であるか、②職員でなくと

も実施できる業務であり、職員を他のより必要度の高い業務に従事させる方が合理的・効率的

であるか、といった観点に着目した。 

 

◯ 平成１４年度においても、研究支援部門の業務のうち、研究施設や庁舎の整備・保守点検業

務、清掃業務、庁舎警備、講演会設営業務等について、アウトソーシングを実施した。また、

研究開発に係る業務のうち、試験体の作成、コンピュータプログラムの作成、単純な計測等の

業務について、アウトソーシングを実施した。 

 

◯ なお、アウトソーシングを実施した業務についても、業務の過程に職員が適切に関与するこ

とにより、成果の質を確保するとともに、業務を実際に行った者にしか得られない貴重な情報

が取得された。 
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図表 1-3-2-1 アウトソーシングを行った主な業務 

業務内容 
業務委託

先 

委託金額 

（千円） 

施設保全業務 財団法人 87,801 

本館ネットワーク改修（その１） 民間会社 15,963 

空調機器施設保全業務 民間会社 15,540 

保安警備守衛業務 民間会社 10,658 

旋盤その他業務 社団法人 9,692 

高圧幹線撤去その他工事 民間会社 9,345 

実大構造物実験棟加力実験システム平成１４年度点検整備業務 民間会社 8,404 

平成１４年度クレーン保守業務 民間会社 7,560 

庁舎清掃業務 民間会社 7,350 

波浪振動試験機の修理・保守・点検 民間会社 7,350 

本館ネットワーク改修（その２） 民間会社 7,235 

庁
舎
・
施
設
管
理 

柱用加熱試験装置加力装置部の保守点検 民間会社 6,090 

会計システム会計改良業務 民間会社 9,443 
シス

テム 
独立行政法人建築研究所講演会開催等業務 社団法人 6,930 

風雨実験棟境界層風洞実験施設改良等工事 民間会社 148,785 

実大火災実験棟他燃焼実験装置増設工事 民間会社 105,249 

実大構造物実験棟油圧配管整備その２ 民間会社 90,922 

研究補助業務委託 社団法人 47,901 

レーザー光照射装置設置工事 民間会社 26,618 

太陽光シミュレータ装置設置工事 民間会社 26,376 

防耐火実験棟集煙フード整備工事 民間会社 15,951 

自立循環型住宅システム実験設備用計測制御システム（第Ⅱ期工事）の製作 民間会社 13,650 

建築物の免・制震化に関する検討 社団法人 13,650 

大型土槽を用いた地盤作製と地盤調査業務 民間会社 11,949 

自立循環住宅システムに関する実験設備用計測制御システムの製作 民間会社 11,435 

鉄筋コンクリート造ピロティ偏心架構試験体製作 社団法人 9,907 

木造建築物の施工・解体実験用実大実験棟の作製 民間会社 9,692 

大型土槽及び加振装置製作業務 民間会社 9,429 

飽和模型地盤作製と地盤調査業務 民間会社 9,242 

大型土槽用地盤作製装置の製作業務 民間会社 8,925 

陸域震源断層深部における非線形流動解析コード作成Ⅰ 民間会社 8,000 

建築部材の外装仕上げ構工法の耐久試験データの収集と収集データに基づ

く耐久設計支援情報の電子化業務 財団法人 7,421 

市街地火災延焼拡大シミュレーションプログラム作成業務 民間会社 7,182 

降伏機能分離型 RC 柱付着補助筋効果確認試験体の製作 民間会社 6,510 

新田地区を対象にした屋外温熱環境の設計支援データベースの拡張業務 民間会社 6,300 

研

究

補

助 

高知能建築物に用いるセンシングシステムに関する技術資料の作成 財団法人 6,248 

※委託金額の多いもの（600 万円以上）を列挙している。 
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（c）中期目標達成に向けた次年度以降の見通し 
◯ これらのアウトソーシングの実施に伴い、研究員は、自ら行うべき研究開発業務に集中・特

化することが可能となり、これによって高度な研究の推進が可能な環境が整備されたものと考

える。 

◯ 特に、建築研究所は職員数が 100 人程度の小規模な組織であり、このような組織においてよ

り高い成果を上げていくために、アウトソーシング可能な業務の洗い出し、適否の検討・判断、

適切と判断された業務のアウトソーシングを継続的に実施していく。 
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③ 一般管理費の抑制 

（中期目標） 

 特に一般管理費（人件費、公租公課等の固定経費を除く。）について、本中期目標期間中にお

ける当該経費の総額を初年度の当該経費に 5 を乗じた額に比べて 2.4％程度抑制すること。 

（中期計画） 

 業務運営全般を通じ経費の節減を進めるものとし、一般管理費（人件費、公租公課、システ

ム借料等の固定的経費を除く。）について、初年度において運営費交付金相当として見積もられ

た当該経費相当分に対し各事業年度（初年度を除く。）3％程度抑制することとし、中期目標期

間中の当該経費相当総額を初年度の当該経費相当分に 5 を乗じた額に比べて 2.4％程度抑制す

る。 

（年度計画） 

  一般管理費（固定的経費を除く。）については、予算に定める範囲内で適切な執行を行う。 

 

（a）年度計画における目標設定の考え方 
◯ 中期目標・中期計画で設定されている目標・項目について、残りの３年間で中期計画上で掲

げている目標を達成することが必要であると考えた。 

 

（b）当該年度における取組み 
◯ 一般管理費（固定的経費を除く。）については、計画的・効率的な実施に努めた結果、収入予

算を超える受託や外部資金に係る経費を除き、予算に定める範囲内（３％抑制）の執行を行っ

た。 

 

◯ 昼休みにおける執務室の消灯やトイレのこまめな消灯等、庁舎放送等により、周知徹底を促

し、光熱費の削減に取り組んだ。 

 

◯ 特に研究所の空調システムに、職員が考案した特殊なシステム（パッシブリズミング空調）

を実施することにより、空調関係の電気代を 20～30％節約（理論値）することが可能となっ

た。 

 

◯ 紙使用量削減については、更なる電子化を目指し、平成 14 年度に「建築研究所における文書

の電子化（ペーパーレス化）に関する推進方策」を策定し、平成 15 年度までに、研究所の内

部業務のうち「連絡・通知」及び「情報共有」を主眼とする文書は原則として電子化すること

とした。 

 

 

（c）中期目標達成に向けた次年度以降の見通し 
◯ 平成 15 年度以降についても、平成 13 年度経費の 3％程度抑制することとしており、引き

続きポスター掲示や所内放送等による光熱水使用量の抑制やペーパーレス化等に取り組むこ

とにより、この目標を達成するものとする。 

 



 

- 23 - 

（4）施設、設備の効率的利用 

（中期目標） 

 研究所が保有する施設、設備については、研究所の業務に支障のない範囲で、一定の基準の

下に、外部の研究機関の利用に供しうる体制を整えること。  

（中期計画） 

 実験施設等の効率的な利用のため、主な施設について研究所としての年間の利用計画を策定

し、それを基に外部の研究機関が利用可能な期間を公表する。また、外部機関の利用に係る要

件、手続及び規程（利用料等に係るものを含む）を整備し、公表する。 

（年度計画） 

 研究所の施設等貸付業務規程に基づき、研究所の業務に支障のない範囲で、施設等の効率的

利用を図る。このため、主な施設について、研究所による本年度の利用計画を早期に策定し、

それを基に外部の研究機関が利用可能な期間を第１四半期中に公表する。 

 

（a）年度計画における目標設定の考え方 
◯ 研究所が保有する施設、設備の効率的利用の観点からは、研究所の業務に支障のない範囲内で、

外部研究機関による利用を促進することが効果的であると考えた。そのため、研究所による本

年度の利用可能期間の早期策定と外部研究機関の利用可能期間の第１四半期中での公表を行

うこととした。 

 

（b）当該年度における取組み 
◯ 実験施設等の効率的な利用のため、主な施設について研究所としての年間の利用計画を策定

し、それを基に外部の研究機関が利用可能な期間を公表した。 
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図表 1-4-1 実験施設貸付期間一覧表 

 

※ホームページにて公開 

平成１４年度建築研究所実験施設貸付期間一覧表 部分の期間が利用可能です。

７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月
実験棟名 実験装置等名称 10 20 10 20 10 20 10 20 10 20 10 20 10 20 10 20 10 20

強度試験棟 １０００トン構造物試験機
波浪振動試験装置
汎用多自由度加力装置
中型振動台

構 建研式加力装置１
建研式加力装置２

造 実大構造物実験棟 建築研究所において全期間使用予定
構造複合実験棟 加力実験室（加力装置）
建築基礎・地盤実験棟大型せん断土槽

大型三軸試験装置
風雨実験棟 建築研究所において全期間使用予定
基礎・土質実験棟 建築研究所において全期間使用予定

防耐火実験棟 コーンカロリーメーター試験装置
不燃性試験装置（ＩＳＯ基材加熱炉）
ガス有害性試験装置

防 火災風洞実験棟 建築研究所において全期間使用予定
実大火災実験棟 中規模アトリウム実験装置

火 放射パネル実験装置
フード実験装置
火災フード実験装置
大型火災フード実験装置

環 設備実験棟 浄化槽実験装置
温度成層風洞実験装置

境 建築環境実験棟 換気実験施設
環境シミュレーター

・ 通風実験棟 通風実験室
建築音響実験棟 第１無響室

設 第２無響室
第１残響室

備 実験準備室
クリープ実験棟 建築研究所において全期間使用予定
材料環境実験棟 疲労試験装置室

管理室・透水試験機
建築材料実験棟 コンクリート試験室１

材 コンクリート試験室２
恒温恒湿室１

料 恒温恒湿室２
電子顕微鏡実験室

・ ２００ｔ万能試験装置
建築部材実験棟 環境調和型材料試験機

部 材料水平荷重試験機
複合材料実験棟 試験室

材 蒸気養生・高温高圧養生装置
透過透視実験装置
電子顕微鏡・EDS
材料環境万能試験装置

ばくろ試験場 建築研究所において全期間使用予定

構工法実験棟 促進耐久性試験機
生 一面せん断試験機

材料製造室
産 曲げ・引張試験機

工法試験室／データ処理室
屋外施工実験場 屋外施工実験場管理棟
地震観測研修棟
多目的実験場 建築研究所において全期間使用予定
＊　上記、貸付対象施設、及び貸付期間につきましては、都合により変更する場合がございますので、予めご了承願います。
　　　なお、建築研究所において全期間使用予定の実験施設につきましても、対応可能な場合がございますので、お問い合わせ下さい。

　　※利用可能期間は目安であり、当研究所が使用する時期を調整することで使用が可能となる期間も含めている。
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◯ 外部機関の利用に係る要件、手続及び規程（利用料等に係るものを含む）を整備し、ホーム

ページ上で公表した。 

 

図表 1-4-2 『独立行政法人建築研究所施設等貸付業務規程』の概要 

独立行政法人建築研究所業務方法書第 22 条および第 23 条に規定する研究・実験及び測定機器類の貸付業務の取り扱

いを定めている。主な点は以下の通り。 

・ 貸付対象機関は、国、地方公共団体、特殊法人等、独立行政法人及び民法第 34 条に基づき設立された法人等

とする。 

・ 研究所は、審査の上、施設等貸付業務の実施の可否を決定する。 

・ 施設等を貸し付けようとするときは、研究所は施設等賃貸借契約書により借受人と契約を締結する。 

・ 研究所は、施設等貸し付け業務に係る適正な対価を徴収することを原則とする。 

 

◯ また、新たに建築研究所が中心となって設立した建築研究開発コンソーシアム（P.89～90

参照）の試験研究施設データベースに外部機関が使用可能な施設を掲載し、利用促進に努めた。 

 

図表 1-4-3 建築研究開発コンソーシアム試験研究施設データベース 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◯ 以上によって、平成１４年度においては、７件（利用料収入約 840 万円）の外部機関による

施設・設備の利用があった。（平成１３年度：5 件） 

 

図表 1-4-4 施設・設備の利用状況 

主な施設・設備 
外部利用 

実績日数 

研究所内 

利用日数 

利用料金 

収入 

設備実験棟  244 日 365 日 3,309 千円 

強度試験棟 Ｂエリア 反力壁及び反力床 20 日 270 日 133 千円 

 構造物試験機 4 日 90 日 294 千円 

火災風洞実験棟  15 日 365 日 1,872 千円 

建築基礎地盤実験棟  54 日 365 日 2,780 千円 

施設・設備の利用状況 利用機関数＝４機関 ／ 利用件数＝７件 8,388 千円 

 

（c）中期目標達成に向けた次年度以降の見通し 
◯ 条件が合わなかったために実施には至らなかったケースや、電話やメールによる問い合わせ

等を考慮すると、潜在的な需要はあると考えられる。 

◯ さらに今後、中期目標期間内において、外部機関の施設・設備の利用を積極的に促進するた

め、施設等利用者からの情報収集を行い、ホームページ等による提供情報の充実を図る予定で

ある。 
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2．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべ

き措置 
（1）研究開発の基本方針  
① 建築・都市計画技術の高度化及び建築の発達・改善及び都市の発展・整備のために必要とな

る研究開発の計画的な推進 

（中期目標） 

 我が国の建築・都市計画技術の高度化のために必要な基礎的・先導的研究と、建築の発

達・改善及び都市の発展・整備のために解決が必要な研究開発を計画的に進めること。な

おその際、現在の取り組みは小さいが、将来の発展の可能性が想定される研究開発につい

ても積極的に実施すること。  

（中期計画） 

 我が国の建築・都市計画技術の高度化のために必要な基礎的・先導的研究と、建築の発

達・改善及び都市の発展・整備のために解決が必要な研究開発を計画的に進めるため、「科

学技術基本計画」や、行政ニーズの動向も勘案しつつ、研究開発の範囲、目的、目指すべ

き成果、研究期間等を明確化し、計画的に行う。 

 その際、長期的観点からのニーズも考慮し、現在の取り組みは小さいが将来の発展の可

能性が想定される萌芽的研究開発についても、積極的に実施するとともに、研究シーズの

発掘に際しては、他分野や境界領域を視野に入れ、他の研究機関等が保有・管理するデー

タベースも有効に活用する。 

（年度計画） 

 研究グループ・センター毎の研究開発戦略を定めた上で、研究評価を経て本年度におい

て取り組むこととした研究開発課題について、研究開発の範囲、目的、目指すべき成果、

研究期間等を明記した研究開発実施計画を早期に策定し、研究開発を計画的に実施する。 

 

（a）年度計画における目標設定の考え方 
◯ 中期計画で策定した目標・方針に基づき研究開発を計画的に推進するためには、それぞれの

研究グループ、センターが、戦略をもって研究を進めることが効果的であると考えた。これに

対応するために、研究グループ・センター毎に中長期的に取り組むべき課題、およびそれに対

する対応方針などをまとめた研究開発戦略を策定することが必要であると考えた。 

◯ 各研究グループ・センターにおいて個々の具体的な研究課題に計画的に取組むために、研究

開発の範囲、目的、目指すべき成果、研究期間等を明記した研究開発実施計画を策定すること

が効果的と考えた。 

 

（b）当該年度における取組み 
◯ 平成 1４年度に取り組んだ研究開発課題については、内部評価、外部評価を実施した上で、

課題毎の予算配分を行ったところである。この際、一部の課題について、内部評価の結果を踏

まえ、課題として設定することが妥当であるか判断するため、フィージビリティ・スタディと

して単年度で実施した。 

◯ さらに課題決定後に、研究開発の範囲、目的、目指すべき成果、研究期間等を明記した研究

開発実施計画を策定し、研究開発を計画的に実施した。 

◯ 外部評価を受けた課題について、それぞれの指摘を研究内容に的確に反映させた。  
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◯ 併せて、各グループ毎に中長期的に取り組むべき課題、およびそれに対する対応方針などを

まとめた『サブミッション』及び『研究開発戦略』を作成し、評価委員会に報告、意見を聴取

した。このことにより、研究所ミッション・各グループミッションが明確に体系的され、研究

者・グループが研究開発を実施する目的意識をこれまで以上に醸成するベースが確立され、こ

れを踏まえた研究開発課題が提案された。 

 

○ また、研究に関する特定事項を処理する研究主幹を各グループ・センターごとに任命し、分

野をまたぐ研究開発課題などの研究調整を行い、プロジェクトチームによる新規課題が新たに

5 テーマ提案された。（P.4 参照） 

 

 

 

図表 2-1-1-1 各研究グループ・センターの『サブミッション』『研究開発戦略』の考え方 

 

研究所ミッション

Ａグループ
サブミッション

Ｂグループ
サブミッション

Ｃグループ
サブミッション

･･･

目
標

目
標

目
標

目
標

研究
課題

研究
課題

研究
課題

■研究開発戦略
・a）研究所全体として、どのようなミッションの基に研究開発
　業務を行っているのか、b）それぞれの研究課題が、所のミッ
　ションにどのように貢献する／しているのかを明らかにするた
　めに、所のミッションを頂点とした研究開発実施のための作戦
　体系を作成した。
・“研究所ミッション”“グループミッション”“目標”“研究
　課題”それぞれを、『目的ー手段』関係で整理している。

目的

手段
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図表 2-1-1-2 平成 1４年度の各研究グループ・センターにおける研究開発戦略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その１．荷重外力・材料・部材等のばらつきを考慮した信頼性の高い構造安全性の評価
既存の建築物の強震観測と記録の収集・分析に加え、今後の各種構造技術開発の推移と歩調を合わ
せながら、建築物の地震時挙動データベースの充実をはかる。また、構造実験結果についても、可
能な限りデータベース化を推進し、建築物の地震時挙動予測精度の向上、あるいは構造設計支援シ
ステムの構築などに資する。さらに、細密な地表面粗度データから求めた粗度指標により、風荷重
評価法の精緻化をはかる。

その２．実務上の構造設計の実態調査・分析に基づく構造安全性の信頼性
平面的あるいは立面的に過度に不整形性な建築物の構造性能評価とその性能設計法の確立

その３．住宅・建築の品質に関するより明確な技術的指標、住宅・建築に関する消費者の
ニーズにより合致した性能表示等を実現するための基盤となる性能評価等の技術
住宅・建築における構造性能、地震時応答性状を表す技術的指標を明確にし、構造性能等の評価手
法をまとめ、性能評価技術の向上を目指す。

その４．構造性能の監視・損傷の検知等に関する要素技術
設計情報（解析情報）とセンサーによる計測情報を組み合わせたモニタリングシステムを開発し建
築物の損傷が安全性に及ぼす影響を判断できるようにする。

その５．損傷等に対する制御・抑制等に関する要素技術
修復性評価のための技術資料の整備、多様な損傷制御要素技術およびシステムの開発 ・向上を行
う。

その６．環境負荷の低い木質構造の汎用性を高める構造技術の開発
木材と構造信頼性の高い木材以外の材料と組み合わせる、あるいは木造と鉄骨造や鉄筋コンクリー
ト造とを組み合わせることによって高い性能と安全信頼性を確保する技術の開発や、既存の木造建
物そのものの耐震性を高める技術の開発を行う。

その７．既存集合住宅の長命化・改修等技術
耐用年数を迎えた既存建築物の構造性能の維持、改善を図り、長期有効利用するために必要な技術
を開発する。

室内空気質の向上
建材等から放散される化学物質の濃度推定方法を確立し、建材選択及び換気等による対策技術を整
備する。

住宅に係る環境負荷低減
エネルギー及び資源に関する自立循環型住宅技術を整備し、普及に寄与する。

室内快適性の向上
熱・音・光の各環境要因に関する、室内快適性の向上に資する建築・設備技術の整備

ヒートアイランド対策
ヒートアイランドのシミュレーション技術や計測技術を開発し、良好な都市環境の保全・創造に資
する。

火災に安全な建築物
建築物の火災現象を解明し、火災安全性に関する情報を整備する。

火災に強い都市
都市の火災現象を解明し、火災に強い都市づくりに必要な情報を整備する。

火災安全設計法
建築物および都市に求められる火災安全性を合理的に実現するための性能評価・設計技術を構築す
る。

ユーザー保護
住宅・建築に要求される品質を達成するための建築材料・部材生産システムの合理化を達成する。

資源循環型社会
木造建築物の生産と除却によって発生する廃棄物による地域環境及び地球環境への負荷を軽減し、
極小化するための技術を確立する。

居住者の健康
建築材料・部材からの室内空気汚染物質の放散データ及び汚染物質を低減する建築材料の設計資料
を整備する。

長寿命化とストック管理
住宅の長寿命化を企図した設計・施工技術、既存ストックの性能評価・改修技術等の開発および維
持管理体系を構築する。

将来に備えた新しい技術
建築材料・部材に関する新しい生産技術および合理的な評価技術を開発し、住宅・建築の品質向上
を達成するのための基盤を整備する。

住宅・建築の施工を中心とした生産技術の高度化に役立つ技術の開発が求められている。

住宅・建築の設計・計画（工事段階の工法計画も含む）を中心とした生産技術並びにマネジメ
ント技術の高度化に役立つ技術の開発が求められている。

新たな建築構工法の開発により、建築生産を合理化することが求められている。

住宅・建築の質の向上に資する品質に関する各要素技術の管理手法の高度化・信頼性向上のた
めの技術開発が求められている。

構造研究グループ
建築物の構造性能を正確に捉え、
適切に情報を提供することで、長期
的視野に立った経済的でかつ信頼
性の高い構造物を実現する。

環境研究グループ
健康で、心地よい生活空間を実現
し、同時に地球環境・地域環境への
負荷を低減させる、そのための建
築・都市計画技術の開発と普及に
資する。

防火研究グループ
住宅,建築,都市の火災安全性（危険
性）に関する正確な情報を提示し、
国民が求める火災安全性を低価
格・高品質に実現することに資す
る。

材料研究グループ
住宅・建築の性能や品質向上をは
かるために、建築物を構成する材
料・部材に関する生産技術および
評価技術を開発・確立し、国民や社
会が要求する住宅・建築の生産を
実現するための基盤を構築する。

建築生産研究グループ
建築生産技術の効率化及び信頼性
向上により、国民の安全性及び生
活環境の質の向上を実現すること
が求められている。

サブミッションに至る具体的目標

公共の立場からの
公平中立な研究開
発を通じて、より
良い住宅、建築、
都市を実現してい
くことにより、国
民生活の真の豊か
さと社会経済の活
性化に貢献する。

独立行政法人
建築研究所の
ミッション

各研究グループ・
センターの
サブミッション

住宅・建築の提供に当たってユーザーニーズ、顧客満足度を物差しとすべく、とくにとらえど
ころのないとされる意識に潜むニーズを明らかにする手法を開発する。

より安全な住宅・建築を供給するために、合理的な地震損失分析方法を開発し、適切な地震防災
対策をとることにより、損失を効果的に低減できることを示す。

地方公共団体・住民・ＮＯＰ等による地域でのまちづくり活動を支援して快適・安全で持続可能
な都市・市街地を、合意形成を経て実現するため、都市・市街地に関わる、ａ）現状調査・観
測、ｂ）現状評価・将来予測手法、ｃ）具体の市街地の整備手法、の開発を行う。

地震工学研修
基盤研究の実施による地震工学研修の一層の充実

地震防災技術情報ネットワーク
国際的な地震防災技術情報ネットワークの構築

強震観測ネットワーク
強震観測ネットワークの充実と強震観測手法の効率化・高度化技術の開発

住宅・都市研究グループ
居住者・利用者・社会との関係にお
いて、総体としての建築や都市が
最大限の効果を発揮するための方
法論にかかわる技術開発を行う。
（発揮しているかを判断するための
尺度を提示し、その実現にむけた
技術開発を行う）

国際地震工学センター
国際的な地震防災技術情報セン
ターを目指す。地震工学の研修等
を通じた国際協力活動と研修高度
化のための調査研究の推進。
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（平成 15 年度実施予定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

サブミッション 目標 重点研究開発課題 基盤研究開発課題

室内空気質の向上
建材等から放散される化学物質の
濃度推定方法を確立し、建材選択
及び換気等による対策技術を整備
する。

●室内化学物質濃度の評価及び
　低減技術 (H13-H15)
●建築部材に含まれる室内空気
　汚染物質の放散メカニズム
　（材料研究グループ：再掲：
　H14-H16）

住宅に係る環境負荷低減
エネルギー及び資源に関する自立
循環型住宅技術を整備し、普及に
寄与する。

●エネルギー・資源の自立循環
　型住宅に係わる普及支援シス
　テムの開発 (H13-H16)

室内快適性の向上
熱・音・光の各環境要因に関す
る、室内快適性の向上に資する建
築・設備技術の整備

●相当スラブ厚（重量床衝撃
　音）の測定・評価方法に関す
　る研究 (H14-H16)

●仮想的な領域分割を用いた通
　風空間の質的評価方法の開発
　(H14-H16)

ヒートアイランド対策
ヒートアイランドのシミュレー
ション技術や計測技術を開発し、
良好な都市環境の保全・創造に資
する。

●ヒートアイランド対策効果の
　定量化に関する研究 (H14-
　H16)
●都市域における快適性と安全
　性向上に資する風系構造の解
　明（防火研究グループ：再掲
　：H13-H15）

環境研究グループ
健康で、心地よい生活
空間を実現し、同時に
地球環境・地域環境へ
の負荷を低減させる、
そのための建築・都市
計画技術の開発と普及
に資する。

環境研究グループの研究開発戦略

サブミッション 目標 重点研究開発課題 基盤研究開発課題

その１．荷重外力・材料・部材等のばら
つきを考慮した信頼性の高い構造安全性
の評価
既存の建築物の強震観測と記録の収集・
分析に加え、今後の各種構造技術開発の
推移と歩調を合わせながら、建築物の地
震時挙動データベースの充実をはかる。
また、構造実験結果についても、可能な
限りデータベース化を推進し、建築物の
地震時挙動予測精度の向上、あるいは構
造設計支援システムの構築などに資す
る。さらに、細密な地表面粗度データか
ら求めた粗度指標により、風荷重評価法
の精緻化をはかる。

●FS地表面粗度指標による風荷
　重設定システムの構築
　 (H14)

その２．実務上の構造設計の実態調査・
分析に基づく構造安全性の信頼性
平面的あるいは立面的に過度に不整形性
な建築物の構造性能評価とその性能設計
法の確立

●ピロティ建築物の耐震安全性
　確保方策の開発 (H12-H14)

その３．住宅・建築の品質に関するより
明確な技術的指標、住宅・建築に関する
消費者のニーズにより合致した性能表示
等を実現するための基盤となる性能評価
等の技術
住宅・建築における構造性能、地震時応
答性状を表す技術的指標を明確にし、構
造性能等の評価手法をまとめ、性能評価
技術の向上を目指す。

●住宅基礎の構造性能評価技術
　の開発（国際地震工学セン
　ター：H14-H16）

その４．構造性能の監視・損傷の検知等
に関する要素技術
設計情報（解析情報）とセンサーによる
計測情報を組み合わせたモニタリングシ
ステムを開発し建築物の損傷が安全性に
及ぼす影響を判断できるようにする。

●日米共同構造実験研究　高知
　能建築構造システムの開発
　 (H10-H14)

その５．損傷等に対する制御・抑制等に
関する要素技術
修復性評価のための技術資料の整備、多
様な損傷制御要素技術およびシステムの
開発 ・向上を行う。

●高靭性コンクリートによる
　構造コントロール (H13-
　H15)

その６．環境負荷の低い木質構造の汎用
性を高める構造技術の開発
木材と構造信頼性の高い木材以外の材料
と組み合わせる、あるいは木造と鉄骨造
や鉄筋コンクリート造とを組み合わせる
ことによって高い性能と安全信頼性を確
保する技術の開発や、既存の木造建物そ
のものの耐震性を高める技術の開発を行
う。

●木質複合建築構造技術の開
　発 (H11-H15)
●既存木造住宅の構造性能向
　上技術に関するフィージビ
　リティスタディ (H14)

その７．既存集合住宅の長命化・改修等
技術
耐用年数を迎えた既存建築物の構造性能
の維持、改善を図り、長期有効利用する
ために必要な技術を開発する。

構造研究グループの研究開発戦略

萌芽研究・知見蓄積型研究・国
際協調など

●設計外力の観測データに基づ
　く合理的設定法の構築(H14-
　H16)
●新鋼構造建築物の基盤研究
　(H14-H16)
●自律的機構に関する研究(H14
　-H16)
●既存建築の次世代対応リニュ
　ーアル（フィージビリティス
　タディ） (H14)
●鉄筋コンクリート構造の接合
　技術に関する基礎研究(H14
　-H16)
●超高層建築物の空力不安定
　振動の発生機構に関する研
　究(H14-H16)
●杭基礎を考慮した限界耐力計
　算法に関する基礎研究（建築
　生産研究グループ：再掲：
　H14-H16）

構造研究グループ
建築物の構造性能を正
確に捉え、適切に情報
を提供することで、長
期的視野に立った経済
的でかつ信頼性の高い
構造物を実現する。
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◯ また、平成１５年度の課題の設定に当たっては、各研究者がそれぞれの研究課題に対して、

どれくらいの労力・時間を投入する予定なのかを明確化し、研究所全体としての労力・時間投

入状況を『研究者別エフォート一覧表』として作成、研究所全体で共有化した。 

◯ このことにより、複数の研究開発課題に取り組んでいる研究者にとって、労力・時間を投入

すべき課題が明確に示され、研究に対する取り組み姿勢の向上が図られた。 

◯ さらに、研究開発課題案の査定時にこのエフォート一覧表を参照し、例えば主担当者が十分

な労力・時間を投入でき（そうに）ない課題についてスクリーニングをするためのツールとし

て活用した。 

◯ このことにより、（従来はややもすれば）分散・拡散しがちであった課題がより絞り込まれ、

戦略的な研究開発を行う土壌が整備された。 

◯ また、所全体としても、どのような課題がどれだけの資源を投じて行われているのかの情報

が共有化され、所としての研究開発の方針が研究者に対して明確化された。 

 

図表 2-1-1-3 『研究者別エフォート一覧表』の概要 

○ 各研究者が 1 年間で提供することのできる労力・時間の総量を一律 100%とした場合、そ

れぞれの研究開発課題に対して、どれだけの労力・資源を“配分”するかを明らかにしたもの。 

○ 研究業務以外（管理・総務など）の業務を行う労力・時間として、各研究者の役職・業務内

容に応じて概ね 20～40%を充てているとみなし、研究者が、研究開発課題に充当できる労

力・時間の上限は概ね 60～80%としている。 

○ 特に、各研究課題の主担当者については、当該課題に投入する労力・時間を 40%以上にす

ることをルール化し、それぞれの研究課題に関する責任の所在（責任者としての役割・位置づ

け）を明確化した。 

○ さらに上記を、研究所全体（全研究課題）で一覧表化することにより、どの課題に対して／

どの研究員が／どれだけの労力・時間を投入する（予定）かが明確になっている。 

 

 

 

 

○ その結果、研究予算を効率的に執行でき、研究費配分においてもその重点化を図り、研究課

題数も平成 13 年度 84 テーマから平成 14 年度 66 テーマに大きく絞込みを行った。 

 

 

（c）中期目標達成に向けた次年度以降の見通し 
◯ 今後も、中期目標期間内において、以上の取組みを継続して行うことによって、研究着手時

又は中間段階における必要性の十分な検討、計画的な実施が可能となると考える。これらによ

って、より一層高いレベルで計画的に研究開発を実施できる見込みである。 

 

研究業務に 

投入する労力・ 

時間 60-80% 

研究業務以外の

業務 20-40% 

研究者 

労

力

・

時

間

の

総

量

課題 A に 40% 

課題 B に 20% 

課題 C に 10% 

 
 

研究所全体

で一覧化 

・共有化 
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図表 2-1-1-4 平成 14 年度研究開発課題エフォート一覧表のイメージ 

 

 

主担当
研究

グループ
課題名
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② 建築の発達・改善、都市の発展・整備に係る社会的要請の高い課題への早急な対応 

（中期目標） 

 建築の発達・改善、都市の発展・整備に係る社会的要請に的確に対応するため、研究所の

行う研究開発のうち、以下の各項に示す課題に対応する研究開発を重点的研究開発として位

置付け、重点的かつ集中的に実施すること。その際、本中期目標期間中の研究所の総研究費

（外部資金等を除く）の概ね 60％を充当することを目途とする等、当該研究開発が的確に

推進しうる環境を整え、それぞれ関連する技術の高度化に資する明確な成果を上げること。 

 なお、中期目標期間中に、社会的要請の変化等により、以下の各項に示す課題以外に早急

に対応する必要があると認められる課題が発生した場合には、当該課題に対応する研究開発

についても、機動的に実施すること。  

  ア）国民の安全性の向上  

 地震や火災、有害化学物質による汚染等、国民生活への脅威となる事象に関し、これ

による危険性の回避又は極小化のために必要な研究開発を行うこと。 

  イ）良好な地球環境・地域環境の保全・創造 

 建築の生産・利用に伴う環境負荷、都市集積に伴う環境変化等に関し、良好な環境の

保全・創造、環境悪化の防止又は極小化のために必要な研究開発を行うこと。 

  ウ）国民の生活環境の質の向上 

 居住環境や地域の生活環境整備に関し、ストック型社会への移行、国民意識の多様化

等に的確に対応し、国民の身近な生活環境の質を向上させるために必要な研究開発を行

うこと。 

（中期計画） 

 中期目標の 3．（1）②で示された重点的研究開発を的確に推進し、関連技術の高度化に資

する明確な成果を早期に得るため、別表－1 に示す研究開発を重点的かつ集中的に実施する

こととし、これらの研究開発に、中期目標期間中における研究所全体の研究費のうち、概ね

60％を充当することを目途とする。 

 なお、中期目標期間中に、社会的要請の変化等により、早急に対応する必要があると認め

られる課題が新たに発生した場合には、当該課題に対応する重点的研究開発として新規に立

案し、1．（2）①に示す評価を受けて研究を開始する。 

（年度計画） 

 中期計画別表－１に示す重点的研究開発を的確に推進するため、本年度においては、別表

－１に示す研究開発テーマに関連する課題を実施する。 

 また、緊急に取り組むべき新たな重点的研究開発を立案した場合には、研究評価を経た上

で速やかに着手するものとする。 
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中期計画別表－１ 中期目標期間中の重点的研究開発 

研究開発テーマ 中期目標期間中の研究成果 

ア）国民の安全性の向上のための研究開発 

室内空気環境汚染防止・抑制のための基礎的技術

の開発 

・室内空気汚染物質の特性に応じた放散量測定技術 

・化学物質の放散メカニズムを踏まえた施工後の室内における汚染物質濃度の予測技術  

建築構造物の構造安全性の信頼性向上技術の研

究 

・荷重外力、材料・部材等のばらつきを考慮した信頼性の高い構造安全性の評価技術 

・実務上の構造設計の実態調査・分析に基づく構造安全性の信頼性確保・向上技術  

耐用期間を通した高度な耐震安全性を有する先

導的構造システムの要素技術の研究  

・構造性能の監視、損傷の検知等に関する要素技術 

・損傷等に対する制御、抑制等に関する要素技術  

市街地における防火性能の評価技術の開発  ・市街地火災の拡大過程の物理現象としてのモデル化技術 

・市街地状況及び気象条件等を考慮した延焼性状予測技術  

イ）良好な地球環境・地域環境の保全・創造のための研究開発 

木造建築等に係る廃棄物発生抑制・再資源化技術

の開発  

・解体除却材の合理的な再資源化技術 

・低環境負荷型の建築材料、部材設計技術 

・廃棄物発生抑制型の設計・施工技術  

環境負荷の低い木質構法の汎用性を高める構造

技術の開発  

・木質複合構法等の構造性能の評価技術 

・木質複合構法等の構造設計技術 

・既存木造建築の構造性能向上技術  

エネルギー及び資源に係る自立循環型住宅・市街

地の整備・管理システムの開発  

・住宅及び市街地におけるエネルギー及び資源に関する自立循環システムの最適化技術 

・自立循環システムの設計支援技術 

・自立循環システムの維持・管理技術  

ウ）国民の生活環境の質の向上のための研究開発  

都市型集合住宅の設計・改修等技術の開発  ・新築集合住宅に係る選択の多様化及び長期耐用化に必要なスケルトン・インフィル（ＳＩ）住宅の設計・

施工等技術 

・既存集合住宅の長命化・改修等技術  

地域の都市整備・まちづくりを支援する情報技術

の開発  

・高度情報システムを用いた都市整備に関する関連データの統合・活用技術 

・まちづくり活動等を支援するための地区・都市整備シミュレーション技術  

住宅・建築の品質の向上のための基盤的評価技術

等の研究  

・住宅・建築の品質に関するより明確な技術的指標 

・住宅・建築に関する消費者等のニーズにより合致した性能表示等を実現するための基盤となる性能評価

等の技術  

住宅・建築におけるユニバーサル・デザインの研

究 

・高齢者や障害者を含めたすべての人による住宅・建築の円滑な利用を実現するための人体寸法計測及び

それに基づく建築寸法の最適化、住宅・建築のデザインプロセス 

 

 

 

（a）年度計画における目標設定の考え方 
◯ 中期計画別表―１に示す重点的研究開発を的確に推進するため、今年度において特に早期に

行う必要がある課題を選定し、実施することとした。 

◯ 研究所においては、社会的要請の変化したが発生した場合には、緊急に新たな研究開発を立

案し、実施することが相当であると考えた。 
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（b）当該年度における取組み 
◯ 中期目標の 3．（1）②で示された重点的研究開発を的確に推進し、関連技術の高度化に資す

る明確な成果を早期に得るため、中期計画別表－1 に示す研究開発を重点的かつ集中的に実施

することとした。平成 1４年度は、前年度に発生した大規模な事故、火災等による新たな研究

開発ニーズへの対応を考慮し、安全性への希求の高まりなど社会情勢も踏まえ、「国民の安全

性の向上」に関する研究を中心に、研究所全体の研究費（外部資金を除く）のうち、約８０％

を充当し、社会の要請に対応した。 

 

図表 2-1-2-1 研究費に占める重点的研究開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

FY1４ 
内 訳 金額 

（百万円） 

研究費に 

占める割合 
件数 

重点的研究開発 370 79.5% 2９ 

うち、国民の安全性 196 42.1% 17 

うち、良好な地球環境・地域環境 124 26.6% 3 

うち、国民の生活環境の質 50 10.7% 9 

その他 96 20.5% 37 

所内研究予算合計 

（研究管理費を除く） 
466 100% 6６ 

その他

20.5%

国民の生活

環境の

質の向上

10.7%

良好な地球

環境・地域

環境の

保全・創造

26.6%

国民の

安全性の

向上

42.1%

FY14所内研究予算

（除研究管理費）

465,847千円

重点的研究

開発予算

370,140千円
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図表 2-1-2-2 平成 1４年度に取り組んだ主な重点的研究開発課題 

※平成 14 年度及び平成 13 年度に外部評価（事前評価、中間評価）を行った課題を掲載 

※外部評価委員による評価集計結果を記入 

課    題    名 
期間 

（年度） 
外部評価集計 

（平成14年度 新規課題）  （Ｈ13年度 事前評価） 
資料どおり実施←→見直し 

既存木造住宅の構造性能向上技術の開発 １４－１６ 3 2  

相当スラブ厚（重量床衝撃音）の測定・評価方法に関する研究 １４－１６ 4 1  

ヒートアイランド対策効果の定量化に関する研究 １４－１６ 4 1  

特殊な火災外力が想定される空間における火災性状の解明と安全性評価手

法の開発（旧 特殊空間に火災性状の解明と安全性評価手法の開発） 

１４－１６ 3 2  

火災風洞実験とＣＦＤ解析を用いた市街地火災時の火の粉による延焼機構の

解明 

１４－１５ 5   

建築構造物の耐火性能評価ツールの開発 １４－１６ 5   

建築部材に含まれる室内空気汚染物質の放散メカニズム １４－１６ 2 3  

建築生産におけるワークフロー分析・計画技術の研究開発－建築生産の合理

化を目指して－ 

１４－１６  3  

住宅基礎の構造性能評価技術の開発 １４－１６ 3 2  

（平成14年度 継続課題）  （Ｈ14年度 中間評価） 
資料どおり実施←→見直し 

エネルギー・資源の自立循環型住宅に係わる普及支援システムの開発 １３－１６ ５    

室内化学物質濃度の評価及び低減技術 １３－１５ ５    

耐久性能評価に基づく建築部材仕様選定システムのプロトタイプ開発 １３－１５ ３ ２   

コンクリートの品質確保・信頼性向上のための材料設計・品質検査システムの

開発 

１３－１５ ２ ３   

公共建物を対象とした強震観測ネットワークの研究 １３－１５ １ ３   

（平成14年度 終了課題）  （Ｈ13年度 中間評価） 
資料どおり実施←→見直し 

ピロティ建築物の耐震安全性確保方策の開発 １２－１４ ５   

市街地における防火性能評価手法の開発 １３－１４ ５   

木造建築物の再資源化・資源循環化技術の開発 １２－１４ ３ １  

建築物の地震防災技術情報ネットワーク構築 １２－１４ ２ １ １ 
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◯ 平成 14 年度に終了した課題のうち、代表的な課題を以下に示す。 

 

 

図表 2-1-2-３ 市街地における防火性能評価手法の開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市街地の防火性能評価手法の開発
The Development of the Fire Performance Evaluation Method for City Fire

■研究開発の概要

■研究の背景・目的　
　 市街地火災に対しては、これまでの都市レベルの対策（延焼遮断帯や避難地・避難路

等）に加え、地区レベルの対策の重要性が指摘されてきた。本研究では、個々の建築物
や道路等が市街地火災に与える影響を物理的に解明し、地区の防火性能を定量的に評
価する手法を開発することを目的とする。

放射熱

マクロ評価手法

ミクロ評価手法

火災時の加害性に応じて建物をふくらませた結果、いくつかの建物は連担し塊を形成する。

この連担の度合いにより市街地の防火性能を評価する。

個々の建物に形成される個々の火炎の形状を計算し、受熱側建物の壁面がどのように熱
せられ、いつ着火するのかを詳細に計算することにより延焼状況を計算する。

■研究開発の成果１

　　マクロモデル

入力データ 出力データ

セミグロス裸木造
建ぺい率

セミグロス防火造
建ぺい率

セミグロス準耐火
造建ぺい率

セミグロス平均焼失
建築面積割合

平均焼失建築面積割合
（対全建築面積）

平均焼失建築面積割合
（対市街地面積）

最大焼失建築面積割合
（対全建築面積）

CVF（＝f(ma,mb.mc)）
を用いた関数

モ
デ
ル
化

様々な形状の火炎

複雑な温度分布

　火炎軸と点熱源

火炎軸による接炎

球の大きさ(放射強さ)

による見え隠れの計算

表面温度で着火判定
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■研究開発の成果2
　　ミクロモデル

入力データ

建物情報（必須）
位置・形状
構造
用途
建築年
階数
建築面積
延べ床面積

オプション情報

区画数・住戸数
区画情報

位置・形状
建物情報に準ずる

開口部情報
位置・形状
種別

樹木・塀柵等情報

（評価する場合のみ）
位置・形状
高さ
種別

出力データ

出火時刻

火炎噴出時刻等

鎮火時刻

着火点

最大火炎高さ

最高温度

最大受熱量

最大加害区画

建物情報

オプション情報
自動生成プログ

ラム

延焼シミュレー
ションエンジン

市街地防火性能
の評価

■研究開発の成果：新たな防災性能評価手法

検討要請

「マクロ評価手法による市街
地危険度の評価」

・延焼、アクティビティ、幹線
道路

「緊急度・地元の体制・広域
的位置づけ」

「まちづくり意識の醸成」

　・勉強会＜災害危険度、
改善の必要性＞

　・まち歩き、先進地視察、
発災型防災訓練

「現況把握・データ整備・被
害想定」

「組織・場の形成」

　・協議会の結成、既存組織
の活用

「まちの現状把握」

　・現状調査、マップづくり、評
価結果の検討会

「現状認識の共有」

　・広報活動、アンケート・ヒア
リング調査

「ミクロ・シミュレーションに
よる地区評価」

・延焼、アクティビティ

集協力

シミュレー
ション結果
の提示

住民によ
る評価

「地区」＜１０～３０ﾍｸﾀｰﾙ＞
の選定

ミクロ評価を計画
案の評価に利用

������������������������������������������������������������������������������
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������������������������������������������������������������������������������

改善状況の評価
に利用

ミクロ評価を現
状の評価に利用

マクロ評価を現

状の評価に利用

����������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������
����������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������
����������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������

計画(PLAN)

マクロ評価

現状評価(EVALUATION)

ミクロ評価

����������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������
����������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������
����������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������
����������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������
����������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������

行動(DO)

進捗評価(SEE)

情報提供
働きかけ

データ収

検討要請

「マクロ評価手法による市街
地危険度の評価」

・延焼、アクティビティ、幹線
道路

「緊急度・地元の体制・広域
的位置づけ」

「まちづくり意識の醸成」

　・勉強会＜災害危険度、
改善の必要性＞

　・まち歩き、先進地視察、
発災型防災訓練

「現況把握・データ整備・被
害想定」

「組織・場の形成」

　・協議会の結成、既存組織
の活用

「まちの現状把握」

　・現状調査、マップづくり、評
価結果の検討会

「現状認識の共有」

　・広報活動、アンケート・ヒア
リング調査

「ミクロ・シミュレーションに
よる地区評価」

・延焼、アクティビティ

集協力

シミュレー
ション結果
の提示

住民によ
る評価

「地区」＜１０～３０ﾍｸﾀｰﾙ＞
の選定

ミクロ評価を計画
案の評価に利用
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������������������������������������������������������������������������������
������������������������������������������������������������������������������
������������������������������������������������������������������������������

改善状況の評価
に利用

ミクロ評価を現
状の評価に利用

マクロ評価を現

状の評価に利用

����������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������
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計画(PLAN)

マクロ評価

現状評価(EVALUATION)

ミクロ評価

����������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������
����������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������
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行動(DO)

進捗評価(SEE)

情報提供
働きかけ

データ収
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図表 2-1-2-４ 木造建築物の再資源化・資源循環化技術の開発 
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平成12年度　建設副産物実態調査

木造建築物の再資源化・資源循環化技術の開発木造建築物の再資源化・資源循環化技術の開発
Development of Waste Reduction and Material Recycle Technologies for Wooden Buildings  　

□研究開発の背景□研究開発の背景

□研究開発の概要□研究開発の概要

■建築分野から排出される解体除却材等の再資源化率が低い

平成11年度　環境省

■廃棄物による負荷が深刻な社会問題になっている

■建築分野における再資源化と資源循環化技術が必要

����������������������������������������������������������������������������������������������������
����������������������������������������������������������������������������������������������������
����������������������������������������������������������������������������������������������������
����������������������������������������������������������������������������������������������������
����������������������������������������������������������������������������������������������������
����������������������������������������������������������������������������������������������������
����������������������������������������������������������������������������������������������������
����������������������������������������������������������������������������������������������������
����������������������������������������������������������������������������������������������������
����������������������������������������������������������������������������������������������������建設汚泥

建設廃木材

建設混合廃棄物

コンクリート塊

アスファルト・コンクリート塊

平成１２平成７平成２年度

２１

５６

３１

４８

５０

４２

１４

４０

１１

６５

８１

５８

９

３９

１１

９８

９５

８６建設廃棄物

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　リサイクル率（％）

建設汚泥

建設廃木材

建設混合廃棄物

コンクリート塊

アスファルト・コンクリート塊

平成１２平成７平成２年度

２１

５６

３１

４８

５０

４２

１４

４０

１１

６５

８１

５８

９

３９

１１

９８

９５

８６建設廃棄物

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　リサイクル率（％）

■課題１：解体除却材の合理的な再資源化技術【再資源化技術の開発】
　　－解体除却材の合理的な再資源化技術に関する提案を行う
■課題２：低環境負荷型の建築材料・部材の設計【算定技術の開発】
　　－建築材料・部材の環境負荷に関わるデータベースを整備する
■課題３：廃棄物発生抑制型の設計施工技術【設計・施工技術の開発】
　　－解体・分別容易で解体材の再資源化が行いやすい木造建築物の設計・施工技術を開発する

建築物における資源循
環と再資源化を算定す
る た め の 技 術 の 開 発
  

３：設計・施工技術の開発 

建物の設計 材料・部材の設計 

＜建てるとき＞ 
設計計画段階において 

廃棄物発生抑制と資源循環に 
配慮した新しい建築構工法の開発 

１：資源化技術の開発 

？ 再資 
源化 

その他 
ボード 
型 枠 
骨材 

燃 料 

合理的な再資源化技術の開発

＜壊したとき＞ 
解体・改修時に発生する建築資材の

合理的な再資源化技術の開発 

２：算定技術の開発 

■解体材の再生利用・適正処理に関する技術資料
■建築材料・部材の物質循環に関わる環境負荷データベース
■廃棄物発生抑制型の木造建築物の設計・施工技術と設計施工事例

□□目標とする成果目標とする成果

 部 材 再 使 用 
材 料 再 利 用 
原料再資源化 
燃 料 化 

廃 棄 

部 材 再 使 用

材 料 再 利 用

原料再資源化

燃 料 化 

廃 棄 

目標：再資源化率の向上 



 

- 39 - 

 

������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������
������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������
������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������
������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������
������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������
������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������
������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������
������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������
������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������
������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������
������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������
������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������
������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������
������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������
������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������
������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������
������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������

□□再資源化技術の開発再資源化技術の開発

研究開発の成果研究開発の成果
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□□木造建築物の物質循環算定技術の開発木造建築物の物質循環算定技術の開発

□□廃棄物発生抑制型の設計施工技術の開発廃棄物発生抑制型の設計施工技術の開発

研究・検討中の要素技術  
・解体木材の再使用に関する検討 

…建築部材としてリユース 
・再生木質ボードの利用拡大に関する検討 

…良質チップとしてリサイクル（建築） 
…低質チップとしてリサイクル（建築） 

・解体木材を原料とする高機能性木質ボードの製造と性能 
…良質チップとしてリサイクル（建築） 
…低質チップとしてリサイクル（建築） 

・SST の開発 …再構成して建築部材としてリサイクル 
・FJ 軸材料の製造の可能性 

…再構成して建築部材としてリサイクル 
・短尺ラミナで構成される集成材製造の可能性 

…再構成して建築部材としてリサイクル 

再資源化要素技術の提案・開発

■木質系の解体材の再資源化
　●再資源化技術のメニュー化
　●再資源化要素技術の提案・開発
　●解体材の品質データベースの作成
　●再資源化に関する技術資料の作成

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

解体材を用いた３層構成ボード 

■仕上げ材料の再資源化
　●再資源化の現状に関する調査
　●分別解体実験による分別の可能性の検証
　●再資源化に取り組む優先順位の考え方の提案
　●混合廃棄物を低減するための技術的提案の策定

■主要建材の製造過程における資源消費量・エネルギー消費量・C O 2 排出量データの作成
■木造住宅の建設時と解体時における廃棄物排出量データの作成
■木造住宅の解体、解体材の処理過程におけるエネルギー消費量・C O 2 排出量データの作成
■木造建築物の物質循環算出プログラムの作成
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ケーススタディ結果（例）
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ケーススタディ結果（例）
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データベースの種類（約1000品目）

　●資源投入量原単位
　●Ｅ消費量・CO2排出量原単位

　●廃棄物排出量原単位
　　　・建設時
　　　・手解体時
　　　・機械手併用解体時�����������������������������������������������
�����������������������������������������������
データの補足
　●産業連関表分析に基づく原単位
　　データの算出
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データの補足
　●産業連関表分析に基づく原単位
　　データの算出

物質循環算定プログラム原単位データベース
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再使用が可能な解体材の量

������������������������������
������������������������������
������������������������������解体材

データベース

■解体工数データベースの作成
■設計・施工要素技術の提案
■施工・解体実験による分別解体容易性の検証
■基本性能の検証
■分別解体容易な木造建築物のアイディア募集
■設計・施工事例集の作成

機械手併用解体

枠組壁工法

機械手併用解体

枠組壁工法

機械手併用解体/
手解体

軸組構法

機械手併用解体/
手解体

軸組構法

手解体

軸組構法

手解体手解体

軸組構法

解体調査の項目

◆全解体工程のビデオ記録
◆解体時間の測定
◆解体手間の測定
◆解体分別阻害要因の抽出

解体調査の項目

◆全解体工程のビデオ記録
◆解体時間の測定
◆解体手間の測定
◆解体分別阻害要因の抽出

手解体

軸組構法

手解体

軸組構法

解体工数調査

【構工法】 枠組壁工法 

【部位】 小屋組 【対象】 棟木－たるき 

【解説】 

棟木、たるき、たるきつなぎは釘 CN75 または釘 CN90
で釘接合されている。 

【仕様の図面】 

【解体・再利用する時の課題】 
・ 解体作業手順は概ね以下のようになると考えられ

る。 
① たるきつなぎの撤去 
② たるきの撤去 
③ 棟木の撤去 

・ たるきを撤去した段階で不安定な構造となる可能性

がある。 
・ 高所で CN75、CN90 を抜くのに手間がかかる。 
・ 釘を抜く過程において小屋組を構成する各部材が損

傷する可能性がある。 
【考えられる構法上の改良点】 
・ 高所での解体作業が容易になるよう、小屋組を構成する各部材の接合方法を見直す。例えば、ダブルヘッド

釘を使用可能な部分に用いる。あるいは、ビスにより各部材を接合する。 
・ 解体時に各部材の損傷の程度が極力少なくなるような接合方法を採用する。例えば、ダブルヘッド釘を使用

可能な部分に用いる。あるいは、ビスにより各部材を接合する。 

【備考】 

ダブルヘッド釘、ビスを使用する際には、接合性能についての確認が必要である。また、構造規定上の整理も

必要とされる。 
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【解説】 
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既存工法の分析

取り外しやすい接合方法
の開発。

野地合板を取り外す際に
釘を１本ずつ抜くと手間
がかかる。

ステープル留めにかわる
接合方法の開発。

野地合板に防水紙を留め
つけるためのステープル
が残る。

高所での解体を容易にす
る接合方法の開発。

小屋組の解体を高所で行
う場合、解体に手間がか
かる。

………………

技術的な課題解体時の問題点

取り外しやすい接合方法
の開発。

野地合板を取り外す際に
釘を１本ずつ抜くと手間
がかかる。

ステープル留めにかわる
接合方法の開発。

野地合板に防水紙を留め
つけるためのステープル
が残る。

高所での解体を容易にす
る接合方法の開発。

小屋組の解体を高所で行
う場合、解体に手間がか
かる。

………………

技術的な課題解体時の問題点

課題の抽出

【構工法】 枠組壁工法 

【部位】 小屋組 【対象】 棟木－たるき 

【解説】 

棟木、たるき、たるきつなぎは釘 CN75 または釘 CN90
で釘接合されている。 

【仕様の図面】 

【解体・再利用する時の課題】 
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・ 釘を抜く過程において小屋組を構成する各部材が損

傷する可能性がある。 
【考えられる構法上の改良点】 
・ 高所での解体作業が容易になるよう、小屋組を構成する各部材の接合方法を見直す。例えば、ダブルヘッド

釘を使用可能な部分に用いる。あるいは、ビスにより各部材を接合する。 
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可能な部分に用いる。あるいは、ビスにより各部材を接合する。 

【備考】 

ダブルヘッド釘、ビスを使用する際には、接合性能についての確認が必要である。また、構造規定上の整理も

必要とされる。 
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で釘接合されている。 

【仕様の図面】 

【解体・再利用する時の課題】 
・ 解体作業手順は概ね以下のようになると考えられ

る。 
① たるきつなぎの撤去 
② たるきの撤去 
③ 棟木の撤去 

・ たるきを撤去した段階で不安定な構造となる可能性

がある。 
・ 高所で CN75、CN90 を抜くのに手間がかかる。 
・ 釘を抜く過程において小屋組を構成する各部材が損

傷する可能性がある。 
【考えられる構法上の改良点】 
・ 高所での解体作業が容易になるよう、小屋組を構成する各部材の接合方法を見直す。例えば、ダブルヘッド

釘を使用可能な部分に用いる。あるいは、ビスにより各部材を接合する。 
・ 解体時に各部材の損傷の程度が極力少なくなるような接合方法を採用する。例えば、ダブルヘッド釘を使用

可能な部分に用いる。あるいは、ビスにより各部材を接合する。 

【備考】 

ダブルヘッド釘、ビスを使用する際には、接合性能についての確認が必要である。また、構造規定上の整理も

必要とされる。 

 

既存工法の分析

取り外しやすい接合方法
の開発。

野地合板を取り外す際に
釘を１本ずつ抜くと手間
がかかる。

ステープル留めにかわる
接合方法の開発。

野地合板に防水紙を留め
つけるためのステープル
が残る。

高所での解体を容易にす
る接合方法の開発。

小屋組の解体を高所で行
う場合、解体に手間がか
かる。

………………

技術的な課題解体時の問題点

取り外しやすい接合方法
の開発。

野地合板を取り外す際に
釘を１本ずつ抜くと手間
がかかる。

ステープル留めにかわる
接合方法の開発。

野地合板に防水紙を留め
つけるためのステープル
が残る。

高所での解体を容易にす
る接合方法の開発。

小屋組の解体を高所で行
う場合、解体に手間がか
かる。

………………

技術的な課題解体時の問題点

課題の抽出

設計・施工方法の提案

モデル試験棟（手前：従来型，奥：改良型）

従来型 改良型

施工・解体実験による検証

２階建て試験棟の
施工・解体実験

施工 解体

モデル試験棟（手前：従来型，奥：改良型）

従来型 改良型

施工・解体実験による検証
モデル試験棟（手前：従来型，奥：改良型）

従来型 改良型

施工・解体実験による検証

２階建て試験棟の
施工・解体実験

施工 解体

解体時間の短縮

従来型

改良型

　686分　

　582分　

ダブルヘッド釘又はビス
により各部材を接合する

防水紙をホットメルト
を用いて施工する

プレハブ基礎を用いて
布基礎を施工する

傘釘などをによりラスを
留めつける

サッシ枠のコーキング
される部分をシールする

カーペットと下地を
接着せずに施工する

 設計・施工のヒント－１：内装仕上げの設計・施工（１）－フローリングの設計・施工 

● 接着しないで施工が可能な「はめ込み式のフローリング」を使用し、床仕上げ施工を

行うことにより、フローリングを床下地合板から取り外すときに床下地合板に接着剤

やフローリングの裏板が付着するのを防ぐことができる。また、フローリング自体の

損傷をなくすことが可能である。  

● はめ込み式のフローリングを用いることにより、従来の接着・釘留めによるフローリ

ングを用いた場合に比べて解体手間を減らすことが可能である。  

● はめ込み式のフローリングを用いることにより、フローリングのリユース率と床下地

合板のリサイクル率の向上をはかることが可能である。  

 

【解説】  

＜課題と対策＞  

現在、最も一般的に用いられているフローリングの施工

方法は、フローリングを床下地合板等に斜め釘打ちし、さ

らに床鳴りを防止するために床下地材とフローリングを接

着剤によって接着する方法である。このようにフローリン

グを床下地合板等に接着して施工すると、合板に接着剤が

付着したり、フローリングの裏板やクッション材が合板に

付着したりして、床下地合板のリサイクル方法が限定され

る。床下地合板は、付着物がない状態で回収できれば、パ

ーティクルボードなどの再生木質ボードの原料として利用

することが可能であるが、異物の付着量が多いと、ボード

原料としての利用が困難になり、熱源利用または焼却処分しなければならなくなる。  

一方、フローリングも釘や接着剤を用いて床下地合板に貼ると、解体時に釘を抜く際にフローリ

ングに損傷が生じたり、フローリングの裏板やクッション

材が剥がれて損傷したりする。解体時にこのような損傷が

生じなければフローリングは仕上げ材としてリユースする

ことが可能である。  

＜施工方法＞  

現在では、釘接合や接着剤を用いないで施工できるフロ

ーリングがいくつか開発されている。この手のフローリン

グには特殊な実加工が施されており、フローリング板を端

から順番にはめ込むことによって床仕上げ施工を行うこと

ができる。一般にこの手のはめ込み式のフローリングを施

工する際には、床下地合板の上にクッション材とレベルの

役割を果たす樹脂製のシートを敷き、その上からフローリングを施工する。樹脂製のシートを床下

地合板に敷くときの注意事項として、床下地合板に付着してとれなくなる粘着力が強い粘着テープ

などを使用せず、簡単に剥がせるものを使用するように心がける必要がある。  

＜解体とリユース・リサイクル＞  

 はめ込み式のフローリングの解体手順は施工手順の逆になる。最後に取り付けたフローリング板

フローリングの施工（従来）  
フローリングを釘と接着剤で床下地
合板に施工する。  

フローリングの解体（従来）  
カジヤでフローリングを剥がしてゆ
く。床下地合板に接着剤やフローリ

ングの裏板などが残る

 設計・施工のヒント－３：内装仕上げの設計・施工（３）－剥がしやすいクロスの選択 

● 解体時に剥がしやすいクロスを選択することによりクロスを剥がすときの手間を減

らすことができる。  

● クロスはその材質によって剥がすときに１枚のまま剥がせるものと、剥がす際にちぎ

れるものがある。前者を選択することにより解体現場でのクロスの分別手間を減らす

ことができる。  

 
【解説】  

＜課題と対策＞  

 木造住宅の内装用クロスにはいろいろな種類のものが現在

使用されており、その材質もビニール、布、紙、オレフィン

など様々である。木造住宅を解体する場合、クロスを剥がし

てから石膏ボード等を除去するのが一般的な作業手順となる。

したがって、クロスが剥がしにくいと解体手間がその分だけ

増えることになる。  

クロスの剥がしやすさは、クロスの材質とクロスを石膏ボ

ード等に貼る接着剤の剥がしやすさによって決まる。後者に

ついては建物の使用中にクロスが剥がれ落ちてくることがな

いよう、剥がれにくい接着剤を使用するのが一般的である。

したがって、接着剤の種類を管理してクロスを端がしやすくことは技術的には可能かもしれないが、

さまざまな課題を解決する必要がある。  

一方、前者については適切な材質のクロスを選択して使用すること

により、クロスを剥がす手間を管理することが可能である。例えば、

クロスの中には材料自体に強度があり力をかけて剥がしても途中で

切れずに１枚のシートとして容易に取り出せるものと、材料自体にあ

まり強度がなく力をかけて剥がそうとすると途中で切れてしまうも

のがある。剥がす際にクロスが途中で切れると、再びクロスを剥がす

ための「取っ掛かり（耳）」を出す必要があるが、この取っ掛かり（耳）

を出すのに手間がかかり、結果的に解体時間が増えることになる。ま

た、剥がしたクロスを回収する際にも大きなシート状のものの方が、

切れ切れになったクロスよりも簡単に集められ分別回収手間を軽減

できる。  

種類の違いによるクロスの端がしやすさについては詳細に分析し

た上で結論を出す必要があるが、モデル実験棟を用いた分別解体実験の結果からわかったことは概

ね以下のとおりである。比較的端がしやすいクロスは、布クロスとオレフィン系クロスであり、比

較的端がしにくいクロスはビニールクロスと紙クロスである。  

 以上のことから、木造住宅の内装（壁と天井）に使用するクロスを選択する場合には、端がしや

すい材質のクロスを選ぶことが肝要である。  

＜施工方法＞  

 クロスは一般的に用いられている施工方法によって壁や天井の石膏ボード等に貼る。クロスを端

剥がしにくいクロス  
剥がすときに断片に切れるクロスは
剥がすのに手間がかかる。  

剥がしやすいクロス  
剥がすときに途中で切れな
いクロスは、剥がす手間が

少なくてすむ。  

 設計・施工のヒント－８：断熱材の施工（２）－成形断熱材の使用（外壁・天井）  

● 外壁や天井の断熱に袋入りのクラスウールやロックウールを使用する代わりに弾力

性のある成型断熱材（グラスウールなど）を用いることにより断熱材を取り外すため

の手間を軽減することが可能である。  

● 縦枠間隔または根太間隔よりもやや大きな成型断熱材を枠材間にはめ込み摩擦で固

定するので、解体が従来の断熱材に比べ容易である。  

● 袋入りの断熱材を使用しないことにより縦枠、根太等に断熱材を留め付けるためのス

テープルが残らず縦枠、根太等のリユース・リサイクルが行いやすくなる。  

 
【解説】  

＜課題と対策＞  

 断熱材にはグラスウールやロックウールをビニールの袋に

入れたもの（以下、「袋入りの断熱材」と呼ぶ）とポリスチレ

ンなどの発泡系高分子材料を板状に整形したもの（以下、「ボ

ード状の断熱材」と呼ぶ）がある。袋入り断熱材を施工する

際には、断熱材を根太の間などに納めた上で、断熱材が落ち

てくるのを防止するために断熱材の袋の部分を床根太等にス

テープル留めして固定する。袋入り断熱材を解体時に取り外

す際には、断熱材を引っ張り、ステープル留めされている袋

の部分を破る形で取り外す。このため、解体後、袋入りの断

熱材がステープル留めされていた床根太等には断熱材をくるんでい

た袋の端材（一般に材質はビニールの場合が多い）がステープルとと

もに残る場合が多い。床根太等の解体材にビニールが付着していると、

解体材をチップ化したときにビニールが木材チップに混ざることに

なる。木材チップに混入しているビニールは風選により木材チップと

分別することが可能であるが、なるべくならば混入していない方が望

ましい。一方、ステープルが解体材に付着していると、木材チップに

金属片が残ることになる。釘などの比較的径が大きい接合具について

は、磁選機によって木材チップとの分別が可能であるが、ステープル

のように細くて小さい形状のものはチップに刺さったまま残るので、

磁選機によって分別できない場合がある。また、仮に磁選機によって

分別できた場合でも、異物の付着がない周辺の木材チップも合わせて

取り除かれるので、木材チップの生産歩留まりが低下する。さらに、

解体材を構造材や造作材として利用しようとする場合に、ビニールやステープルなどが付着してい

ることは意匠上、施工上あまり望ましくない。  

 一方、付着したビニールやステープルを１つ１つ取り外すのには膨大な時間と労力を要し、解体

後に付着物を取り除くことは現実的ではない。以上のような理由から、解体材をリユースまたはリ

サイクルしようとする場合には、ビニールやステープルが残っていないことが望まれる。  

外壁や天井の断熱を行う場合にもこの袋入りのグラスウールやロックウールが使用される場合

袋入り断熱材の施工  
袋入り断熱材はステープルで枠材に

留め付けられるので、解体時にはス
テープルやビニールが枠材に残る。  

成型断熱材の施工  
成型断熱材は枠材間にはめ

込むことによって施工でき
る。ステープル留めは必要
ない。  

設計・施工事例集
設計・施工のヒント（抜粋）

 大断面SST 

���������������������������������������������������������������������
���������������������������������������������������������������������
���������������������������������������������������������������������構成資材を可能な限り分別する

解体実験の実施

クロス剥がし

ガラ スの分離

石膏ボード釘抜き

スレート板釘抜き

塩ビ管の汚れ落とし
（再資源化の可能性の検証）
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図表 2-1-2-５ 建築物の地震防災技術情報ネットワーク構築 

 

 

 

Algeria Earthquake 5/21,2003, BBC News

建築物の地震防災技術情報ネットワーク建築物の地震防災技術情報ネットワーク：IISEEIISEE--netnet
Information Network of Earthquake Disaster Prevention Technologies　

□研究開発の背景□研究開発の背景 □国際地震工学センター□国際地震工学センター((IIS E E )IIS E E )にに
　期待される役割　期待される役割

□研究開発の概要□研究開発の概要

開発途上国において大規模地震災害が頻発
■社会基盤や経済基盤が脆弱
■地震防災に関する最新の技術情報が不足

■国際地震工学研修を通じた人材育成
■地震防災技術情報の効果的かつ継続的な発信

参考：研修修了生に対するアンケート調査結果(人)
継続的な情報収集の望ましい方法

4 9 4 8 4 6 4 6 3 9 2 6 7

5 9 4 6 4 0 3 3 3 2 3 0 1 0 2

0 % 2 0 % 4 0 % 6 0 % 8 0 % 1 0 0 %

IISEE

IISEEに期待すること

技術協力 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｲﾝﾀｰﾈｯﾄ 雑誌･論文 国際会議 個人的収集

研修継続 研究協力 情報発信ｾﾝﾀｰ情報発信ｾﾝﾀｰ 学位取得第3国ｾﾐﾅｰ 新研修ｺｰｽ
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インターネットを通じたインターネットを通じた
双方向の情報発信双方向の情報発信

情報集約情報集約

国際地震工学研修を通じた人的ネットワーク国際地震工学研修を通じた人的ネットワーク

地震活動や被害の理解地震活動や被害の理解
耐震基準の開発や改良耐震基準の開発や改良

地震活動や被害の理解地震活動や被害の理解
建築基準の開発や改良建築基準の開発や改良

地震被害履歴地震被害履歴
地震観測体制や施設地震観測体制や施設
建築耐震基準建築耐震基準
マイクロゾーニングマイクロゾーニング

途上各国の特徴理解途上各国の特徴理解
途上国向け技術開発途上国向け技術開発

■途上各国の地震防災研究を支援するため、
　建築物の地震防災技術情報をW ebで発信
■研修事業や研修修了生の人的ネットワーク
　を利用して情報を整備
■地震観測網､地震被害履歴､建築耐震基準､地震観測網､地震被害履歴､建築耐震基準､
　マイクロゾーニングマイクロゾーニングの4種類の情報を掲載
■各国の研究者や技術者との双方向の情報
　交換の場として活用

　地震観測網､Colombia　 地震被害履歴､Turkey

　建築耐震基準､Algeria

マイクロゾーニング事例､Iran
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□□W ebp ageW eb p ageの構築状況　の構築状況　URL: http://iisee.kenken.go.jp/net/index.htmURL: http://iisee.kenken.go.jp/net/index.htm

研究開発の成果研究開発の成果

□□W ebp ageW eb p ageの運用状況の運用状況

□研究者や技術者からの参照状況□研究者や技術者からの参照状況((平成平成1 41 4 年年66 月～平成月～平成1 51 5 年年55 月月))

■掲載情報量（計画／実施）
　地震観測網　　　　：約5 0箇国／5 0箇国（一部版権確認中）
　地震被害履歴　　　：約1 2 0箇国／1 2 4箇国
　建築耐震基準　　　：約5 0箇国／4 7箇国と我国の建築基準法改訂の関連資料を追加
　マイクロゾーニング：事例数都市とM Z手法整理／事例5都市､M Z手法と被害推定手法を整理

■データベース
地震被害履歴の管理･更新を効率的に実施可能
なデータ構造を検討､またデータ検索や図化機
能を追加

■インターフェース
国別や情報分野別の索引を設定．また複数国間
での情報比較が容易なようにデータ様式を統一

■一般公開
平成1 4年5月から公開開始．随時更新拡充

■双方向の情報交換
各国との情報交換にEメールや掲示板を活用

■持続的な運用のための工夫
研修プログラムと連携して情報を確認･更新
ニュースレターを発行して修了生との連携確保

■情報の拡充
関係機関のリンク集を追加して利便性を向上
所内の関連研究情報(応急危険度判定法等)を掲載
最新の地震解析情報を速やかに掲載
2 0 0 3 .1 C olim a, 2 0 0 3 .5 A lgeria, 2 0 0 3 .5 宮城沖,
2 0 0 3 ,5 In d on esiaなど

0

5 0

1 0 0

1 5 0

2 0 0

2 5 0

6 7 8 9 1 0 1 1 1 2 1 2 3 4 5

件
数

0

1 0 0

2 0 0
3 0 0

4 0 0

5 0 0

6 0 0
7 0 0

8 0 0

9 0 0

国
外
累
計

不明

国外

国内

国外累積

■アクセス件数
外部アクセス計1 0 2 0 件
(国内2 5 8件､国外2 6 3 件､国不明4 9 9件)
研修生を含む内部アクセス計2 6 3 3 件

■国外からの協力申し出や情報提供
Eメールにて2 5件
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◯ 以上の３課題の研究成果については、次のような活用を図った。 

・ 「市街地における防火性能評価手法の開発」については、市街地の防火機能を簡便に評価し、

また、個々の建物の延焼状況の計算が可能となる評価手法の開発を行ったものを地方公共団

体の密集市街地整備の政策ツールとして提示した。 

・ 「木造建築物の再資源化・資源循環化技術の開発」については、業界団体や民間企業と共同

して廃棄物発生抑制型の設計施工技術等の開発を行い、住宅メーカ、工務店等への普及を図

っている。 

・ 「建築物の地震防災技術情報ネットワーク構築」については、整備した建築物の地震防災技

術情報を双方向情報ネットワークを通じ途上国に発信しており、現在その活用が図られてい

る。 
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○また、研究開発の成果として、平成 1４年度の特許出願件数は６件で、特許登録件数は 2 件で

あった。 

図表 2-1-2-6 特許出願テーマ 

出願番号 出願形態 発明者 

特願２００２－１５１０８５ 共同出願 勅使川原正臣・楠浩一 

特願２００２－１９６６４２ 共同出願 山口修由 

特願２００２－２５２５４０ 単独出願 勅使川原正臣・楠浩一 

特願２００２－３１３１８０ 共同出願 勅使川原正臣 

特願２００２－３５３６５０ 共同出願 福山洋 

特願２００３－0１５６４３ 共同出願 田村昌仁 

 

 

図表 2-1-2-7 特許登録テーマ 

登録番号 出願形態 発明者 

特許第３３６４６３７号 共同出願 坊垣和明 

特許第３３２８６６３号 共同出願 長谷川直司 

 

 

◯ 平成１５年度の課題設定に当たっては、重点的研究開発の研究所全体又は各研究グループに

おける位置付けや、課題設定の方向性を明確化し、研究所全体で共有化するため、「研究所全

体の主要な目標」とこれに即応した「研究の視点」、「技術分野」、「研究目標」、これを実現す

るための具体的な「研究テーマ」といった新しい「研究開発戦略」の体系を検討した。 

 

 

（c）中期目標達成に向けた次年度以降の見通し 
◯ 今後も中期目標期間内において、以上の取組みを継続して行うことにより、研究開発の戦略

的かつ重点的な実施が可能となる見込みである。 
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（2）他の研究機関等との連携等 
① 共同研究の推進 

（中期目標） 

研究所が行う研究の関係分野、異分野を含め、国内外の公的研究機関、大学、民間研究機

関等との共同研究を本中期目標期間中の各年度において 30 件程度実施する。 

（中期計画） 

 外部の研究機関等との共同研究を円滑に実施するため、共同研究実施規程を整備するとと

もに、外部の研究機関との定期的情報交流の場の設置やその多様化を行うなど共同研究実施

のための環境を整備する。 

 また、海外の研究機関等との共同研究は、二国間の取極である科学技術協力協定等に基づ

いて行うこととし、共同研究の相手側機関からの研究者の受入れ、研究所の職員の海外派遣、

研究集会の開催及び報告書の共同執筆等を積極的に実施する。 

 以上の措置を通じて、共同研究について中期目標期間中の各年度において 30 件程度実施

することとする。 

（年度計画） 

 外部の研究機関との定期的情報交流の場等を通じて、共同研究に向けた研究体制の醸成を

図る。 

 また、海外の研究機関との共同研究を実施するとともに、海外におけるワークショップ等

の会議に職員を積極的に参加させ、報告書の共同執筆等を実施する。 

 本年度においては 30 件程度の共同研究を実施することとする。 

 

（a）年度計画における目標値設定の考え方 
◯ 共同研究に関し、外部の研究機関との情報交流が十分でなかっため、共同研究に向けた研究

体制の醸成が課題となっていた。そこで、共同研究実施のための環境を整備するための具体的

な方策として、平成 14 年度は、外部の研究機関との定期的情報交流の場等の活用が必要と考

えた。 

◯ 海外の研究機関との共同研究が少数であったため、その積極的な実施を推進することとした。

また、海外における会議への参加も、同様の理由により、積極的に推進することとした。 

◯ 中期目標に記載される目標（各年度 30 件程度）を確実に達成するために、平成 14 年度も

30 件程度の共同研究を実施することとした。 

 

 

（b）実績値及び当該項目に関する取組み状況 
◯ 平成１４年度においては、「共同研究規程」において、外部からの提案による共同研究の手続

きの明確化等を行うとともに、３５件（うち新規 21 件）の共同研究を実施した。 

 

 

 

 

 

 



 

- 45 - 

図表 2-2-1-1 『独立行政法人建築研究所共同研究規程』の概要 

独立行政法人建築研究所業務方法書第 4 条及び第 5 条に規定する共同研究の取り扱いを定めている。主な点は以下の

通り。 

・ 研究所は、審査会による審査の上、共同研究を実施する。 

・ 研究所は、共同研究を実施しようとするときには、共同研究者と共同研究協定を締結する。 

・ 共同研究課題については、所内研究員からの提案の他、外部からの提案も受け付ける。 

・ 共同研究者については、研究所が指定する場合の他、公募により広く募ることとする。共同研究者を指定する

場合の対象機関は、国公立機関、特殊法人等、独立行政法人、公益法人、NPO 法人、学会、業界を代表する協

会などを原則とする。 

・ 共同研究において発生した知的財産権については、研究所の共同研究者の持ち分を定め、それぞれの持ち分に

応じて所有する。 

・ 研究所は、共同研究の成果について、共同研究終了後速やかに公表することを原則とする。 
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図表 2-2-1-2 平成 14 年度に実施した共同研究テーマ 

課題名 
開始 

年度 

終了 

年度 
共同研究相手方 

日米共同構造実験研究 高知能建築構造システムの開発（その２）システム同定 H10 H14 民間企業 

日米共同構造実験研究 高知能建築構造システムの開発（その４）光ファイバセン

サの利用技術 
H10 H14 民間企業 

電気・磁気粘性流体を用いた適応建築構造の開発 H11 H14 民間企業３社、財団法人 

圧電・磁歪素子を用いた高知能建築部材の開発 H11 H14 民間企業 

セメント系エフェクタの開発 H11 H14 民間企業６社、社団法人 

木質複合建築構造技術の開発 H11 H15 
財団法人、協同組合 

社団法人 

木造建築物の再資源化技術の開発 H12 H14 社団法人 

鋼構造建築物の構造性能評価試験法に関する研究 H12 H14 社団法人 

屋外熱環境シミュレータによる設計支援技術の開発 H12 H14 
特殊法人、社団法人 

大学付属研究所 

新素材を用いたコンクリート構造の耐火性評価 H12 H14 民間企業２社 

性能を基盤とした建築物の設計・評価及び関連社会基盤に関する国際共同研究 H12 H16 社団法人 

住宅外構及び歩道の歩きやすさに関する研究 H13 H14 社団法人 

木造住宅における分別解体及び構成材料の再資源化に関する研究 H13 H14 
大学院、社団法人５団体 

他８団体 

木質材料の性能評価に基づく木質構造体の強度設計技術に関する研究 H13 H15 大学院 

疑似損傷を有する鉄骨５層試験体の構造特性の同定 H14 H14 大学付属研究所 

高知能建築構造システムの開発 H14 H14 
財団法人、社団法人 

独立行政法人 

ＭＲダンパーによる建築物の振動制御 H14 H14 独立行政法人 

液状化実験地盤の評法に関する研究 H14 H14 独立行政法人２団体 

2002年の台風6号に伴って発生した群馬県境町の竜巻による建築物の被害調査と

気流特性 
H14 H14 国立研究所 

解体・分別・再資源化容易な木造建物の施工・解体実験 H14 H14 民間企業、他１団体 

袋詰め効果を利用した建築廃棄物地盤等の有用性に関する研究 H14 H14 大学 

原子力施設の新システムによる免・制震化技術に関する共同研究 H14 H14 社団法人、民間企業７社 

スマート鉄骨を備えた鉄筋コンクリート(RC)の付着劣化と降伏の特性評価 H14 H14 独立行政法人 

光触媒の建築への応用に関する研究 H14 H15 
財団法人、社団法人 

独立行政法人 

既存ＲＣ造における鉄筋腐食度に関する研究 H14 H15 大学、特殊法人 

既存ＲＣ造の補修仕様に関する研究 H14 H15 大学、特殊法人 

住宅・建築におけるユニバーサル・デザインの研究 H14 H15 
大学２団体、専門学校 

民間企業２社 

共同住宅総合防犯システムの研究開発 H14 H15 財団法人 

木質ハイブリット構造物全体の長期的拳動の問題点抽出と対策検討 H14 H15 大学、大学付属研究所 

塗料及び壁装材料からホルムアルデヒド放散量の分析方法に関する研究 H14 H15 社団法人、他１団体 

水幕システムの性能評価試験法に関する研究 H14 H15 財団法人 

大型振動台による平面的に木質構造と他構造が組み 

合わさった構造の地震時挙動の解明 
H14 H15 独立行政法人 

建築物の地震リスク・マネジメント手法の開発および地震危険度の高い地域の建

築物の防災対策への適用 
H14 H16 特殊法人、民間企業７社 

耐火性複合構造の開発 H14 H16 県研究部 

特殊火災条件下における建築構造物の耐火性能評価法の開発 H14 H16 社団法人 
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図表 2-2-1-3 共同研究実施件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内 訳 FY10 FY11 FY12 FY13 FY1４ 

当該年度の実施件数 56 65 61 38 35 

 －うち、新規実施件数 23 35 22 8 21 

研究職員 1 人あたりの

実施件数 
0.49 0.59 0.53 0.61 0.54 

 

 

◯ 建築研究所が中心となって建築研究開発コンソーシアムを設立し（P.89～90 参照）、当研究

所を含む住宅・建築に係る幅広い共同研究体制を整備した。同コンソーシアムで共同研究の提

案がなされた１０のプロジェクトのうち、建築研究所においても９のプロジェクトに参画した。 

 

図表 2-2-1-4 建築研究開発コンソーシアムを通じて参画している共同研究 

（Ｈ15 開始するものを含む） 

プロジェクト名 提案会員名 

共同住宅総合防犯システムの研究開発 財団法人 

ＩＴを用いた居住環境・性能の向上に関する研究開発 財団法人 

特殊な火災外力が想定される地下空間における火災性状の解明と安全

性評価手法の開発 
（独）建築研究所 

建築物の地震リスク・マネジメント手法の開発および地震危険度の高い

地域の建築物の防災対策への適用 
（独）建築研究所 

室内空気質の簡易測定法の開発  （独）建築研究所 

①小規模低層建築物・戸建住宅建築に関する軟弱地盤対策のリスク・マ

ネジメント手法に用いる『戸建住宅地盤工学の確立』。 

②消費者ユーザーに対する『説明責任手法の確立』  

民間企業 

住宅用燃料電池の実用化に係る総合的開発研究 財団法人 

エネルギーと資源の自立循環型住宅に係わる普及支援システムの開発 （独）建築研究所 

キャパシタ蓄電システムによる分散型蓄電方式の住宅・建築への導入に

関する研究開発 
財団法人 
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◯ この他、海外研究機関との協定に基づき、共同研究を実施し、両者間で情報交換、会合を行

った。 

 

図表 2-2-1-5 海外との共同研究、協定等 

相手国 プロジェクト名 担当グループ 相手機関等 

米国 天然資源の開発利用に関する日米会議(UJNR)防

火専門部会 

防火研究グループ 米国国立標準技術研究所

(NIST) 

〃 天然資源の開発利用に関する日米会議(UJNR)耐

風･耐震構造専門部会 

構造研究グループ 〃 

〃 天然資源の開発利用に関する日米会議(UJNR)地

震調査専門部会 

国際地震工学センター 米国地質調査所(USGS) 

〃 性能指向型設計法の開発 所付 ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ大学ﾊﾞｰｸﾚｰ校 

〃 先進的な手法による鋼構造建築物の日米共同耐震

研究 

所付 〃 

〃 構造物と地盤の動的相互作用に関する日米ワーク

ショップ 

構造研究グループ 米国地質調査所 (USGS 

〃 木造建築物の地震時被害軽減 構造研究グループ 地震工学研究ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ大学

連合 

〃 地震後火災延焼性状予測モデルの開発 防火研究グループ 米国国立標準技術研究所建

築火災研究所 

〃 地震火災による潜在的危険の評価手法 防火研究グループ 〃 

〃 地震火災による被害軽減のための設計手法の開発 防火研究グループ 〃 

カナダ カナダ国立研究院建設研究所との研究協力 環境研究グループ 国立研究院建設研究所 

〃 木造建築物の耐震研究 構造研究グループ ﾌｫﾘﾝﾃｯｸ・ｶﾅﾀﾞ公社 

〃 先端技術の適用による低環境負荷快適住宅の創造 環境研究グループ 国立研究評議会建設研究所 

〃 軸組構造の信頼性設計法の開発 材料研究グループ ﾌﾞﾘﾃｨｯｼｭ･ｺﾛﾝﾋﾞｱ州立大学 

ＥＵ 建築構造物の耐震安全性の向上に関する研究 国際地震工学センター システム情報安全研究所 

（JRC） 

フランス 建築科学技術分野に係わる実施取り決め 建築生産グループ 建築科学技術センター 

ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ 建築物のﾗｲﾌｻｲｸﾙｺｽﾄ評価とその低減技術 材料研究グループ ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ技術研究ｾﾝﾀｰ建築

研究所 

〃 建築物の火災安全評価のための安全工学的手法 防火研究グループ 〃 

〃 建築物の応答低減 構造研究グループ 〃 

ｽｳｪｰﾃﾞﾝ 火災予測評価モデルの開発と材料燃焼性評価手法

の標準化 

防火研究グループ ﾙﾝﾄﾞ大学 

ﾎﾟｰﾗﾝﾄﾞ 低環境負荷型建築の技術開発 環境研究グループ ｸﾞﾀﾞﾆｽｸ工科大学 

〃 建築材料・家具の燃焼性状評価 防火研究グループ ﾎﾟｰﾗﾝﾄﾞ建築研究所 

ｵｰｽﾄﾗﾘｱ 建築構造基準の国際調和を目指した構造性能の評

価法に関する研究 

構造研究グループ ｵｰｽﾄﾗﾘｱ連邦科学研究機構

建築構造工学研究所 

中国 建築研究と関連技術開発に関する協定 企画部 中国建築科学研究院 

韓国 建設技術交流の分野における研究協力共同協定 材料研究グループ 韓国建設技術研究院 

〃 相互技術交流協力に関する協定 材料研究グループ 韓国施設安全公団 

 

 

 （c）中期目標達成に向けた次年度以降の見通し 

◯ 今後も、中期目標期間内において、共同研究の適切な実施を通じて、研究所外部からの知見・

ノウハウを積極的に導入し、新たな視点を得ることによって、より高度な研究が実現されると

ともに、研究者個人間での学術交流を通じて、研究成果の汎用性を向上させていくことが可能

であると考える。 
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② 研究者の受入れ  

（中期目標） 

国内外の公的研究機関、大学、民間研究機関等との人事交流等を拡充する。 

（中期計画） 

 国内からの研究者等については、交流研究員制度を創設し、積極的に受入れるものとし、

海外からの研究者の受入れについては、フェローシップ制度等を積極的に活用する。 

（年度計画） 

 客員研究員又は交流研究員として、国内の大学、民間等から 15 名程度の研究者の受入れ

を実施するほか、科学技術特別研究員制度により 5 名程度の研究者の受け入れを実施する。

また、海外からは 10 名程度の研究者の受入れを実施する。 

 これらに加え、連携大学院制度を活用し、内外の機関との研究交流を拡大する。 

 

（a）年度計画における目標設定の考え方 
◯ 本来研究業務に支障をきたさないことを前提に前年度までの実績を考慮し、国内の大学、民

間等からの１５名程度の客員研究員または交流研究員の受入れが適切であると考えた。 

◯ 同様の理由で科学技術特別研究員制度により５名程度、海外から１０名程度の研究者の受入

れが適切であると考えた。 

◯ 連携大学院制度は、当研究所の研究者を大学の併任教員・客員教員とし、大学院生が当研究

所等で指導を受けられる仕組みであり、これにより、大学院生の資質の向上を図るとともに、

官・学の研究者相互の研究交流を促進・拡大し、もって学術及び科学技術の発展に寄与するこ

とが必要と考えた。 

 

 

（b）当該年度における取組み 
◯ 重要な研究開発課題の推進のため、平成 14 年度に客員研究員制度を新たに創設し、国内外

の研究者の当研究所研究員の委嘱についての手続き等を定めた客員研究員規程を定めるとと

もに、1 名の研究者への客員研究員の委嘱を行った。 

 

図表 2-2-2-1 客員研修員の委嘱の流れ 

 
研究員が客員研究員候補を推薦

客員研究員審査会（会長：理事長）で審査

候補者及びその所属機関からの委嘱承諾

理事長から客員研究員の委嘱
（委嘱期間は1年以内。ただし更新可）

客員研究員を支援する客員研究員担当者を指名

委嘱業務に対し諸謝金等の支給
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◯ 国内の研究者の受入れについて、前年度創設した交流研究員制度により、平成 1４年度は 14

名の民間企業出身の交流研究員を受入れた。また、科学技術特別研究員制度により５名の研究

者を受入れた。 

◯ 海外からの研究者・研修生については、１５名（国際地震工学研修を除く。）を受入れた。 

◯ 連携大学院制度の促進・拡大を行うため、２大学と協定を結ぶための調整に入った。 

◯ 科学技術振興事業団の“重点研究支援協力員事業”について、「ヒートアイランド対策効果の

定量化に関する研究」が支援課題として採択され、平成 15 年 1 月から 5 年間にわたり３名が

派遣されることとなり、合計８名の研究協力員の派遣を受けることとなった。 

 

図表 2-2-2-2 研究者受入れ実績の推移（件数ベース） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（c）中期目標達成に向けた次年度以降の見通し 
◯ 今後も、中期目標期間内において、研究者の積極的な受入れを通じて、研究所外部からの知

見・ノウハウを積極的に導入し、新たな視点を得ることによって、より高度な研究が実現され

るとともに、研究者個人間での学術交流を通じて、研究成果の汎用性を向上させていくことが

可能であると考える。 

内 訳 FY10 FY11 FY12 FY13 FY1４ 

民間等からの受入れ 25 17 13 15 15 

科学技術特別研究員 2 1 3 3 5 

重点研究支援協力員 ― ― ― ５ ８ 

海外からの受入れ 48 38 41 22 15 

研究者受入合計 75 56 57 45 43 

【参考】所内研究

職員数 
114 111 116 62 65 

対所内研究職員比 0.658 0.505 0.491 0.726 0.662 
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（3）技術の指導及び研究成果の普及 
① 技術の指導  

（中期目標） 

 独立行政法人建築研究所法第 13 条により国土交通大臣の指示があった場合の他、災害そ

の他の技術的課題への対応のため、外部からの要請に基づき、若しくは研究所の自主的判断

により、職員を国や地方公共団体等に派遣し所要の対応に当たらせる等技術指導を積極的に

展開すること。  

（中期計画） 

 独立行政法人建築研究所法（平成 11 年法律第 206 号）第 13 条による指示があった場合

は、法の趣旨に則り迅速に対応する。そのほか、災害を含めた建築・都市計画関係の技術的

課題に関する指導、助言については、技術指導規程を整備し、公共の福祉、建築・都市計画

技術の向上等の観点から適切と認められるものについて積極的に技術指導を実施する。 

（年度計画） 

 前年度に整備した技術指導等業務規程に基づき、建築・都市計画関係の技術的課題に関す

る指導、助言を積極的に実施する。 

 

（a）年度計画における目標設定の考え方 
◯ 前年度に、中期目標の趣旨を実現するために整備した技術指導等業務規程に基づき、建築・

都市計画関係の技術的課題に関する積極的な指導、助言を行うことが中期目標の趣旨に合致す

ると考えた。 

 

 

（b）当該年度における取組み 
◯ 平成 1４年度においては、独立行政法人建築研究所法第 13 条に基づく国土交通大臣の指示

はなかったが、災害等の急を要する事態が発生した場合に、迅速に対応することが可能なよう

に緊急連絡体制を確立している。 

 

図表 2-3-1-1 独立行政法人建築研究所法第 13 条 

（国土交通大臣の指示） 

第十三条 国土交通大臣は、国の利害に重大な関係があり、かつ、災害の発生その他特別の事情により急施を要すると

認められる場合においては、研究所に対し、第十一条第一号または第二号の業務のうち必要な業務を実施すべきことを

指示することができる。 

 

 

◯ 公共の福祉、建築・都市計画技術の向上等の観点から適切と認められる依頼に対して技術指

導を行うこととし、平成 1４年度においては、独法後の技術指導体制の整備等が進んだ結果、

審査会、委員会及び講演会等への役職員の派遣（15９件）、書籍等の編集・監修（9 件）など

１68 件の技術指導が行われた。（平成 13 年度は 56 件） 
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図表 2-3-1-2 技術指導業務フロー 

申請者（依頼団体）

企画調査課 情報・技術課

研究グループ長等

理事長

実施職員
（研究員等）

契約職
（理事長）

出納職
（総務部長）

①依頼
・申請書
・業務計画書

⑤回答
・受諾書
・契約書

②決済

③承認

⑪収納通知

（受諾書写）

⑧完了通知(iii)契約通知

⑦完了報告書

⑥実施

⑨納入請求

⑩収納

④指名

（指名）

(ii)契約伺

（受諾書写）

(i)契約書

(i')契約情報

（配分予定額通知）

⑫（配分）

⑪'収納情報

※2

※3

※1

（⑧完了通知）
※3

 
 

（注）丸数字は業務全体の流れ、（）数字は契約業務の流れ 

※ 1：特に必要な場合 

※ 2：技術指導料を徴収しない場合 

※ 3：申請者の完了等の確認がなされている場合は省略可。 

 

図表 2-3-1-3 技術指導の例 

件名・内容 依頼者 指導担当 指導期間 

指定性能評価機関の評価業務 （社）全国鐵構工業協会 
建築生産 G 

1 名 

H14.4.1 

～H15.3.31 

PC 構造建築物等の自主審査事業に関わる技術指導 （社）プレハブ建築協会 
構造 G 

2 名 

H14.4.18 

～H15.3.15 

特許庁 建設 IT 技術に関する特許出願技術動向調査 民間企業 
建築生産 G 

1 名 

H14.9.1 

～H15.2.28 

階段棟での煙の流動と人の行動  民間企業 
防火 G 

1 名 

H14.9.12 

～H14.9.24 

指定性能評価機関の評価業務 （財）日本塗料検査協会 
材料Ｇ 

1 名 
H15.2.28 

  

 

◯ また、大学からの依頼により外部非常勤講師として、学生への指導を８大学において行った。 

 

図表 2-3-1-4 大学講師の例 

大学名 指導担当 担当科目 

京都大学 所付 研究指導 

筑波大学 構造Ｇ 地震防災 

千葉大学 環境Ｇ 環境工学 

東京理科大学 住宅都市Ｇ 都市計画 

工学院大学 住宅都市Ｇ 地震防災学 
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（c）中期目標達成に向けた次年度以降の見通し 
◯ 技術指導等を通じて依頼団体に対し的確なアドバイスを行い、これらの指導内容を依頼団体

が受入れ、かつ実践することによって、実際に建築・都市計画技術の向上に資することになる。

そのためには、指導内容の質・適時性・的確性の確保はもとより、依頼団体が抱えている課題

を的確に把握するとともに、実践・実行可能な指導を行っていく必要がある。 

◯ さらに今後、依頼団体側のニーズに的確に対応していく予定である。 
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② 研究成果の普及 
 ア）研究成果のとりまとめ方針及び迅速かつ広範な普及 

（中期目標） 

 研究成果の効果的な普及のため、国際会議も含め関係学会での報告、内外学術誌での論文

掲載、メディアへの発表を通じて広く普及を図るとともに、外部からの評価を積極的に受け

ること。併せて、研究成果の電子データベース化により外部からのアクセシビリティーを向

上させること。また、（1）②の重点的研究開発の成果については、容易に活用しうる形態、

方法によりとりまとめ、関連行政施策等の立案等への活用に資すること。  

（中期計画） 

 研究成果の普及については、重要な研究について、その成果を建築研究所報告にとりまと

めるとともに、毎年度 1 回公開の成果発表会を開催する。また、研究所の成立後速やかに研

究所のホームページを立ち上げ、旧建築研究所から引き継いだ研究及びその成果に関する情

報をはじめ、研究所としての研究開発の状況、成果をできる限り早期に電子情報として広く

提供する。その際、既往の多くのホームページとのリンクを形成する等により、アクセス機

会の拡大を図り、研究成果の広範な普及に努める。（1）②の重点的研究開発を含む研究成果

のとりまとめに際しては、公式の報告書と併せて、例えば、主に研究開発成果としての技術

の内容、適用範囲等の留意事項、期待される効果等に特化したとりまとめを別途行う等、国・

地方公共団体による技術基準等の策定、民間企業による建設事業、国民による住宅建設等に

容易に活用しうる形態、方法によるとりまとめを行い、関係行政部局や関係機関等に積極的

に提供する。また、毎年度 1 回研究施設の公開日を設け、広く一般に公開する。 

（年度計画） 

 近年の研究開発成果等に関する講演会を広く一般に公開して開催するほか、研究施設の公

開日を設け、広く一般に公開する。 

 また、研究所のホームページの改善及び一層の充実を図り、研究開発の成果等について電

子情報として広く提供する。 

 さらに、重点的研究開発のうち、成果の取りまとめ段階のものについては、その研究開発

内容のニーズに応じた成果の取りまとめを行い、積極的な情報提供を行う。 

 

（a）年度計画における目標設定の考え方 

◯ 従来から、建築研究所の成果を建築分野の専門家に普及することには実績を上げていたが、

広く一般への普及は必ずしも十分でなかったという背景があった。建築研究所の成果は、一般

市民にとっても有用なものがあることから、研究成果の効果的な普及の観点から、広く一般に

公開する講演会の開催や研究施設の一般公開を実施することが重要であると考えた。 

◯ 電子媒体で研究成果の報告を低コストで広く提供することが成果の効果的な普及に有効であ

ると考えるため、研究所のホームページの改善及び一層の充実を図ることとした。 

◯ 地方公共団体、民間企業、国民等に対し、成果をより効果的に還元することが有効であると

考えるため、ニーズに応じた成果の取りまとめを行うこととした。 

 

 

（b）当該年度における取組み 
 

◯ 建築研究所講演会を平成 1５年 3 月 5 日に一般公開の形で有楽町朝日ホールにて実施し、所

内研究者他による研究成果のプレゼンテーション等を行った（聴講者は 429 人）。 
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図表 2-3-2-1 建築研究所講演会の概要 

日時   ：平成 15 年 3 月 5 日（水）10 時～16 時 30 分 

基調テーマ：サステナブル社会における建築研究開発の現状と展望 

 

場所   ：有楽町朝日ホール（有楽町マリオン 11F） 参観者数 ：４２９人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究 G 発表テーマ 概 要 

－ 
建築研究所の研究開発

戦略 
建築研究所の今後のミッション等について概説した。 

－ 建築物の長期耐用化を考える 

建築生産 

①長期耐用型集合住宅

（SI 住宅）の建設・供

給技術 

長期耐用性をもつ良質な住宅ストック形成を目指したスケルトン・インフィル住宅（ＳＩ住宅）

の計画・建設技術及び多様化、高度化する住まい手のニーズに応えるＳＩ分離の新たな住宅供給

方式について紹介した。 

材料 
②既存集合住宅の老朽

度判定技術 

鉄筋コンクリート造集合住宅を対象とした構造躯体（スケルトン）および外装材等の老朽度判定

技術、管理組合でも行うことのできる点検の方法などについて紹介した。 

材料 
③ストック志向型改修

技術 

既存集合住宅をとりまく条件に基づき、適切で合理的な補修・改修技術を選択するための手法な

どについて紹介した。 

研究主幹 
④既存ストックの有効

利用 
既存建築物の有効活用に関する技術開発に対する当研究所の取り組みを紹介した。 

環境 

シックハウス等対策と

しての新たな換気設備

基準について 

ホルムアルデヒド等の化学物質による空気汚染問題に対処するために策定された新しい換気設

備基準について、関連する研究を進めてきた研究者の立場から解説するとともに、換気設備によ

る汚染質濃度の低減策を講じる際の技術的な留意点について最新の研究開発成果に基づき解説

した。 

防火 

市街地火災の延焼予測

のための次世代型シミ

ュレーション 

市街地火災延焼予測シミュレーションモデルの紹介を行うとともに、まちづくりの過程で本モデ

ルがどのように活用されるべきであるかについて言及した。 

木造住宅の耐震補強構

法技術コンペ表彰式 

優れた耐震補強構法を広く一般から募集する目的で「木造住宅の耐震補強構法技術コンペ」を実

施し、コンペに応募のあった 42 件のうち入賞構法について、受賞理由を紹介し、表彰した。 

構造 木造住宅の耐震改修の

促進をめざして 
－ パネルディスカッショ

ン － 

耐震改修の必要性を確認し、具体の耐震補強構法、耐震改修の普及を目的とした国、地方自治体

の取り組み、施工現場の実態について、現状の紹介、問題提起等をおこない、耐震改修の健全な

普及について討論した。 

 

研究 G ポスターセッション 概 要 

研究主幹 

こんなまちに住みたい 

－２１世紀の暮らしを

支える、まちの再生と

住まいのあり方を考え

る－ 

２回目の試みとして、懸賞論文「こんなまちに住みたい －２１世紀の暮らしを支える、まちの

再生と住まいのあり方を考える－」を実施し、表彰を行った。その内の最優秀３作品（国土交通

大臣賞、住宅生産団体連合会会長賞、建築研究所理事長賞）をパネル展示により紹介した。 

環境 

都市域における快適性

と安全性向上に資する

風系構造の解明 

都市域における複雑な風系構造を解明し建築都市の設計に役立てるため、環境・防火・構造の 3

分野で共同利用が可能な高精度かつ高密度な都市風シミュレータを開発しており、その研究成果

および今後の研究課題を分かりやすい絵で紹介した。 

材料 

解体・分別容易な木造

建築物についてのアイ

ディア 

平成１４年度に実施した「解体・分別容易な木造建築物についてのアイディアに関する提案募集」

に応募のあった中から入賞した４件についてパネル展示し、その内容を当研究所で行っている研

究開発課題の趣旨とあわせて紹介した。 

建築生産 
２１世紀、鋼構造技術

は何ができるか 

シンポジウム「２１世紀、鋼構造技術は何ができるか」の中で「鉄を使った新しい空間や機能を

持った建築」をテーマとした作品募集および「鉄を使った新しい空間や機能を持った建築を支え

る技術」をテーマとした論文募集が行われた。その内の入選６点（最優秀賞１点、優秀賞１点、

佳作４点）の作品を展示により紹介した。 

住宅・都市 携帯型情報端末による 市街地の状況を把握して基礎データを得るための調査として都市計画基礎調査を取り上げ、その
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現地調査支援システム

の開発 

中で実施される建築物に関する現地調査を支援するため、携帯型情報端末を利用したシステム 

City Surveyor を開発した。このシステムについて報告した。 

国際地震 
建築物の地震防災技術

情報ネットワーク 

当研究所において４０余年に渡る国際地震工学研修で得られた知見と人的ネットワークをもと

に、国際地震工学センターにおいて構築した開発途上国向けの情報提供システムについて紹介し

た。 

 

 

 

 

◯ 講演会当日、次年度以降の企画内容の検討の参考とするため、来場者に対しアンケート票を

配布し、アンケート調査を行った。結果を以下に示す。 

 

 

図表 2-3-2-２ 建築研究所講演会・来場者アンケート分析結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１　回答者属性（職業）
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図２　回答者属性（年齢層）
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図３　講演会を何で知ったか
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図４　講演時間
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図５　発表の仕方
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図６　投影画面の文字
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官公庁 
職 業  

大学・ 

学校 

設計 

事務所 

建設・ 

製造業 

その他 

一般 

新聞雑誌 

マスコミ 

公益 

法人 

公庫公団 

事業団 国 自治体 
計 

４ ２０ １０１ ２０ ７ １2 ９ 1０ ３４ 21７ 
アンケート回答数 

聴講

した 

興味

あり 

聴講

した 

興味

あり 

聴講

した 

興味

あり 

聴講

した 

興味

あり 

聴講

した 

興味

あり 

聴講

した 

興味

あり 

聴講

した 

興味

あり 

聴講

した 

興味

あり 

聴講

した 

興味

あり 

聴講 

した 

興味 

あり 

＜課題発表＞                     

１．①長期耐用型集合住宅（SI 住宅）の建設・

供給技術 3 1 9 8 82 45 9 5 4 4 7 7 8 5 10 5 31 16 163 96 

②既存集合住宅の老朽度判定技術 3 1 9 7 81 31 10 5 3 3 7 8 8 5 10 6 31 16 162 82 

③ストック志向型改修技術 3 1 9 8 79 36 11 5 2 3 7 8 8 6 10 4 31 15 160 86 

④既存ストックの有効利用 3 1 9 9 78 37 11 3 2 3 6 7 8 7 10 8 31 15 158 90 

２．シックハウス等対策としての新たな換気設備

基準について 3 2 10 8 74 54 17 13 5 5 7 5 6 4 8 7 30 18 160 116 

３．市街地火災の延焼予測のための次世代型シミ

ュレーション 3 3 9 6 57 20 11 3 3 1 9 3 5 1 4 1 31 11 132 49 

４．木造住宅の耐震補強構法技術コンペ表彰式 1 0 16 7 41 12 11 3 4 2 7 2 6 3 3 0 26 8 115 37 

５．木造住宅の耐震改修の促進をめざして 
－ パネルディスカッション － 1 1 14 10 42 31 11 8 4 3 7 4 5 3 3 2 25 15 112 77 

＜ポスターセッション＞                     

１．こんなまちに住みたい －２１世紀の暮らし

を支える、まちの再生と住まいのあり方を考

える－ 2 1 3 1 30 17 4 3 2 1 2 2 1 3 4 4 11 4 59 36 

２．都市域における快適性と安全性向上に資する

風系構造の解明 2 0 4 1 22 12 2 0 0 0 2 0 0 1 2 1 10 3 44 18 

３．解体・分別容易な木造建築物についてのアイ

ディア 2 2 3 1 31 25 4 2 1 1 2 1 0 1 3 1 15 8 61 42 

４．２１世紀、鋼構造技術は何ができるか 2 0 5 0 16 6 1 0 1 1 2 0 0 0 2 2 6 2 35 11 

５．携帯型情報端末による現地調査支援システム

の開発 2 1 3 1 17 3 2 0 2 1 2 0 0 0 2 0 11 3 41 9 

６．建築物の地震防災技術情報ネットワーク 2 1 5 2 22 11 2 0 0 0 2 0 1 0 2 1 11 6 47 21 

 

■アンケート調査の回答の全体傾向 

◯ 職業が建設・製造業の方が、もっとも多く、次いで自治体の方が多く聴講されている。 

◯ 後半に行くほど、聴講者（アンケート回答者）が減少している。 

◯ シックハウス等対策や木造住宅の耐震改修といった消費者に近い話題が好評だった。 

 

■アンケート調査の回答の発表課題毎の傾向 

◯ 「建築物の長期耐用化を考える・」は、聴講者も多く、幅広い職業の方が興味を示している

が、設計事務所やマスコミ、公益法人の興味が高い。 

◯ 「シックハウス等対策としての・・・」は、今回の講演会の中で一番興味をもたれた課題で

あり、全ての職業の方が興味を示している。 

◯ 「市街地火災の延焼予測の・・・」は、都市計画に関連する課題であるが、国、自治体や設

計事務所の興味はそれほど高くない。 

◯ 「パネルディスカッション」は、聴講者は多くないものの、幅広い職業の方が興味を示して

おり、特に設計事務所や建設業・製造業の興味が高い。 

 

→全体として来場者の評価はきわめて高いが、「公演時間が短い」「投影画面の文字の改善」

を回答したものが 2～３割あるとともに、ポスターセッションで「興味あり」が少ない

ものもあることから、来年に向けさらに改善を図ることとしている。 
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◯ ホームページについては、トップページの構成や表記を全面的に見直して、研究所の情報が分

かりやすくなるよう改良を行うとともに、記者発表資料や取得特許に関する情報、研究員個人

の活動情報等を新たに追加した。この結果、ホームページ閲覧者のアクセス数も向上している。 

 

図表 2-3-2-３ 建築研究所ホームページ（http://www.kenken.go.jp/japanese/index.html） 

 

ホームページへの月間アクセス数平均   

平成 12 年度  83,857 件 

平成 13 年度 136,531 件 

平成 1４年度 182,178 件 

 

 

 

 

 

◯ 科学技術週間にあわせて、平成 1４年 4 月１９日に研究所を一般に公開したところ、１１５

名の参観者が研究所を訪れた。また、つくばちびっ子博士 2002 事業に伴う 7 月２０日～１

０月 1３日の一般公開では、９３名の参観者が研究所を訪れた。このような一般公開以外にも、

平成 1４年度に延べ３７７名の見学者を受け入れた。 

 

 

 

 

図表 2-3-2-4 建築研究所一般公開の概要 

1． 科学技術週間（4/15～4/21）に伴う一般公開 

 公開日 平成 1４年 4 月 1９日（木） 

 内容 ３施設を公開し、施設の概要、実験内容等の説明、実験風景の再現等を行った。 

 参加者数 １１５人 

トップページ 
・What's New: 新着・更新情報 

・Information: イベント情報などのお知らせ、中期計画などの公表事項、

研究所紹介 

・Research Related Contents: 

        活動概要、出版物、研究評価、関連リンク集など 

月別アクセス件数の推移

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月
１０月

１１月
１２月

１月 ２月 ３月

月
ア

ク
セ

ス
件

数

平成１２年度

平成１３年度

平成１４年度



 

- 59 - 

2．つくばちびっこ博士 2002（7/20～10/13）に伴う一般公開 

目的 21 世紀を担う子供たちに、つくばの科学技術に触れてもらい、科学技術に対する関心を高め、「夢と希望に

満ちた未来」を考える手がかりとすること 

主催 つくばちびっ子博士実行委員会、つくば市・つくば市教育委員会 

期間 平成 1４年 7 月 20 日（土）～10 月 13 日（日） 

参加資格 市内外の小学４～６年生・中学１～３年生 

公開施設 展示館 月曜日～金曜日（土、日、祝日を除く） 10:00～12:00、13:00～16:00 

 

施設見学 Ａコース（建築音響実験棟、ばくろ試験場、実大構造物実験棟） 3 日 

Ｂコース（建築環境実験棟、建築基礎・地盤実験棟、ユニバーサルデザイン住宅） 2 日 

Ｃコース（通風実験棟、クリープ実験棟、火災風洞実験棟） 3 日 

 参加者数 ９３名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◯ ２１世紀鋼構造フォーラム「２１世紀、鋼構造技術は何ができるか」 

日本鋼構造協会と日本鉄鋼連盟の共催の下、鋼構造建築が今後何をなすべきか、また何がで

きるかを現在および近未来技術、社会経済の潮流を見据えながら展望する”ことを目的にシン

ポジウム「21 世紀、鋼構造技術は何ができるか」を主催した。 

会期：平成 14 年 11 月 7 日（木）～8 日（金） 

場所：クロスタワーホール 

本シンポジウムは、本研究所研究員が主体的に参加し、フォーラムからの提案発表、一般公

募者からの提案発表や公開審査会、パネルディスカッション、招待講演など多彩なプログラム

を実施した。 

参加者内訳：  

 官公庁 
ゼネコン･

ファブ 
建築事務所 鉄鋼ﾒｰｶｰ 教員・学生 その他 計 

11 月 7 日 ７ ６１ ４０ ３６ １６ ９ １６９ 

11 月 8 日 ８ ５８ １６ ２８ ８ １３ １３１ 

 

 

◯ 都市型集合住宅の長期耐用・再生技術に関する講演会 

100 年以上の長期耐用性をもつ集合住宅としてのスケルトン・インフィル住宅の計画技術

や供給手法、既存ストック長命化のための調査・診断技術や改修技術とともに、老朽マンショ

ンの円滑な建替え手法についての研究成果の発表を中心とした講演会を国土技術政策総合研究

所と共催で実施した。 
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日時：平成 14 年 12 月 20 日（金）１３：００から１６：４０まで 

場所：すまい・るホール（住宅金融公庫本店１階） 

参加者数：３１6 名 

 

◯ 「振動台による木造建物の倒壊実験」、「大型地盤作製と地盤品質に関する公開実験」、「木造

住宅における分別解体及び再資源化に関する実大実験」、「特殊な火災外力を想定した自動車燃

焼実験」等の成果や実験の様子を一般に公開した。 

 

木造住宅における分別解体及び再資源化に関する実大実験    特殊な火災外力を想定した自動車燃焼実験 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◯ パンフレット 

当研究所の業務内容を広く一般に周知するため、施設見学会や講演会など研究所における各種

行事の機会をとらえ、パンフレットの配布を行った。 

 

 

（c）中期目標達成に向けた次年度以降の見通し 
◯ 研究成果を効果的に普及するための方策として、研究所における研究成果について、外部か

らのアクセシビリティの向上等を通じて、研究者、行政担当者等の外部主体による成果の活用

を一層促進する必要があると考える。 
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 イ）論文発表、メディア上での情報発信等 

（中期目標） 

 研究成果の効果的な普及のため、国際会議も含め関係学会での報告、内外学術誌での論文

掲載、メディアへの発表を通じて広く普及を図るとともに、外部からの評価を積極的に受け

ること。併せて、研究成果の電子データベース化により外部からのアクセシビリティーを向

上させること。また、（1）②の重点的研究開発の成果については、容易に活用しうる形態、

方法によりとりまとめ、関連行政施策等の立案等への活用に資すること。  

（中期計画） 

 研究成果は、学会での論文発表のほか、査読付き論文等として関係学会誌、その他専門技

術誌への積極的な投稿により周知、普及させる。また、研究成果のメディアへの公表方法を

含めた広報基準を定め、積極的にメディア上での情報発信を行う。さらに、研究成果に基づ

く特許等の知的財産権や新技術の実用化と普及を図るための仕組みを整備する。なお、特許

の出願や獲得に至る煩雑な手続き等に関し、出願した職員を全面的にバックアップする体制

を構築する。 

（年度計画） 

 研究成果について論文としてとりまとめ、建築学会等の関係学会等に発表するほか、研究

開発の成果等について、メディアへの積極的な広報を行う。 

 また、研究成果に基づく特許等の知的財産権や新技術の実用化と普及を図るため、職務発

明取扱規程を早急に整備し、出願者をバックアップする体制を強化する。 

 

（a）年度計画における目標設定の考え方 
◯ 研究成果の効果的な普及に有効であると考えるため、建築学会等の関係学会等での論文発表

を推進することとした。 

◯ 従来から、建築研究所の成果を建築分野の専門家に普及することには実績を上げていたが、

広く一般への普及は必ずしも十分でなかったという背景があった。建築研究所の成果は、一般

市民にとっても有用なものがあることから、研究成果の効果的な普及の観点から、広く一般に

メディアを通じて広報を行うことが重要であると考えた。 

◯ 知的財産権や新技術の実用化と普及をより促進させるため、未整備であった職務発明取扱規

程を早急に整備することが必要と考えた。 

 

 

（b）当該年度における取組み 
◯ 研究成果について、論文等としてとりまとめ、建築学会論文集等で６１０件を発表した。 
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図表 2-3-2-5 論文発表件数 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

内 訳 FY10 FY11 FY12 FY13 FY14 

論文発表件数合計 554 699 663 479 610 

研究職員 1 人あたり件数 4.9 6.3 5.7 7.7 9.4 

 

 

 

 

 

 

図表 2-3-2-6 学会等での論文発表件数の内訳 

 査読付論文 梗概集 その他 合計 

日本建築学会 30 151 18 199 

地盤工学会 10 13 1 24 

日本木材学会 21 1 0 22 

空気調和・衛生工学会 1 9 0 10 

日本コンクリート工学協会 5 1 2 8 

地理情報システム学会 1 5 2 8 

日本風工学会 5 0 2 7 

日本火災学会 0 5 1 6 

土木学会 1 4 1 6 

日本建築仕上学会 0 3 2 5 

日本音響学会 0 4 1 5 

地球惑星科学関連学会 0 3 2 5 

日本地震学会 0 2 2 4 

日本材料学会 2 0 1 3 

木質構造研究会 0 1 2 3 

日本行動計量学会 0 2 0 2 

日本福祉のまちづくり学会 1 1 0 2 

地域安全学会 0 0 2 2 

日本木材加工技術協会 2 0 0 2 

溶接学会 0 0 2 2 

都市住宅学会 1 0 1 2 

その他 13 30 10 53 

合 計 93 235 52 380 

 

FY14 の内訳 件数 

学会等で発表 380 

外国語で表記 94 

雑誌等に掲載 58 
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◯ 研究開発の内容や成果について、建築研究所ニュースとしてメディアへの広報活動を積極的

に実施した（平成 14 年度中に延べ 33 件）。 

また、住宅環境、ヒートアイランド、火災等事故等広く社会に関係する分野を中心にテレビ、

新聞等のマスメディアを通じた情報発信を行った。 

 

図表 2-3-2-7 メディアへの主な情報発信 

発表日 発表件名 テレビ局、掲載誌等 担当 G 

 
「みのもんたのサタデーズバッと」超高層建物とヒートア

イランドの影響 
6/15TBS テレビ 環境 

 
NHK スペシャル「ヒートアイランド～今東京で何が起き

ているか～」 
6/29NHK 総合テレビ 環境 

 ETV2002 スペシャル「東京・ヒートアイランド」 7/10NHK 教育テレビ 環境 

 
小学校 5 年理科サイエンスゴーゴー 

台風 強風発生装置での実験 
8/28 他 NHK 教育テレビ 材料 

 
生活ほっとモーニング 

北陸 魅力満載暮らしの知恵結露を防ぐ冬の快適暖房術 
11/15NHK 総合テレビ 環境 

 政府広報 明日への架け橋「住宅性能表示制度」 11/23CS 朝日ニュースター 材料 

 危機一髪！ＳＯＳ 12/2 フジテレビ 防火 

 NHK ニュース 1/9NHK 総合テレビ 構造 

 ワッツニッポン 2/22 フジテレビ 防火 

14.3.14 
木造住宅における分別解体及び構成資材の再資源化に関

する実大実験 住宅構成資材の資源循環を企図して 

4/15,5/15 工務店経営、4/15 

Roof&Roofing、4/25 Housing Tribune、日

経ホームビルダー5 月号、9/2 日経アーキテク

チャー 

材料 

14.4.11 
解体・分別・再資源化しやすい枠組み壁工法建築物の施

工・解体実験 モデル試験棟の解体実験 

4/17 住宅産業新聞、4/25 日刊木材新聞、

4/26 日本経済新聞、5/11 日刊木材新聞、

4/29 週間循環経済新聞、5/30 解体リサイク

ル全科 

材料 

14.4.11 
「21 世紀 鋼構造フォーラム」並びに、シンポジウム「21

世紀、鋼構造技術は何ができるか」について 

新建築 5 月号、4/18 鉄鋼新聞、産業新聞、5/5

検査機器ニュース、5/6 週間鋼構造ジャーナル、

5/7 溶接ニュース、11/18 週間鋼構造ジャー

ナル 

建築生産 

14.6.21 「こんなまちに住みたい」懸賞論文募集の実施について 
6/26 住宅産業新聞、日経ホームビルダー8 月

号、7/20 新建ハウジング 
住宅・都市 

14.6.17 建築研究開発コンソーシアムの設立について 

6/17、6/20、7/26 建設通信新聞、6/20、

7/26 建設工業新聞、6/22、7/27 日刊木材

新聞、6/26、7/31 住宅産業新聞、7/4、7/26

日本冷凍冷房新聞 

企画 

14.6.25 
解体・分別容易な木造建築物についてのアイディアに関す

る提案募集 

7/3 住宅産業新聞、7/6 日刊木材新聞、日経ホ

ームビルダー8 月号 
材料 

14.10.11 大型地盤作成と地盤品質に関する公開実験 

10/15 建設通信新聞、10/16 北海道建設新

聞、10/31 日本冷凍冷房新聞、11/6 読売新

聞 

構造 

14.10.18 特殊な火災外力を想定した自動車燃焼実験 11/20 日刊工業新聞 防火 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H15.1.9 NHK ニュース 
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H14.11.23 政府広報 明日への架け橋 

住宅性能表示制度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H14.11.15 生活ホットモーニング 

冬の快適暖房術 

 



 

- 65 - 

 

 

H15.２.21 ワッツ！？ニッポン 

韓国地下鉄火災 ガソリン炎上実験 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H14.4.26 日本経済新聞  

 

 

 

        H14.11.20 日刊工業新聞 

 

 

 

 

                                  H14.11.6 読売新聞 
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◯ 発明者の権利を保証し知的財産権を適正に管理して、発明等の促進及びその成果を図るため

職務発明取扱規程を整備し、研究者への職務発明補償のルール（発明による収入の 1/2～1/4

を発明した研究員に金銭還元する）を作り、研究員の職務発明に対するインセンティブの向上

を図った。 

 

図表 2-3-2-8 職務発明取扱規程、職務発明に対する補償金の支払要領（抜粋） 

独立行政法人建築研究所職務発明取扱規程 

第13条 理事長は、第 9 条の法定申請事務より知的財産権が登録されたとき及び第 10 条の指定ノウ

ハウを指定したときは、職務発明に対する補償金の支払要領（以下、「補償金支払要領」とい

う。）に基づき、職務発明者に対して登録補償金を支払う。 

第14条 理事長は、知的財産権の実施により研究所が収入を得たときには、補償金支払要領に基づき、

職務発明者に対して実施補償金を支払う。 

第15条 理事長は、知的財産権を譲渡することにより研究所が収入を得たときには、補償金支払要領

に基づき、職務発明者に対して譲渡補償金を支払う。 

 

職務発明に対する補償金の支払要領 

第2条 規程第 13 条に定める登録補償金の額は、次表のとおりとする。 

 

 

 

 

第3条 規程第 14 条及び規程第 15 条に定める実施補償金及び譲渡補償金の額は、次表の算定式に

より算出する。なお、収入額とは、実施契約等に基づく研究所の一の事業年度収入の実績と

する。 

 

 

 

 

 

発明等の区分 補償額 

発明等 権利登録 1 件につき、10,000 円 

収入額の範囲区分 補償額算定式 

1,000,000 円以下 収入額×100 分の 50 

1,000,000 円超 500,000 円＋（収入額―1,000,000）×100 分の 25 

 

 

（c）中期目標達成に向けた次年度以降の見通し 
◯ 研究成果を効果的に普及させるためのひとつの方策として、多くの研究者、業界関係者等を

対象とする学術誌や広く国民が目にするメディアを通じて、建築研究所が行っている研究開発

の成果について積極的に情報発信することが考えられる。これらを通じて外部から評価を受け

ることにより、研究所が行う研究開発をさらに高度化させることが可能であると考えている。 

◯ 今後も中期目標期間内において、論文、メディアを通じた研究成果の普及について積極的に

推進していく予定である。 
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 ウ）研究成果の国際的な普及等 

（中期目標） 

 研究成果の効果的な普及のため、国際会議も含め関係学会での報告、内外学術誌での論文

掲載、メディアへの発表を通じて広く普及を図るとともに、外部からの評価を積極的に受け

ること。併せて、研究成果の電子データベース化により外部からのアクセシビリティーを向

上させること。また、（1）②の重点的研究開発の成果については、容易に活用しうる形態、

方法によりとりまとめ、関連行政施策等の立案等への活用に資すること。  

（中期計画） 

 研究成果を広く海外に普及させるとともに各種規格の国際標準化等に対応し、また研究開

発の質の一層の向上を図るため、職員を国際会議等に参加させるとともに、可能な限り海外

研究機関へ派遣できるよう、各種制度のより積極的な活用を行う。また、海外からの研究者

の受入れ体制を整備し、研究環境を国際化する。  

 さらに、国際協力事業団の協力を得て、開発途上国の研究者等を積極的に受入れ、指導・

育成を行う。また、国際協力事業団の専門家派遣制度を活用し、諸外国における技術調査、

技術指導を実施する海外研究機関への職員の派遣を推進する。 

（年度計画） 

 研究成果を広く海外に普及させるとともに各種規格の国際標準化等に対応し、また研究開

発の質の一層の向上を図るため、職員を国際建築研究情報会議等の国際会議等に参加させる

とともに、可能な限り海外研究機関へ派遣する。また、海外からの研究者を積極的に受け入

れる他、研究所として国際会議等を開催・支援する。 

 さらに、国際協力事業団等の協力を得て、開発途上国の研究者等を積極的に受け入れ、指

導・育成を行うとともに、専門家派遣制度等を活用し、諸外国における技術調査、技術指導

を実施する海外研究機関への職員の派遣を行う。 

 

（a）年度計画における目標設定の考え方 
◯ 研究成果の広く海外への普及、国際標準化への対応及び海外の最新の情報の入手等研究開発

の質の向上に有効であると考えられるため、職員を国際建築研究情報会議等の国際会議へ参加

させることともに、職員を海外研究機関へ派遣することとした。 

◯ また、加えて研究所として国際貢献を図る観点から、海外からの研究者を積極的に受け入れ

るとともに、可能な限り、国際会議等の開催・支援を行うこととした。 

◯ さらに、開発途上国への技術協力が重要であるとの観点から、開発途上国からの研究者を積

極的に受け入れるとともに、専門家派遣制度等を活用、職員を海外研究機関へ派遣することと

した。 

 

 

（b）当該年度における取組み 
◯ ISO（国際標準化機構）や CIB（建築研究国際協議会（国際建築研究情報会議を改称））など

の国際会議に延べ 55 名参加させたほか、海外での調査に 10 名を派遣した。また、海外研究

機関へ１人の研究者を派遣した。 
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図表 2-3-2-9 国際会議等への派遣実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-3-2-10 国際会議等への派遣例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◯ 一方、海外からの研究者の受入れについては、各研究グループの通常研究費による招聘や、

外部機関からの委託による受入れ等、10 名の研究者を受入れ、JICA（国際協力事業団）の協

力を得て 5 名の海外の研究者等を受入れ、計 15 名の指導・育成を行った。 

 

図表 2-3-2-11 海外からの研究員の受入れ実績 

国 名 所 属 受入期間 受入先 研究内容 

韓国 
忠南大学校産業技術

研究所 

12.12.21～

14.12.20 
材料 韓国と日本におけるｺﾝｸﾘｰﾄの使用材料の品質比較及び性質規定に関する研究 

ｱﾙｼﾞｪﾘｱ 国際協力事業団講師 
13.4.01～ 

15.10.14 
構造 偏心を有する鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造ﾋﾟﾛﾃｨ建築物の耐震性能向上に関する研究 

米国 デューク大学 
14.6.28～ 

14.8.10 
構造 磁気粘性流体を用いた可変ダンパー等による建設構造の振動制御 

米国 デューク大学 
14.7.2～ 

14.8.23 
構造 磁気粘性流体を用いた可変ダンパー等による建設構造の振動制御 

研究 G 渡航先国 期間 渡航先目的 

防火 米国 
H13.2.1～

H15.1.31 
火災プルームの巨視的性状に関する研究 

材料 ドイツ 
H14.4.6～

H14.4.11 

CIB TG39(建築物の解体・再利用)第３回年次会議

出席 

所付 スペイン 
H14.4.27～

H14.5.3 
ISO/TC59(建築物の建設)SC16 出席 

構造 米国 
H14.5.12～

H14.5.20 
UJNR 耐風耐震構造専門部会本委員会出席 

防火 チェコ 
H14.9.14～

H14.9.23 
ISO/TC92/SC2 火災安全 

材料 ノルウェー 
H14.9.22～

H14.9.27 
持続的建築 2002 国際会議出席・論文発表 

構造 米国 
H14.10.2～

H14.10.6 

「ラテンアメリカにおける学校建物の耐震安全性－

その枠組みと国際戦略－ワークショップ」での講演

および討議。 

所付 中国 
H14.10.18～

H14.10.23 
中国・最適な人間居住・環境に関する国際セミナー 

材料 カナダ 
H14.11.30～

H14.12.19 

日加科学技術協定「軸組構造の信頼性設計法の開発」

に関する研究打ち合わせ 

国地 米国 
H14.12.6～

H14.12.10 
米国地球物理学連合 2002 年秋季大会出席 
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米国 デューク大学 
14.6.10～ 

14.8.10 
構造 磁気粘性流体を用いた可変ダンパー等による建設構造の振動制御 

米国 カリフォルニア大学 
14.7.2～ 

14.8.21 
構造 

鉄骨二階建物の加動的実験により、建物の偏心率とねじれ応答の関係を検討す

る。数個の加速度計を用いた既存建物の残余耐震性能判定装置の開発。 

ﾃﾞﾝﾏｰｸ アールボウ大学 
14.7.13～ 

14.12.10 
環境 

建物の開口部が壁面風圧に及ぼす影響、開口部を通過する風量、建物周囲の気

流分布に関して 

ﾙｰﾏﾆｱ 
ブカレスト土木工科

大学 

14.8.20～ 

14.10.4 
建築生産 ルーマニア国「地震災害軽減計画」プロジェクト C/P 研修 

韓国 
韓国施設安全技術公

団(KISTEC) 

14.9.25～ 

14.12.20 
材料 日本における補修・改修技術、目的指向型耐久設計について 

タイ 
建築規制委員会事務

局 

14.9.30～ 

14.10.04 
防火 タイ国建築住宅分野研修員 C/P 研修 

ﾙｰﾏﾆｱ 
ブカレスト土木工科

大学 

14.10.4～ 

14.12.20 
建築生産 

建築物の耐震補強技術に関わる構造実験耐震強度補強技術構造実験システムの

導入と運営手法 

ﾙｰﾏﾆｱ 
ブカレスト土木工科

大学 

14.10.4～ 

14.12.20 
建築生産 

RC 建築物の耐震補修・補強技術に関わる構造実験耐震診断技術、耐震改修法

技術耐震診断技術指針作成法 

ｷﾙｷﾞｽﾀﾝ 
キルギスタン国立ア

カデミー 

14.11.12～ 

14.11.20 
国地 キルギスタンにおける地震計観測網の設計に関する議論 

ｶｻﾞﾌｽﾀﾝ 
カザフスタン国立地

震研究所 

15.1.20～ 

15.2.06 
国地 防災対策事例視察、地震防災研究期間の活動および運営・管理 

カナダ 
ブリティッシュ・コ

ロンビア州立大学 

15.3.19～ 

15.3.23 
材料 「大都市大震災軽減化特別プロジェクト」の共同研究打ち合わせ 

 

 

◯ さらに、JICA 専門家派遣制度により、延べ 1３名の職員を海外研究機関へ技術協力のため派

遣した。 

図表 2-3-2-12 海外への研究員の派遣実績（専門家派遣制度） 

派遣研究

員所属 
渡航先国 期  間 渡航先目的 

国地 フィリピン H14.4.3～4.13 フィリピン国マニラ首都圏地震防災対策計画調査(事前調査(I/A 協議)) 

所付 イラン H14.4.3～4.18 イラン国テヘラン市総合地震防災及び管理計画調査(事前調査(S/W 協議)) 

国地 ルーマニア H14.6.22～6.30 ルーマニア地震災害軽減計画プロジェクト事前評価調査 

所付 インドネシア H14.7.14～7.20 第三国研修 

構造 ルーマニア H14.7.27～8.3 建築物地震災害軽減プロジェクト実施協議調査団 

所付 フィリピン H14.8.26～8.31 フィリピン国マニラ首都圏地震防災対策計画調査 

国地 カザフスタン H14.9.20～10.2 チーム派遣・アルマティ市における地震防災及び地震リスク評価に関するモニ

タリング向上プロジェクト・終了時評価調査団 

国地 カザフスタン H14.9.20～10.2 チーム派遣・アルマティ市における地震防災及び地震リスク評価に関するモニ

タリング向上プロジェクト・短期派遣専門家（強震観測） 

住宅都市 インドネシア 
H14.10.14～

10.19 
インドネシア国住宅人間居住政策・在外技術研修講師 

構造 ペルー H14.11.1～11.17 鉄筋コンクリート造の耐震補強技術に関する技術指導 

国地 トルコ H15.118～1.25 トルコ・地震工学在外技術研修講師 

防火 タイ H15.118～1.26 タイ国建設防火システム開発計画調査（第 2 年次） 

所付 タイ H15.2.24～3.5 アジア太平洋障害者センタープロジェクト・短期派遣専門家（バリアフリー環

境） 
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◯ 特にルーマニアについては、技術協力の結果、平成

14 年地震災害軽減センター（National Center for 

Seismic Risk Reduction）が開設され、ルーマニア

の地震災害軽減の体制の整備に貢献した。 

 

 

 

 

地震災害軽減センター開所式 

 

○国際会議の主催・共催 

＜主催＞ 

・第 3 回目日米合同技術調整会議（高知能建築構造に関する日米共同大型実験研究） 

日米共同大型実験研究に関し日米両国における研究推進状況の確認、情報交換、共同研究

の調整を行った。 

・日加住宅 R＆D ワークショップ第 3 回専門家会合 

平成 15 年度に開催する第 6 回日加住宅 R＆D ワークショップにおいて実務家に公表・提

供する予定の「結露防止ガイドライン」を日加が共同して作成するための作業を行った。 

＜共催＞ 

・ＣＩＢ-2002 都市再生東京会議 

様々な国からの参加者を得て、21 世紀に向けた都市再生のあり方を議論するため

CIB-2002 都市再生東京会議を共催した。 

当研究所はＣＩＢの日本代表を務める機関として会議を共催し、２編の論文を発表した。 

 

 

（c）中期目標達成に向けた次年度以降の見通し 
◯ 研究成果を効果的に普及するためのひとつの方策として、国際会議への参加や、研究者同士

の交流（研究者派遣・受入れ）を通じて、建築研究所における研究成果を積極的にアピールす

ることによって、研究所ひいてはわが国における研究開発活動のプレゼンスを向上させること

が可能であると考える。また同時に、海外における研究開発動向を把握することが可能であり、

これらは、研究所における研究開発の質を向上させる意味でも有効であると考える。 

◯ 今後も、中期目標期間内において、国際的舞台での成果発表、研究者の交流を通じた研究成

果の普及について積極的に推進していく予定である。 
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（4）地震工学に関する研修生の研修 

（中期目標） 

 開発途上国等からの研修生に対する地震工学に関する研修及びこれに関連する研究を着実に

実施し、技術者等の養成を行い、開発途上国等における地震防災対策の向上に資すること。  

（中期計画） 

 国際協力事業団と連携しつつ、開発途上国等からの研修生に対する地震工学に関する研修に

ついて、カリキュラムの充実等を図りながら着実に実施するとともに、これに関連する研究を

計画的に行う。 

（年度計画） 

 国際協力事業団と連携しつつ、開発途上国等から長期・短期あわせて 30 名程度の研修生を

受け入れ、地震工学に関する研修について着実に実施するとともに、これに関連する研究を計

画的に行う。 

 

（a）年度計画における目標設定の考え方 
◯ 旧建築研究所時代や平成 13 年度の実績をもとに、３０名程度の研修生の受入れが適切と考

えた。 

◯ 開発途上国等における地震防災対策の向上に資するため、専門家の育成が重要であると考え、

地震学・地震工学に関する研究を計画的に実施することとした。 

 

 

（b）当該年度における取組み 
◯ 国際協力事業団と連携して、開発途上国から 2１名の研修生を受入れ、地震学及び地震工学

に関する研修（11 ヶ月）を実施した（平成 15 年 7 月終了予定）。 

◯ 外務省、気象庁及び国際協力事業団と連携して、開発途上国から１０名の研修生を受入れ、

グローバル地震観測注）に関する研修（２ヶ月）を実施した。 
注）ＣＴＢＴ（包括的核実験禁止条約）遵守状況を検証するため、地震学や地震観測技術が未発達な国々に日本の優れた地震観測

技術を移転することによって、核実験抑止策の一環として世界的な地震観測網の充実に貢献することを目的とした研修である。 

◯ それぞれの研修について、研修生に対する事後のアンケート結果によると概ね満足であると

の結果が得られた。 

図表 2-4-1 研修生の受入実績 
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※この他にも個別研修、平成 12 年度までに実施したセミナー研修

の参加者を含めると、通算で 1,100 名以上を修了させている。 

 

 

◯ 研修に関連する研究については、「開発途上国の建築物の地震防災技術情報ネットワークの構

築」等７課題を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内 訳 FY10 FY11 FY12 FY13 FY1４ 総計 

地 震 学 及 び 地

震 工 学 に 関 す

る研修（11 ヶ

月） 

22 21 19 23 21 860 

グ ロ ー バ ル 地

震 観 測 に 関 す

る研修（2 ヶ

月） 

10 9 11 10 10 75 

合 計 32 30 30 33 31 935 
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◯ 研修に関する研究に関連して、過去に本研修を受けた技術者等の協力を得て、「IISEE NET」

により、世界各国の耐震基準、地震災害、マイクロゾーネーション及び地震観測網に関する情

報を収集・公開し、平成 14 年度に完成させることにより、開発途上国にさまざまな地震防災

技術情報を提供することができるようになった。 

◯ 平成 14 年度に、関係分野の有識者からなる「国際地震工学研修・普及会議」を開催し、今

後の研修のあり方、センターの活動に関して助言等を受けた。有益な助言については、実施に

向け活動を開始している。 

◯ 研修の更なる充実を図るため「国際地震工学研修アクション・プログラム委員会」を所内に

新たに設置し、研修の見直し等について検討を行った。 

 

図表 2-4-2 「国際地震工学研修・普及会議」と「国際地震工学研修アクション・プログラム委

員会」について 

1） 国際地震工学研修・普及会議 

研修の計画及び実施、並びに地震学及び地震工学に関する知識並びに技術の普及活動に関し、建築研究所理事長に対

し所要の助言及び提言を行う。 

2）国際地震工学研修アクション・プログラム委員会 

 今後の研修のあり方を踏まえ、レギュラーコース次期見直し等への対応を図るため、当面実施すべく事項をアクショ

ンプログラムとしてまとめ、早期の対応を行うこととする。 

 

図表 2-4-3 研修修了者に対するアンケート調査結果 

項目／研修コース 回答数 合計 項目 回答数 合計 

1）研修期間 長すぎる 概ね良い 短すぎる 無回答 合 計 2）期待充足度 非常に満足 概ね満足 多少不満 不満 合 計 

 地震学コース 4 7 1 0 12 地震学 1 9 2 0 12 

 地震工学コース 1 8 2 0 11 地震工学 3 6 2 0 11 

 グローバル地震観測コース 0 6 4 0 10 ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ地震観測 3 7 0 0 10 

3）研修プログラムの評価  

A 研修範囲 広すぎる 概ね良い 狭すぎる 無回答 合 計 D 研修目的との関連性 良い まあまあ 良くない 無回答 合 計 

 地震学コース 1 11 0 0 12 地震学 12 0 0 0 12 

 地震工学コース 5 6 0 0 11 地震工学 6 5 0 0 11 

 グローバル地震観測コース 3 7 0 0 10 ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ地震観測 10 0 0 0 10 

B 専門程度 専門的すぎ 概ね良い 浅すぎる 無回答 合 計 E 時間配分 良い まあまあ 良くない 無回答 合 計 

 地震学コース 0 10 2 0 12 地震学 3 7 2 0 12 

 地震工学コース 1 7 3 0 11 地震工学 3 7 1 0 11 

 グローバル地震観測コース 2 7 1 0 10 ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ地震観測 4 5 1 0 10 

C 配列 良い まあまあ 良くない 無回答 合 計       

 地震学コース 11 1 0 0 12 ※アンケートは JICA が実施している  

 地震工学コース 6 5 0 0 11 ※地震学コース及び地震工学コースは、2001-2002 コース 

 グローバル地震観測コース 10 0 0 0 10   、グローバル地震観測コースは 2002 コース修了者を対象 

                           

 

図表 2-4-4 研修内容の見直し検討 

主な検討項目 見直し状況 

1 研修を通じて学位取得できる制度の構築について ・ 平成１６年度制度構築を目途に検討中 

2 国際地震工学研修を体系で理解できる教科書等の作成について 

3 ＩＴを活用しての研修フォローアップ等について 

4 レクチャーノートのＣＤ化について 

5 研修に対する事業評価方法の確立について 

6 研修と研究の融合 

・ 平成１５年度実施を目途に検討中 
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（c）中期目標達成に向けた次年度以降の見通し 
◯ 研修修了者は、帰国して指導的立場に就いている者も多く、建築研究所において行った研修

において得られた知見を基に、各出身国における行政施策への反映、研究開発レベルの向上に

貢献することとなり、ひいては開発途上国における地震防災対策の向上に資するものとなって

いる。 

◯ 研修修了者は、大地震災害発生時の情報収集、日本より派遣された援助隊等に対する現地活

動のサポート、平時の JICA プロジェクトでの人材育成等において貴重な役割を果たしており、

さらに世界の地震多発地域を結ぶ人的ネットワークを形成していく予定である。 

◯ 研修内容の見直しについても、開発途上国や研修員のニーズに即応して継続して検討し、可

能なものから実施していく予定である。 

 

 



 

- 75 - 

3．予算、収支及び資金計画 

（中期目標） 

 運営費交付金等を充当して行う業務については、「２．業務運営の効率化に関する事項」で定

めた事項について配慮した中期計画の予算を作成し、当該予算による運営を行うこと。 

（中期計画） 

（１） 予算 別表－２のとおり 

（２） 収支計画 別表―３のとおり 

（３） 資金計画 別表―４のとおり 

（年度計画） 

（１） 予算 別表－２のとおり 

（２） 収支計画 別表―３のとおり 

（３） 資金計画 別表―４のとおり 

 

      中期計画別表－２      中期計画別表－３     中期計画別表－４ 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 
[人件費の見積り]  

 期間中総額４，２８９百万円を支出する。 

  但し、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当、休職者給与及び国際機関派遣職員給与に相当する範囲の費用である。  

[運営費交付金の算定方法]  

ルール方式を採用  

[運営費交付金の算定ルール] 

運営費交付金 ＝ 業務経費(*1) ＋ 人件費(*2) ＋ 一般管理費(*3) 

*1 業務経費（人件費を除く）  

業務経費 ＝ 前年度における業務経費 × c  

*2 人 件 費  

人件費 ＝ 1) 基準給与総額 ＋ 2) 退職手当所要額 ± 3) 新陳代謝所要額 ± 4) 運営状況等を勘案した給与改定分等（前年度実績分）  

1) 基準給与総額  

13 年度においては、国の職員であった場合に支給される基本給、諸手当、共済組合負担金等の所要額。 

14 年度以降においては、 

積算上の前年度人件費相当額 － 前年度退職手当所要額  

2) 退職手当所要額  

当年度に退職が想定される人員ごとに積算された所要見込額。  

3) 新陳代謝所要額  

新規採用給与総額（予定）の当年度分 ＋ 前年度新規採用者給与総額のうち平年度化額 － 前年度退職者の給与総額のうち平年度化額 － 当年度退職者の給与総額のうち当年度分  

4) 給与改定分等（14 年度以降適用）  

     昇給原資額、給与改定額、退職手当、公務災害補償費等当初見込み得なかった人件費の不足額。  

     なお、昇給原資額及び給与改定額は、運営状況等によっては、措置を行わないことも排除されない。  

*3 一般管理費(人件費を除く)  

一般管理費 ＝ 1) 公租公課等 ＋ 中期目標期間の初年度における公租公課等を除くその他の一般管理費 × a × b  

1) 公租公課等  

    公租公課、システム借料等の固定的経費  

a ： 効率化係数（毎年度決定する） 

b ： 消費者物価指数上昇率（毎年度決定する） 

c ： 政策係数（業務の重要性を勘案した係数で毎年度決定する）   

[注 記]      

前提条件： 平成 13 年度は所要額の積み上げである。 

期間中の効率化係数を 0.97、消費者物価指数上昇率を 1.00、政策係数を 1.00 として推計。給与改定分等を 0 として推計。 

人件費は平成 13 年度と同額として推計。 

 

退職手当については、役員退職手当支給規程(仮称)及び国家公務員退職手当法に基づいて支給することとなるが、その全額について運営費交付金を財源とするものと想定。 

 

 

 

 

 

区 分 金 額  区 分 金 額  区 分 金 額 

収 入  費用の部 12,304  資金支出 13,245 

 運営費交付金 11,486   経常費用 12,304   業務活動による支出 11,928 

 施設整備費補助金 987    業務経費 7,701   投資活動による支出 1,097 

 無利子借入金 330    受託経費 402   財務活動による支出 220 

 受託収入 415    一般管理費 3,825    

 施設利用料等収入 27    減価償却費 376  資金収入 13,245 

   計 13,245      業務活動による収入 11,928 

支 出  収益の部 12,304    運営費交付金による収入 11,486 

 業務経費 4,019   運営費交付金収益 11,486    施設利用料等収入 27 

 施設整備費 1,097   施設利用料等収入 27    受託収入 415 

 受託経費 402   受託収入 415   投資活動による収入 987 

 借入償還金 220   資産見返物品受贈額戻入 376    施設費による収入 987 

 人件費 5,902  純利益 0   財務活動による収入 330 

 一般管理費 1,605  目的積立金取崩額 0    無利子借入金による収入 330 

   計 13,245  総利益 0  （単位：百万円） 

（単位：百万円）  （単位：百万円）    
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      年度計画別表－２     年度計画別表－３     年度計画別表－４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 分 金 額  区 分 金 額  区 分 金 額 

収 入  費用の部 2,391  資金支出 2,578 

 運営費交付金 2,212   経常費用 2,391   業務活動による支出 2,301 

 施設整備費補助金 277    業務経費 1,485   投資活動による支出 277 

 受託収入 83    受託経費 81    

 施設利用料等収入 6    一般管理費 735  資金収入 2,578 

   計 2,578    減価償却費 90   業務活動による収入 2,301 

支 出       運営費交付金による収入 2,212 

 業務経費 804  収益の部 2,391    施設利用料等収入 6 

 施設整備費 277   運営費交付金収益 2,212    受託収入 83 

 受託経費 81   施設利用料等収入 6   投資活動による収入 277 

 人件費 1,096   受託収入 83    施設費による収入 277 

 一般管理費 320   資産見返物品受贈額戻入 90  （単位：百万円） 

   計 2,578  純利益 0   

（単位：百万円）  目的積立金取崩額 0     

  総利益 0    

   （単位：百万円）    

       

 

（a）年度計画における目標設定の考え方 
◯ 平成 14 年度の予算、収支計画及び資金計画については、中期計画を達成するために別表２、

３、４のとおり定め、これを適切に実施することとした。 

 

（b）当該年度における取組み 
◯ 以下のとおり、予算を計画的に執行した。 

 
(1)予算（計画） 

 別表－２                            （単位：百万円） 

  (1)予算（実績） 

      別表－２                             （単位：百万円） 

区     分 計 画 額 区     分   実 績 額 

収入 運営費交付金    ２，２１２ 収入 運営費交付金    ２，２１２ 

      施設整備費補助金          ２７７       施設整備費補助金          １０７ 

      受託収入           ８３       無利子借入金          ３３０ 

      施設利用料等収入             ６       受託収入          ２０８ 

        計      ２，５７８       施設利用料等収入            ４９ 

支出 業務経費          ８０４         計      ２，９０７ 

      施設整備費          ２７７ 支出 業務経費          ８４６ 

      受託経費           ８１       施設整備費          ４３７ 

      人件費      １，０９６       受託経費          ２０３ 

      一般管理費          ３２０       人件費      １，０５９ 

 

        計      ２，５７８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      一般管理費          ３５１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        計      ２，８９６ 

 

 

※１ 

※２ 

※３ 

※３ 

 

※２ 

※２ 

※３ 

※４ 

※２ 

                                             

 

 

 

 

 

(2)収支計画（計画）           

  別表－３                                     （単位：百万円） 

 ※１ 翌年度へ繰越たため減少したものである。 

 ※２ 前年度からの繰越があったため増加したものである。 

 ※３ 予定を上回ったため増加したものである。 

 ※４ 退職者が予定より少なかった等のため減少したものである。 

 

(2)収支計画（実績）     

     別表－３                                       （単位：百万円）   

区     分 計 画 額 区     分 実 績 額 

費用の部    ２，３９１ 費用の部    ２，５３４ 

 経常費用      ２，３９１  経常費用      ２，５３４ 

  業務費用      １，４８５   業務経費      １，５４４ 

  受託経費            ８１   受託経費          １９６ 

  一般管理費        ７３５   一般管理費          ６６８ 

  減価償却費           ９０   減価償却費        １２６ 

収益の部      ２，３９１   財務費用            ０ 

 運営費交付金収益      ２，２１２ 収益の部      ２，５６２ 

 施設利用料等収入          ６  運営費交付金収益      ２，１９５ 

 受託収入           ８３  施設利用料等収入         ４４ 

 

 資産見返物品受贈額戻入         ９０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  受託収入          ２０５ 

    

    

   

※１ 

※２ 

※３ 

※４ 

※５  

 

※３ 

※２ 

※２ 
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純利益              －  資産見返物品受贈額戻入        １１２ 

目的積立金取崩額              －  資産見返運営費交付金戻入              ６ 

 

総利益              － 

 

 資産見返寄附金戻入              ０ 

臨時損失  

 固定資産除却損              ４ 

臨時利益  

 債務免除益              ４ 

純利益            ２８ 

目的積立金取崩額              － 

 

 

 

 

 

 

 

 

総利益            ２８ 

※４ 

※４ 

※４ 

    

※６ 

 

※７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※１ 前年度予算の繰越があったため増加したものである。 

  ※２  予定を上回ったため増加したものである。 

  ※３ 翌年度へ予算を繰越たため減少したものである。 

  ※４ 国から無償譲与された資産の耐用年数が予定より短かったことや、独法移 

行後に運営費交付金等で取得した資産があったため増加したものである。 

   ※５  リース契約による支払利息があったためである。 

  ※６ ソフトウェアを除却したためである。 

  ※７ ソフトウェア除却に伴い、支払債務が免除されたためである。 

 

                  

 

（参考）運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細                                （単位：百万円） 

当 期 振 替 額 
交付年度 期首残高 交付金当期交付額 

運営費交付金収益 資産見返運営費交付金 計 
期末残高 

平成13年度 ４３８ －   ２１８ ４       ２２２※１    ２１６ ※２ 

平成14年度 － ２，２１２ １，９７７ ２９ ２，００６    ２０６ ※３ 

合 計 ４３８ ２，２１２ ２，１９５ ３３ ２，２２８ ４２２ 

               ※１ 平成１３年度中に債務負担をした経費の振替並びに平成１４年度に実施した施設保守・点検及び会計システムの改良等に係る経費を振替たものである。  

              ※２  平成１３年度の期末残高は、人件費（退職手当）及び預託金等によるものである。 

              ※３ 平成１４年度の期末残高は、当初から年度をまたがる計画により債務負担をしている経費や人件費（退職手当）、火災保険等の前払費用等によるものである。 

 

                                                                                         

(3)資金計画（計画） 

   別表－４                                     （単位：百万円） 

 (3)資金計画（実績）                             

    別表－４                                     （単位：百万円）    

区     分 計 画 額 区     分 実 績 額 

資金支出    ２，５７８ 資金支出    ３，４９３ 

 業務活動による支出      ２，３０１  業務活動による支出      ２，３５６ 

 投資活動による支出        ２７７  投資活動による支出      １，１２９ 

資金収入        ２，５７８   財務活動による支出              ８ 

 業務活動による収入      ２，３０１ 資金収入        ４，１５８ 

  運営費交付金による収入      ２，２１２  業務活動による収入      ２，５０４ 

  施設利用料等収入          ６   運営費交付金による収入      ２，２１２ 

  受託収入            ８３   施設利用料等収入         ５１ 

 投資活動による収入          ２７７   受託収入           １９８ 

 

  施設費による収入          ２７７ 

 

    科研費預り金収入            ４２ 

 投資活動による収入          ７０７ 

    有価証券の売却による収入          ６００ 

  施設費による収入          １０７ 

  財務活動による収入          ９４８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  前年度より繰越金          ７５１ 

    

    

※１ 

※１ 

※２ 

    

    

    

※３ 

※３ 

※４ 

    

※５ 

※６ 

※７ 

    

 

         ※１ 前年度予算の繰越があったため等により増加したものである。     

 ※２ リース料の支払によるものである。            

 ※３ 予定を上回ったため増加したものである。  

 ※４  科学研究費補助金を受け入れたためである。 

 ※５ 国債を購入し、満期償還があったためである。 

 ※６  翌年度へ予算を繰越たため減少したものである。 

 ※７ 消費税還付金等によるものである。                       

 

（c）中期目標達成に向けた次年度以降の見通し 
◯ 予算は計画的に執行しており、中期計画は達成可能と考えている。 
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4．短期借入金の限度額 

（中期計画） 

予見し難い事故等の事由に限り、資金不足となる場合における短期借入金の限度額は、単年度

４００百万円とする。 

（年度計画） 

予見し難い事故等により資金不足となった場合、４００百万円を限度として短期借入を行う。 

（a）年度計画における目標設定の考え方 
◯ 短期借入金の条件及び限度額は、中期計画どおりとした。 

 

（b）当該年度における取組み 
◯ 平成 14 年度は、短期借入れを行っていない。 
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5．その他業務運営に関する重要事項 
（1）施設及び設備に関する計画 

（中期目標） 

 施設・設備については、2．（4）により効果的な利用を図るほか、業務の確実な遂行のため

計画的な整備・更新を行うとともに、所要の機能を長期間発揮し得るよう、適切な維持管理に

努めること。 

（中期計画） 

 中期目標期間中に実施する主な施設整備・更新および改修は別表－5 のとおりとする。 

（年度計画） 

  本年度に実施する主な施設整備・更新および改修は別表－5 のとおりとする。 

 

中期計画別表－５                年度計画別表－５ 

 

 

施設整備等の内容 予定金額 財 源  施設整備等の内容 予定金額 財 源 予算措置 

 火災風洞実験棟ガス引込み等整備 45 

 

 実大構造物実験棟油圧配管改良等整

備 

91 

 実大構造物実験棟油圧配管改良等整備 189 

 

 防耐火実験棟排煙ﾌｰﾄﾞ及び排煙処理

設備更新 

16 
当初予算 

 防耐火実験棟排煙フード及び排煙処理設

備更新 

26 

 

 設備実験棟温度成層風洞整備 84 

 強度試験棟中型振動台計測設備増設等整

備 

45 

 

 屋外施工実験場管理棟整備 86 

独立行政法

人建築研究

所施設整備

費補助金 
補正予算 

 外壁・屋根等改修 272  施設整備費計  277    

 空調・給排水設備等改修 20  （単位：百万円） 

 設備実験棟温度成層風洞整備 84     

 屋外施工実験場管理棟整備 86 

独立行政法人建

築研究所施設整

備費補助金 

    

 風雨実験棟風洞装置改良等整備 150     

 実大火災実験棟、防耐火実験棟燃焼実験

装置増改築 

127 

    

 通風実験棟太陽光・レーザー光照射装置

整備 

53 

無利子借入金 

    

施設整備費計  1,097       

（単位：百万円）     

 

（a）年度計画における目標設定の考え方 
◯ 経年劣化による更新等を考慮し、今年度においては、中期計画で設定した目標・方針に基づ

き別表―５に規定する施設整備・更新・改修を実施することが適切と考えた。  

 

 

（b）当該年度における取組み 
◯ 当初の計画である実大構造物実験棟油圧配管改良等整備（平成 13～14 年度の最終年度分）

及び防耐火実験棟排煙フード及び排煙処理設備更新を実施した。 
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図表 5-1-1 施設・設備整備実績 

区分 計画額 執行額 増減 財源 

（実大構造物実験棟）    

実大構造物実験棟油圧配管整備 

その２ 

90,921,600 90,921,600 0 

小 計 90,921,600 90,921,600 0 

（防耐火実験棟）    

防耐火実験棟集煙フード整備工事 15,950,550 15,950,550 0 

小 計 15,950,550 15,950,550 0 

（附帯事務費）    

附帯事務費 52,850 52,850  

小 計 52,850 52,850 0 

独立行政法人建築研究所

施設整備費補助金 

 

 

◯ また、補正予算で認められた屋外施工実験場管理棟整備他１件について着手し、施設・設備

の機能向上を進めた。 

 

 

（c）中期目標達成に向けた次年度以降の見通し 
◯ 施設・設備の整備、更新等については、中期計画において想定した範囲で計画的に行う予定

である。 
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図表 5-1-2 施設・設備整備概要 

施設名 実大構造物実験棟油圧配管整備その２ 防耐火実験棟集煙フード整備工事 

施設概要 

本施設は、建築面積４００㎡、８階建て程度までの

実大骨組や大型部材などの試験体に鉛直・水平２方

向への加力実験や振動実験を行う施設である。本油

圧加力装置は、高圧油圧の作動油を生成する油圧ポ

ンプと高圧の作動油を加力機に供給する油圧配管

と加力機や振動台からなっている。完成してすでに

２４年経過しており、油圧配管内に鉄錆やスラッジ

が付着し加力機や振動台が作動不良を起こすトラ

ブルが発生しているため、油圧配管等の洗浄改修を

目的とした整備を実施する。 

本設備は、建築基準法に規定された耐火構造等の研

究に必要な耐火実験を行う場合、加熱炉から排出さ

れる燃焼後のガス及び煙をクリーンな状態で安全

に大気中に排出するための設備である。本設備は、

建築研究所がつくばに移転した当時から使用して

いるところであるが、ある特定の条件下においては

排煙の基準を満たせなくなるおそれがでてきたた

め、更新等を目的とした整備を実施する。 

事業内容 

１３年度に整備を行った、反力壁Ａ、Ｂ内の配管更

新に継続して、振動台への配管、油ポンプ周辺の機

械装置、反力床下配管の洗浄改修を行い作動油の供

給を行う。 

 

 

 

油圧ポンプ

反力床

反力壁Ａ
反力
壁Ｂ

振動台

油圧配管  
 

本件は、建築研究所の防耐火実験棟に、集煙フード、

ガス分析計及びダクト等の更新等を実施するもの

である。これにより、建築内・外装材料の火災性状

が正しく再現され、新しい技術の内・外装材料の防

火性能が適切に評価される結果、その性能を最大限

活かした効果的な火災安全設計が可能になる。 

 

 

施設・設備 

外 観 

 

 

 

 

 

 

! !
!

集煙フード 
ガス分析 
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（2）人事に関する事項  

（中期目標） 

 高度な研究業務の推進のため、必要な人材の確保を図るとともに、人員の適正配置により業

務運営の効率化を図ること。  

（中期計画） 

 中期目標の期間中に定年退職等の結果生じた減員については、適切な人員管理を行うととも

に、研究に必要な人材の確保については、選考採用や、関係省、大学及び他の研究機関等との

人事交流、効率的・効果的な研究開発を実施するための任期付研究員の採用により業務の進捗

を図るほか、定型的業務の外部委託化の推進などにより人員増は行わない。 

（年度計画） 

 任期付研究員の採用や、関係省、大学及び他の研究機関等との人事交流等により、必要な人

材の確保を行う。 

 

（a）年度計画における目標設定の考え方 
◯ 社会構造の急激な変化に伴う多様な研究ニーズに機動的に対応することから、効率的・効果

的な研究開発の実施に有効であると考えられたため、任期付研究員の採用を行うこととした。 

◯ 特定専門分野の研究の推進に伴い、その研究に必要となる資質・経験を十分に有する者の参

画を必要とすることから、必要な人材の確保に有効であると考えられたため、関係省、大学及

び他の研究機関等との人事交流等を行うこととした。 

 

 

（b）当該年度における取組み 
◯ 今年度から若手育成型の任期付研究員として、研究者として高い資質を有する者４名を採用

し、各々の研究分野での先導的研究業務を実施してもらっている。 

 

図表 5-2-1 人員の増減 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 FY10 FY11 FY12 FY13 FY1４ 

研究職員 114 111 116 62 65 

事務職員 54 51 51 33 32 

合 計 168 162 167 95 97 

※ 人員数は各年度末時点のもの。 

※ 指定職および役員は人員数に含まず。 
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図表 5-2-2 任期付研究員制度の概要 

 要 件 任 期 給 与 

若手育成型 

独立して研究する能力があり、研究者として高

い資質を有すると認められる者を、当該研究分

野における先導的役割を担う有為な研究者とな

るために必要な能力の涵養に資する研究業務に

従事させる場合。 

原則 3 年以内（人事

院の承認を得て 5 年

以内） 

俸給、調整手当、研究員調整手当、通勤手

当、超過勤務手当、期末手当等。特に顕著

な研究業績を挙げたと認められる者には、

任期付研究員業績手当を支給可能。 

 

◯ 国土交通省等から、必要に応じた人事交流等を行った。 
◯ 独立行政法人防災科学技術研究所より、当研究所の研究に密接に関係する分野の研究者の併

任を継続して行った。 
 
 
（c）中期目標達成に向けた次年度以降の見通し 
◯ 今後とも、外部から有能な研究人材を受入れることにより、研究所全体のポテンシャルを高

めることが可能であると考えている。 
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■自主改善努力評価に関する事項■ 
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１．国土交通省の政策立案や学会活動等への貢献・協力 

 

○ 国土交通省の政策の立案・実施に対する専門的知見の提供、学会その他の公益法人の委員会

等への協力を通じて、社会に貢献を果たすこととしており、平成１４年度は延べ 359 件の

協力等を行った。 

 

平成 1４年度に実施した国土交通省の政策立案への協力・貢献状況（主なもの） 

施策の内容 関連する委員会 
政策への反映状況 

（予定も含む） 
派遣研究員の所属 

建築・住宅に関する技

術基準の継続的見直 
建築住宅性能基準原案作成委員会 

建築・住宅に関する技術基準の

改正原案に反映 
理事長ほか 

官庁施設の総合的な

環境性能評価・表示手

法の構築 

官庁施設の総合的な環境性能評価・表

示手法研究会 

官庁施設の基準類改定及び整

備方針 
研究総括監ほか 

「木造住宅の耐震精

密診断と補強方法」の

改訂 

木造住宅の耐震精密診断と補強方法

改訂委員会 

法令改正や耐震改修工法の蓄

積等 
構造Ｇ 

ヒートアイランド対

策 

ヒートアイランド現象の緩和に資す

る緑地等に関する検討委員会 
評価手法の構築 環境 G 

住宅紛争処理の支援 
住宅紛争処理支援業務運営協議会技

術委員会ほか 

住宅紛争処理技術関連資料集

（全 13 冊）の作成 

構造Ｇ、材料Ｇ、

国際地震Ｃ 

建築廃棄物発生抑制 
木質系廃棄物再利用技術検討委員会

ほか 

建設リサイクル法に関して示

された目標再資源化率の実現

に対する施策等 

材料Ｇ 

既存住宅の性能表示に

関する技術基準の整備 
健全性評価(仮称)に関する実務的 WG 告示案に反映等 〃 

都市再生への対応 

都市における京町家等伝統的工法に

よる建築物再生・活性化方策検討調査

委員会 

京町家等の伝統的工法による

建築物の再生技術・再生モデル

の確立 

建築生産Ｇ 

既存ストックの有効

利用 

既存オフィスの住宅転用等の促進に向け

た技術的方策検討調査検討委員会 

コンバージョンの設計施工指

針を作成 
〃 

 

平成１４年度に実施した学会活動等への協力（主なもの） 

依頼機関 委員会等の名称 役割 協力者 

代議員  研究総括監、研究専門役 

構造本委員会 幹事 研究専門役 

地震防災総合研究特別調査委員会 幹事 首席研究員 

CIB 委員会 委員長 〃 

防災改善推進方策検討小委員会 主査 〃 

耐久計画小委員会 〃 材料Ｇ 

住宅需要構造小委員会 〃 住宅・都市Ｇ 

都市気候対策小委員会 幹事 環境Ｇ 

火災安全設計小委員会 〃 防火Ｇ 

資源循環小委員会 〃 材料Ｇ 

木質構造動的性能小委員会 〃 〃 

（社）日本建築学会 

ﾒｰﾝｿﾝﾘｰ構工法標準化小委員会 〃 建築生産Ｇ 

（社）日本鉄鋼連盟 
「薄板軽量形鋼造建築物 設計の手引き」編

集委員会 耐久性ＷＧほか 
主査 防火Ｇ、材料 G 

室内空気中の揮発性有機物汚染低減建材評

価委員会 
委員長 材料 G 

（財）日本建築センター 

リサイクル建築資材提案募集審査委員会 委員 材料 G 

建物におけるカビに関する調査研究委員会 委員長 材料Ｇ 

（財）ベターリビング 高齢者･障害者が居住する住宅の設計マニュ

アル検討ＷＧ 
主査 住宅・都市Ｇ 
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２．研究職員の意識向上 

◯ 研究発表・討論会 

研究員の研究能力の研鑚、涵養を図ることを目的として、国土技術政策総合研究所の建築・

住宅・都市部門と共同で開催した。各分野別グループごとに両研究所あわせて１００人以上

の研究員が、それぞれのテーマを各々十数分ごと発表し、研究員間の熱心な討論や管理研究

員からの指導・助言が行われた。 

会期：平成 1４年５月２４日（金）～３０日（木） 

場所：建築研究所 都市防災研究センター棟 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

３．国民からの各種技術提案募集の実施 

 

将来取組む研究や施策に反映させるための研究のための貴重な参考意見等とすべく、平成

14 年度に「木造住宅の耐震補強構法技術コンペ」、「解体・分別容易な木造建築物について

のアイデアに関する提案」、「こんなまちに住みたい」と題してアイデアを広く一般から募集

する一方、表彰を行った。 

 

◯ 「木造住宅の耐震補強構法技術コンペ」 

補強により既存木造住宅の耐震性能を向上させる方法をまとめた技術マニュアルに掲載す

る優れた耐震補強方法を広く一般から募集するため標記コンペを行った。 

募集の結果、４５件の提案が寄せられ、学識経験者・行政関係者等で構成される審査委員

会で審議され、審査の結果、以下の最優秀作３点を含む特に優れた７つの提案を入賞提案と

して選出した。 
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国土交通大臣賞 

名称：建物のバランスを目的とした耐震開口フレーム 

提案者：Ｊ建築システム株式会社 
  
住宅金融公庫総裁賞 

名称：ホームコネクター工法を用いた耐震補強 

提案者：㈱ホームコネクター＆(有)フォルマ建築研究所 

 

建築研究所理事長賞 

名称：制振金具 ガルコンＶ 

提案者：株式会社ガルコン＆株式会社エコア総合設計 

 
○建物のバランスを目的とした耐震開口フレーム        ○ホームコネクター工法を用いた耐震補強         ○制振金具 ガルコンＶ 

 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 解体・分別容易な木造建築物についてのアイデアに関する提案募集 

資源循環型社会の構築に貢献するため、木造建築物をどのように設計したらよいか、どのよ

うにすれば解体材の分別と再資源化が行いやすくなるか提案してゆくことを目的にし、解体・

分別容易な木造建築物についてのアイデアに関する提案募集を行った。募集内容は以下の２部

門に対して行った。 

部門１ アイデア提案部門（解体・分別容易な木造建築物に対するアイデアを提案） 

部門２ アイデア実証部門（解体・分別容易な木造建築物を試作し、解体・分別のしやすさ

を検証） 

募集の結果、２４件の提案が寄せられ、学識経験者・行政関係者等で構成される審査委員会

で審議され、次の４編の優秀賞を表彰した。 
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国土交通大臣賞 

   「（仮称）２０４+RSｙｓｔｅｍ」（社）日本ツーバイフォー建築協会 

  住宅生産団体連合会会長賞 

「筋かい土壁造建築における、容易に着脱可能な接合手法」岐阜県立森林文化アカデミー 

全国解体工事業団体連合会会長賞 

「屋根の下地合板との分別を容易にするタッカ-針不要の下葺き材」田島ルーフィング株式

会社 

  建築研究所理事長賞 

  「スギ厚板を基本部材とする構造体の開発」大淀開発株式会社 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 「こんなまちに住みたい」懸賞論文の募集 

人口減少・少子高齢化の進行、環境に対する関心の高まり、高度情報化社会の進展などの社

会経済状況の変化などの背景や、昨今、都市再生が社会的テーマになっているなどのことから、

将来に向けた「真に良い住宅」を実現するための研究目標設定の一環として、「まち」をテーマ

として「こんなまちに住みたい」の論文募集を行った。 

募集の結果、４０編の論文が寄せられ、学識経験者、行政関係者等で構成される審査委員会

で審議され、次の３編を含む６編の優秀賞を表彰した。 

  国土交通大臣賞 

   「「コミュ事」のある街」 小場瀬令二 

  住宅生産団体連合会会長賞 

「地域に住み続けられるために」 大野拓也 

  建築研究所理事長賞 

      「どこにでも座り込めるまち」 宇賀亮介 

 

 住宅月間中央イベント記念式典（平成１４年１０月１０日、東京・スクワール麹町）に、国

土交通大臣賞の表彰を行った。また、受賞作品は、住宅金融公庫本店（すまい・るギャラリー）

にて１１月下旬まで展示し、建築研究所研究発表会（平成１５年３月５日、東京・朝日ホール）

においても、ポスターセッションを開設した。 
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４．研究に関するプラットホームの構築 

 

○ 建築研究開発コンソーシアムの設立 

建築・住宅技術に関する研究開発は、研究費や人材の不足、実験施設・機器の維持管理負担

と陳腐化等により、研究環境・体制が十分でない状況にある。このため、各々の研究機関等の

自主性を尊重し、競争的な研究開発環境を損ねないように配慮しつつ、建築・住宅の質や魅力

の向上に向けた研究開発資源（資金、人材、施設、ノウハウ）の重点的・効率的投入を図り、

建築・住宅分野の研究開発を活性化することを目的として、独立行政法人建築研究所が中心と

なって総合建設業、ハウスメーカー、公団、財団等の建築・住宅技術に関連する研究開発機関

や研究開発の動機を有する企業等（現在 127 社）が結集し、また、建築住宅関係大学研究者

等（現在 43 名）を加え、協調的・連携的な研究開発の共通基盤（プラットホーム）の確立を

目指す「建築研究開発コンソーシアム」を平成１４年７月 25 日に設立した。 

平成１４年度は、必要な各種規程等の整備、１０課題に及ぶ共同研究の募集・実施、３回の

技術講演会等の実施、会員が保有する実験研究施設や研究者・技術者情報データベースの閲覧

システムの構築など、幅広い活動を行った。 

 

 

 

                     設立総会 
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平成 14 年度組織図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ホームページ（トップ） 

 

５．業務実績の詳細記録の継承 

○建築研究所年報作成 

 研究開発についての成果を記録、継承するため、研究開発および主要活動の概要をまとめた

年報を作成した。 

平成１３年度年報の目次 

第１部 開発研究の概要 

第２部 主要活動の概要 

１ 組織 

２ 定員 

３ 予算 

４ 調査試験研究課題 

５ 施設貸与 

６ 技術指導等 

７ 災害調査 

８ 講演会 

９ 国際協力活動 

10 海外への渡航者 

11 平成１３年度交流研究員 

12 海外からの来訪者 

13 所外発表論文 

14 職員異動 

15 研修・国内留学 

16 刊行物 

17 年間主要事項 

平成１４年度 活動報告

事業および活動内容 説明

総会･理事会

 建築研究開発コンソーシアム設立の承認
 規約等の承認
   ①建築研究開発コンソーシアム規約
   ②会員入会基準
   ③会費等規則
 初年度（14年度）事業計画の承認
 初年度収支予算の承認

H13.7.25
如水会館

会　員

 設立総会時（H14.7.25）
 　（正会員 103・Ⅰ種情報会員 28・Ⅱ種情報会員 5）
 H15.3末時
 　（正会員 127・Ⅰ種情報会員 36・Ⅱ種情報会員 43）

諸 会 議

 委員長会議
  　 会長・各委員会正副委員長・国交省・建研　（H15.3.25）

 正会員連絡担当者会議
   　理事会員　（H15.1.28）
   　一般会員　（H15.1.29）

 共同研究課題説明会の実施
　9/20、10/28、11/25

 勉強会の実施
 　説明会後共研グループ立ち上げまでの課題内容の検討会

 

 共同研究課題プロジェクト
　　１０ 課題 提案（別途資料報告）
　　　６ 課題 共研進行中
　　　３ 課題 共研内容検討中

１課題は共研不成立

研 究 会
 研究会
    ・免震構造物の現状の問題点と今後の課題

事　業

 講演会（３題）
　　・スマート構造に関する研究の動向と国際協調の動き
　　・行政関連テーマに関する講演会
　　・「ユビキタス情報社会と研究開発」に関する講演会・見学会

 ホームページの立ち上げ
H14.7.25（設立総会日）
より運用

 会員向けメールマガジンの発行 H14.10.7初号発行

 会員募集用パンフレット作成 H14.10.1 刷り上げ

 ＤＢ(研究施設ＤＢ、研究者・技術者ＤＢ)のシステムの製作  H15.4.14 より運用

運営一般

項　　目
平成１４年度（初年度）　実施事業･活動　　　平成１４年７月２５日～平成１５年３月３１日

共同研究プロジェクト

運営委員会 

総会 

監事 

理事会 会長・副会長 

業務企画委員会 研究開発推進委員会

 

技術情報委員会 

事務局 
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６．情報交換 

○ 情勢の変化を見過ごさないため、国立研究機関長協議会、筑波研究学園都市機関等連絡協議

会、ＢＲＩＣ等の各種協議会・連絡会に参加した。 

 

★筑波建築研究機関協議会（BRIC） 

目的 相互の連絡を図るとともに、共通の問題に関する協議、共同研究等の活動を行う。 

メンバー 筑波周辺に所在する住宅・建築・都市に係る建築試験研究機関等 20 機関 

会長 独立行政法人建築研究所 理事長 山内泰之 

定例会議 年 4 回 

 

 

７．その他 

◯ 図書館におけるレファレンスサービスの充実 

資料入手の要望に的確に対応すべく、資料の所在の有無の調査や照会を国立国会図書館、筑

波大学、国土技術政策総合研究所、また日本建築学会図書館等の他機関に対し行い、利用者が

必要とする資料を入手できるようにするレファレンスサービスの充実を図った。 

 

○ 光熱費の削減 

昼休みにおける執務室の消灯やトイレのこまめな消灯等庁内放送等により周知徹底を促し、

職員一人一人の意識の向上を図るとともに光熱費の削減を図った。 
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